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工業化と労働力移動

一札幌地域における事倒的研究一

又健治虫，~

J概

本研究は札幌市およびその周辺の5市町村を対象としたケース・スタディであるが，ここでは具体的事実の紹介で

はなく，本研究によって見出された2，3の問題点を述べることにしたい。

(1) 地域の工業化は，まずセンタ一都市に集積された工業の郊外部および周辺地減への進出という形で現われる。

そうして，これらの地域へ進出する企業は，新・増設工場ばかりでなく，立地条件の惑化した都心部から移転する工

場群も含まれる。こうした工場の進出にともなって生産関連第3次部門の進出もみられ，新しい工場地区が形成をさ

れるようになる。しかし，このような工業化の進展は，センター都市工業の単なる;地理的なt広大ではなく，札幌地域
における中小企業集団化の例にみられるような質的発展をも意味している。

(2) これらの新工業地区では社会資本の投下が活綴となり，生活環境は急速に都市化する。その結果，地区内への

人口流入が激しくなるが，これに対応して消費関連第3次部門が新たに生成発展する。この部門では家族労働を主体

とする等絢自営業が多いが，これらの自営業腐の形成過程をみると，基幹労働力たる業主は主として労働市場から反

淡された中高年齢層および向一業種の職人隠から供給される。一方これらの自営業震の子弟は卒業後，家族労働力と

して1止J丹寺内にとどまらず他産業に就職するものが圧倒的に多い。そうして，家族労働力の不足は従来は家事従事者で
あった主婦!替の労働力化によって檎充されている。このように工業化は一方では第3次零細自営業慢の湾生産去を促進

するとともに，他方ではその分解を促進していることになる。

(3) 品方，農業は工業化にともなう営農条件の悪化，人口流出，および地価潟騰などによって深刻な影響をうけ，

再編成を迫られている。農家子弟の大半は卒業後，他産業へ就職し，自家農業に従事するものは 1割程度にすぎな

い。このような新卒子弟の幾外就職を契機として専業農家の兼業化が遂行するが，さらに，第2種兼業へ移行する場

合にはill:帯主を含む5母子JI!J:業従事者の農業から離脱がともなう。しかし，新規学卒以外の際業からの転職者には，特

殊技能を必姿としない不熟練労働市場への流入か，あるいは際られた分野のサーピス業自営しか許されないことが多

L 、。

ゆ 工業化とともに地域人口の主主労働力化が進行し，労働m場へ流入する人口腐は増加の A途を迎る。すなわち，

農家t生帯および第3次自営業社帯からは新規学卒者の大半が，さらに第2種兼業農家からは農業従事者が新たに主主労
働者として労働市場へ流入する O また労働者世帯では主婦層の労働力化が遂行する。さらに，工業化はこのような労

働力給被J替の拡大ばかりでなく，新規学卒者充足を目的とした給源地域の拡大，他企業の熟練工引抜きなどによっ

て，全体として地域労働市場の流動性向をど潟める。しかし，以上のi遇税で生み出される賃労働者燃は，新規学卒者を

徐くと，他地域からの炭鉱離職者などの流入と相侠って，供給量は相対的に過剰であり，その会〈は縦時二ζあるいは

不熟練工労働市場へ流入する。 Lたがって，これらの人口の主主労働力化は不熱線労働力を再生産し，全体として労働

力の供給過剰体制を維持するとL、う機能を果していることになる。
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第 1~ 工業化の進展と産業構造の変化

l 調査地域の概況

2 新設企業の増加と立地の動機

山事業所新設の概況

(2) 新設の立地婆間

3 工業の発膝と新工業地区の形成

(1) ~r.~の発展と構造変化

12) 新工業地区の形成とIjJ小企業の糸[:11f七

4 第3次産業の発展と本細1ヨ営業の成立

ラ 医薬機治の変化とj愈応

(1) 工業化，セi也化とJ1'Htむの減少
!ヨ) 農業構造の変化と経営転換

(3) 派業化の進行と農民腐の丸J)，ι、

6 J..:主主化と人口流動の激化

第2意 自営業者層の階層間移動と主主労働)J化の進後

l 工業化と階層間移動

(1)兼業農家の土防nと階層限移動
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12) 第 3次産業自営業の発生と階層照移動

2 工業化と宝苦労働力化の進展

(1) 賃労働力化の進展とお営業人口

12) 賃労働者の労働市場への流入構造

(3) 転織，就職希望者の実態

反i3家労働力不足と労働市場機透の変化

l 就業人口の明加と就業橋治

(1 )労働力人口地加の44徴

12) 医用人口の推移と変動

(3) J機安労働浴場の動向と開慰}，lJ，

ゆ) 新規学卒労働力の就職と移動

2 労働力不足とJl笠用事情の変化

(1) 労働力不足の実態

12) 採用者の構成と採用地域

間労働力不足と採用方法の変化

第4率: むすび

序論研究の視点と課題

1 研究の視点

この研究は地1l)lCにおける:仁主主化の impactが当該地域

社会の階層構造および労働市場構造をいかに変貌させつ

つあるかを労働移動の側面からアプ戸ーチして，その変

貌のメカニズムを明らかにすることをお的としている。

地域の工業化とは単に一定の地域社会のなかで工業1:

J?i1あるいは工業人仁!のi七廷がI14大するという ~J;:(内変化を

怠味ずるわけて、は伝l，¥ 工業化の本伎をたずの(t，f士会

の生産活動が機械長bjJ1;;:どの生産手段と i自由なJ労

働力とが結合したところの機械部工業によって常まれる

ようになることである(1¥ このような工業化の impact

が一定の地域社会にとって変革的認味合もつのは次の諸

点からである。

(1) 地域の工業化は，まず生産手段と労働とが厨く結

合し，家主長労働を主体;としてし、た筏業地域へのほtenSJV(;，

!J: j広大として現われるの従オ:E，そのJ~lかえには存論τしなか

た機械制工業という新らしし、製のノt政組織は，i1{'JII動
機会の創出，営農条件の変容iなどをはじめとするづ患の

経済活動を通じて地域社会に大きな彩事撃をど及ぼし，出来

の家父長的な生成組織の変質を促進するりそうして，こ

の変質過税は一般にいわれるような[業の侵入による農

村社会の没落とし寸単線的な解体過程ではなく，工業化

に対応した穏々の階展開移動をともなう多面的な適応→

変質過程であると考えられる。したがって，地域の工業

化と労働移動との関係は，小言語品生産者である農業自営

利回の工業{じに対応した階層限移動の問題ーとして担j返す

ることができる。

12) ところ"C，工業化に関連する階層向移動は農業分

野だけでみられるわけではないっ後述するように，地域

の[業化にともなって経用労働力人口が増加するが，こ

れを符去とした消致需要のjr[lびに対応して生活資料を阪

売する小売業や対11;¥j人サービスを目的とした美!乱グ 1)

ニング，浴場および[云続などの第3次産業が発燥する。

これらの業務は家族労働を主体とした零細自営業の形態

をとるものが多いが，地域の工業化に関速した階層間移

動の附定的土， iiii述したようなf呉氏府分解のrnlからばかり

でたく，ここでなわれる?;(D次成業向'滋業!留の形成過私1

のI言iからも検討される必擦があるつ

(::) 仁業化の進展による生産活動の活液化は工請をのみ

でなく，これにIIflI殖する卸売業，運輸業， 1惨潔業および

自動車整備業などの関連部門を発展さぜる。工業化とは

元米，1:主と十九迭の変化のみで、なく，関連部門の波及効果

をも含めた建築構造全体の変化を意味している。以上の

総身 J也f!iZの労働力活安は全体としてm:渡的に増大し，

労働力の必必供給設を増加させる。このため，地域のよ

装化の進践につれて従米は賃労働市場に包摂されていな

かった地j域内の人口総を労働市場のやへ吸引し，鐙労働

力{とする傾向がJ波まる。地域の工業化と労働移動との関

係は，ミのように工業化にともなう地域人口の主主労働力

化の進行過ねとして把握することができる。

ぽ!工業化は以上述べた地域社会への拡がりという

extensiveな側面からではなく，向一言集積あるいは企業に

おける労働過穏の intensiveな発展という側頭からもみ

ることができる。資本蓄積の進行による生産過程の技術

円
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工業化と労働力移動

革新にともなって，工業化の過程は労働過程の不断の変

化過程として現われる。このような工業化の進展による

労働過程の llltensiveな発展ii，労働内容の変化を必然、

化し，労働力iお安の質的な変化をもたらす。労働力の供

給構造も究極的には得姿側の変化に規定される。以上の

ような技術革新の進行は，地域における労働力需要と供』

給の内宅撃を具体的に規定するが放に，地域社会に少なか

らざる影響を与える。しかし，オートメ化のテンポの激

しい一郎内よ:[J，号所千五地を徐くと，地域役会への影黙は

短期的にはドラスチヅグな形で現われないことが多い。

この側出からみた工業、化と労働移動との関係は，技術革

新に対応した職種の分解と職業内訟での主i進制の問題と

して抱えることができる。しかし，企業内移動を労働移

動の対象とすべきか，百かについてはわが閣では論議の

的となっている〈功。とも角，この似顔からアプロ…チず

る場合には，地域レベノルレで

レベノルレでみた1方1がより明磁になると忠われる。

(5) 地域の工業化過程は，以上述べたように extensIve

な側樹と IntensIveな側面とに一応区分することができ

るが，現実の工業化は丙者の統一された過程である。こ

のような工業化の進展は，地域の労働力需要を長:的に主主

大するとともに，その質的内幸子を変化させている。この

ため，地域内の労働力の需給関係が引締まり，他地域か

らの労働力の調達と地域内の既存労働力の企業開移動が

激化する傾向をみせる。したがって，地域の工業化と労

働移動との関係は，工業化による労働市場構造の変化過

程として把握することができる。

以上切らかにしたように，工業化と労働移動の問題な

明らかにすることは， 工業化をきた車rtlとした地域社会の肖

という次元で把えることを必;

味ずる"

2 研究の謀関と仮設

前述したような研究視点に立ってニの研党合進める場

合に，まず，問題となるのは池域区分であるの従来の労

働移動に関する研究内容は農村より都市への人口移動

か，あるいは幾業原から工系l果への人口移動を分析して

いるものが大半であった。そうして，農業人口の農外流

出については浪、業経、淡学や農村社会学の立場から主とし

てpushfaclorの分析に重点がおかれ，工業化との関速

で把えるという姿勢が弱かった仰。そうして，工業{とをど

念5iJ{においた場合でも工業化を全国レへノレで問題とし，

日本の工業化と労働移動の関係として把えられており，

先きに述べた研究視点のものは数少ない(')。

ここでは 1つのセンター都市ーを中心として周辺の後背

農村地域に拡がっている地理上の区域An:司会f地域とし，

当該地域の社会経済構造，労働市場機迭は他地域に対し

て相対的独立性をもつものと考える。そうして，地域は

さらに，そのなかにセンタ一都市を中心とする工業地域

と周辺の差是村地域との2つのサブ地域をもつものと考え

るのこのように地域を肥えた場合には，先きの研究視点

に立って工業化の地域社会への lmpactをつぎのような

仮設に従って検討することができる O

11) 工業化はセンタ一都市の工業化の周辺地域への外
経的 extensIveな拡大としてまず抱えられる。周辺農村

地域では工業化に対応した階層間移動が農民}替の分解と

して現われるが，この場合，:/，%民層の分解は幾業からの

i止品二ぐるみの縦脱という形のものは少なく，策業化の進

行という形のものが多いと思われる。そうだとすると，

工業化の農村地域への Impactは，農業位帯から他産業

への労働移動として抱えることができる。専業農家から

第 1磯および第2種兼業幾家への移行過程を幾家人口の

移動逃程と考えるわけである。そうして，各階層の移行

のメモントは各々の移行過程における移動ノミターンの差

奥によって明らかになる答である。

第1図 差是民層の分解と労働移動

地域の工業化→
→i聡溺間移動

切 さきに明らかにしたように，工業化が進展しつつ

あるセγタ…都市郊外部および周辺地域では，人口の集

中化合背景として小売業および対個人サービス業などの

索約自営業者謄が新たに形成される。このような自常業

者関はいうまでもなく，その多くは他の階層からの転職

者である。地域の工業化の進展は一方で自営業者!習を分

解さぜると同時に，他方ではこの積の自営業者層を再生

産してし、る。これらの第3次産業自営業者層が，工業化

の進燥しつつある現段階でいかなる過程のもとでし、かな

る階層から供給されているかを検討する必要があるつそ

うして，さらに第3次自営業廃の内A生肢を担う給源療が

校本の労働力需要にとってし、かなる意味をもつかを分J析

する必要さがある。〈このような第3次産業自営業者腐をめ

ぐる階層間移動の分析がここでの研究課題となる。

(31 工業化にともなって地域の労働力需要は橋大する

が，このため従来の給源階層に依存するだけでは労働力

の供給は間に合わなくなる。したがって，給源階慢の拡

大による労働力の調透が工業化とともに進展する。これ

らの調達された労働力は給源階憾の違いによって性格を

i
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奥iこすると忠、われるが，この点を明らかにすることはこL

業化の進燥による賃労働力化過総を階隠別に把握するこ

とになるc

第2図工業化による労働力調達の協議化

地域の;工業化→

J .1ま E妻家

労

胤

関

市

鳴

(4) 研究の視点において明らかにしたように，工業化

の進展とともに地域の労働市場構造は変化を余義なくさ

れる。このため企業側によって既存労働力の引抜きゃ採

用方法の改善などの努力が払われ，この結果，全体とし

て労働市場の流動性が高まるようになる。このような労

働市場構造の変化とその総巣の分析がここでのねらいで

ある。

以上，この研究の課題について若デ述べてきたが，資

料の関係上この研究でとり上げられなかった問題を指摘

しておきたい。それは研究視点のほ)でとりあげられた工

業化の intensiveな側面と労働移動との関連を切らかに

する問題と労働市場内部での職業移動の問題である。

後者の問題についていえば，設近わが関でも職業階悌

occupational ladderの上向，下向運動として調査がな

されているが，労働市場構造の異なったアメリカの分析

手法を公式的に適用するといった側面が強く出すぎてい

る。このため，この分野での研究の発展が望まれてい

る(5)0 

3 使用した資料の内容と性格

I与EイH高統計会除くと，このfiWJeで使用した tな資料
は，労働お職業安定f誌が昭和39王子}立に全凶7地域で災絡

した「新興工業地域の労働市場に関する総合分析jの札

幌地域集計結果表である。(この調査のうち札幌地域調

貨は，労働翁尊重業安定局の依託によって本学部石原本一・

数綬が調査資任者となって実施され，筆者合含めた産業

教資研究案のメンバ…が参加したイ)減資の概要会述べ

るとつぎのどおりであるつ

(1) 調査期国 昭和3ヲキ11月初日 ~40年 1 月 10 日

12) 調査地域札幌市，手稲野J，広島村，石狩町，惑

援王町

(3)調査対象

イ 事業所調査前記地域に所夜する次の産業，規

1奨の民間事業所を対象とし昭和35王子7月以降に

新設されたものは全部，それ以前に設霞'd:hたも

のについては有意に選定した。

対象稼業は製造業，卸売業小売業，金量虫保i後不

動産主業，運輸通信業，電気ガス水道業，サービス

3誌の6産業である。 また，規模は常用労働者10人

以上を対象とした。

この結楽，有効回収数は新設事業所304，既存

事業所440，日十744事業所となっている。

ロ |仕様調査 前記地域における農家t!H告および常

用労働者10人未満の俄l人経;訟の卸売業小売業，サ

ービス業の業主世帯ならび、に労働者l仕，静から有溶;

に選定した一定数とした。

:有効回収数は専業農家127，第 1種兼業農家72，

第2積兼業農家54，卸売業小売業世帯251，サー

ピ、ス業防:帯114，労働者世帯 128，百十746t投手持とな

っている。

(4¥鵠変方法調査員による自計式訪問調査によっ

た。

(ら)資料の性格と限界 この調査結巣を検討する場合

にi主;髭する必要のあるのは，調査対象地域が上記の
地域のなかでさらに限定されている点である。札幌

地域調査の事業所調査では，製造f~長事業所を除き札

幌市都心部に史地する各事業所は，意識的に調査対

象からi徐外されてし、る。札幌市の都心部には裕当数

の道外商社，金融機関およびサービス産業などの支

!苫，営業所および出張所が所主任しており，そのなか

にはかなりの数に迷ずる新設事業所が存在すると恕、

われる。しかし，これらのお業所の大半は北海i益金:
減を活動範阻として設立されたもので、あって，札幌

地域の工業化とはi直接的には関連のないものも多

L 九さらにいうと，これらの事A業所は札幌市が工業

化しつつあるために新設されたわけで、はなく，北海

遊の凶「都であるために設立されたのて、ある。 地域の

工業化にともなう各産業の動きを犯えるためには，

むしろ上記の性格をもっ事業所が集中する都心部を

除外した}jが合理的と思われる。

また， lit俗調査の抽出JJlJ;としては，まず主主初に

製造業新設事、業所の地区別分イjiによって調表対象地

区合選定する方法をとっているので.調査対象とな

寸た世帯はこの地j段では工業化の進展している地区

内に居住しているものか，あるいはその周辺部に農

往しているものに限られている。したがって，工業

化の議長擦をみるためにはこの調変資料は適切な内容

をもっているといえよう。

f戸主 1) 工議fじり・長生理論についてiふ北大教脊経済研究会「経済と教

一72
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育J(主荘j羊宣言出版社，昭和39年)の第1J主で述べておL、たので参
照されたい。また，山中篤太郎「工業政策J(新紀元社.昭和初
年)p.7-p. 10.参照。

ci主 2) この間の事j'l1については，隅谷三事事努「労働市場論の濁綴と療
設J(社会政策学会綴「労働市場と綾金J手主要閣，昭和初年，所
1蚊)で章受関されてL、る。

f泣， 3)霊安村人口問怒研究会をはじめとする研究業綴の多くl主この立場
iこたつ亡L、たといえる。具体的には「農村人口問題研究j第2
築~策5繁を参照のこと。

(1主 4)並木正吉氏の一連の研究もこのような金関水準における工業化
と脱B量化との関係として抱えられてし、る。ここで述べた研究探
}?-;lに立つものと Lては労機管の依J-tJ時ままである「ユ;議開発地域
ω労働市場jおよび， 日本工業立地センター「地域社会の工業
化に伴う労~\)J移動の"埼玉託研究j を挙げうるだけである。

(注 5)アメリカでは labormobilityを職業水準聞の移動といラ鋭
長から， upward， downward; vertical， horizontalある
いは manual，norャmanualの側耐で犯える研究が皇喜んであ
る。わが蕊でも湾高邦雄氏，富永健一氏などの社会学者により
て[語種の研究がなされている。しかし，職業移動の分析の鶴援
となっている社命階緩の内容に殉轡があり，また労働市場ぬき
の議還が展開されることが多く，かが国の現状分析の手法とし
ては問題がある。
アメリカにおける究研動向を知るためには，関係論文をi収録
したつぎの本が使用lである。
R. Bendix， S 乱1[.Lipset， Cjass， Status and Power， 
1964 Free Press. 

M. M. Gordon， SociaI Class in american Social-
ogy 1958 
アメソカにおける研究成梁から学ぶ必要のあるのは，これら
の社会学者ではなく，むしろレイノルズおよびマイヤーなどの
労働経務学者による労鶴市場研究であると恕われる。

第 1:意 工業化の進展と産業構造の変化

1 調査地域の概i克

この調査の対象となった札擁地域は，前述したように

札幌市，手稲田J，石狩町，広島村および恵庭師了の l市，

4カ町本すからなり，所長昆道央新産業都市の一部を構成

する。札幌市の潟辺部に位援する各町村は時間常として

はいずれも 1時間帯に入り，札幌市への遜勤，通学が可

能である。 その面積は 1，663km"， 総人口は144万8千

人を数え，これを北海道全体の数字と対比すると.それ

ぞれ2.1%および14.2%の比率を占めている。このよう

に面稜のわりに人口の集中皮が高く，一般に人口密度の

第1表調査地域の人口および面積

証言 干主 人 仁I 人口密度

人/km2

Jt ;語道 78.5日9 5，256.518 67.0 

議央地区 5，1ら1 6.6 1.447.771 27.ら 281.1 

調査地域 1.663 2.1 '14呂.48ら 14.2 450.1 

札幌市 1， U09 1.3 682，4号1 13.2 事'16.4

モFf露間J 1日守 0.1 19，2臼7 0.4 176.2 

丘、漁村 121 0.2 8，242 0.2 68.1 

石狩町 129 0.2 9，315 0.2 72.2 

及、 民主 Iiぜ 29ち 0.4 29，190 0.6 百8.9

u 人iコは昭和38，"， 9月末の住民主査録人口である。

低い北海道では特色のある地域となっている。〔第i表〕

本地域における産業構造の変化を就業人口の函からみ

てみよう。医i勢調主主によって昭和25年からお年にいたる

10年間の変化をみると，石狩町を除く生市町村ではいず

れも第 1次産業の比率が減少し，逆に第2次および第3

次産業の比率が;橋大していることが判る。(第2表)ここ

札幌市

手稲町

広島村

石狩町

l'怒庭町

第231量 調査地域の就業構成

資料出所総型車府「国勢資議Jにより作成

35年

67.6 

47.5 

22.6 

17.4 

で注目すべき点は，第 l次産業の比率低下がかなり急激

なこと，第3次産業の比率上昇が札幌市以外ではかなり

著しいことである。これに比べると，第2次産業の伸び

はどの市町村でも停滞気味である。この点で例外的とい

えるのは手稲田Iである。ここでは第2次産業の全体に占

める比率は昭和25年当時の15.4%から35年には22.4%と

7ポイ γ ト上昇している。石狩町では第2次産業の比率

はかえって減少をみせているが，これは地元漁業の不振

にともなう水産加工業の衰微に起因するものと思われ

る。このため石狩町は第1次産業の減少と第3次産業の

;増大という傾向を示している。したがって，以上の結論

としていえることは，札幌市を徐く 4町村の純農村から

の移行ということである。勿論，この移行は現在も遂行

過程にあり，町村ごとにそのテンポも築なっている。農

村地域からの脱隣lテンポの激しいのは手稲町および恵庭

町であるが，後者の場合には5千人にのぼる自衛隊員の

駐屯地という特殊な事情が介在しているため，工業化の

影饗と断定できない函がある。しかし，本地域で工業化

が本格化するのは，昭和35年以降のことである。

本地域の発展の原動力をなしているのは，いうまでも

なく地域のセンタ…都市である札幌市の工業化，都市化

の動きである。戦前の札幌市は商工業都市というより

も，むしろ行政および教育文化の中心地という性格が強

かった例っ戦後も必定期間，札幌市の工業it13立った動

きを示さなし、まま推移してきたが.日本経済の高度成長

が開始された昭和34~35年頃よりその基調に変化がみら

れるようになった。すなわち，全国的に高まった設備投

資の波が札幌市にも及び，工場の新増設もかなり活溌と

なってきた。市内工業の大宗をなすのは食料品，紙パ，出

版印刷，木材，家具などの消費指向型工楽であるが，金

日 73-
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属，機械などの条署長もみられる。そうして，ここで注目 への経営転挽，労働力不足に起関する機械化の進行， Z認

されることは，このような札!波市の工業化の勢し、が市の 地価につられた土地売却の活溌化など，農業自体のなか

中心部から郊外部へ拡大するだけに留まらず，最近では でもドラスチックな変化がみられるの

周辺町村をも考会き込みつつあるとL寸事実であるつ ところで，本地域内では今後開発可能な工場i摩地はど

札幌市問辺部に所複する 4 カ町村は昭和27~28年頃ま の程度存在するであろうか内通産省が昭和39年度に実自信

で漁業が益事んで、あった石狩l町をぬくと，すべて!?31長を主 した仁場適地調査の結架によると，工業団地とLてj設定

体としており，北海道の代表的な設余地併を}拶!J見してし、 された防J1ll数t討し悦i↑i2問地，f.稲荷 21沼地， 1.ム為村4

る。 しかし，札幌市の工業化のインパグトは漸次，こわ I，JU也， {i狩附J2同地および窓縫fl1]2 leJjj:1lliJ)，il 12E!:U1ll合数

らの町村にも及んできており，なかで、も子稲前]の乙二とき え，その総泌総はが-]2， 083 jJ 、\l)j~(:ìニ没している o 乙これ

は，工場の進出が激しく，主主恩，農村とは呼べ往いほど 合j也1I別にみると， ~IHが絞も多く全体の58.5%を占め，

の変容を滋げている。また，その{自の町村でも札機市を ついで!ボ野が 16.6%. IJIが7.9%，111林が 6.3%の11浜と

中心に集厳命された大潟殺人1::1を対象とした近郊総菜錨主主 なっている。(第3炎)今後におけるぶ業化の進展が地域

第3表工業団地の概況

i有 r尺
市町村名 fB J生名 総間後

間 出IJ 'to !t!i リ本航 E守 雑草Jt(牧i也 その他

苫f 20.836事353 1、64払779 12.181， 151 351.633 1.310.525 主46弘337 92呂、日!i8 946，870 

札幌市 用: フド 2，000，0日日 94.380 1.715.243 70.950 2.310 3.65~ 113，487 

琴{双発地ミ 3.298，00日 2，355.332 13，992 88'7. '7∞ 39.骨75

手'!ii開J 高官 ll1 2，170.000 300.0(氾 1.220.0以} らり，日臼D 百日il.むり日 3)む.OOu

稲 1事 4.450. C円。 1.050.00口 900.00日 150.00臼 1， 150，000 500.000 700，000 

広島村 ~t 5f-'Jtω9{ 9151971 471 775.000 九日!日 137，500 1.500 

大 Illl 1.173，058 日72，239 2，500 413.55:0 184，754 

Lζ路復ケ附 1，209，784 25.587 904，386 呂.756 268.436 1，89日

凶の f草 738，820 3.101 590; 697 701 144.103 218 

石狩酎J イ百 N 600，000 70.日日日 270.000 1，20日 62.7C日 180.00日 15.000 1，10日

7E 隠干 1.臼77，000 90.930 日25.9C日 5，834 6.253 219，175 1日9.428 19，480 

;m: Y主l出 戸磯l!;(f哲 2.702，579 1，813，461 37.808 246.585 534.0日日 70.719 

約 :+、' 日01，141 14.210 437.893 8，392 31，百93 9.2!J3 

資料刷所 北海道fl<<J二部「向日;[1:139年!支工時巡1m，調Yi協議会料j

農業に与える影響の大きいことは，この弱からも推測で 加となっている。これに反して，広島村，石狩町およひ

きる。ふれらの工場i湿地の大さ比工業用地の供給期待 怠陵町はいずれも僅かながら減少傾向をみせてレる。〈第

愛を充分賄いうるものと考えられる。だが9 ここで問題 4表)この事実は，札幌市工業の拡大，発援によって著

なのは，団地をめぐる地飯高騰の趨勢である。低聞に見 しい影響撃をうけているのは手稲荷Jであり，他の潟辺町村

積った評価資料によっても，推定地価が日千円以fニの処 の場合には，その影響は余り大きなものでないことを騒

が多くなっている J 現状のまます絵移するとすれば，用地 示している乞

{極裕の高騰は今後における地j)Jえの工茶化を阻害する深刻j

な要留となりかねないで?あろう。

以上のように，本地域の工業化の動きは昭和35i!三以降

活滋となってきているわけだから，現時点では35年当時

の産業構造より相当災なった形な示すところもあると思

われる。このような構造変化を示すゆ~として市街J村別

人口増加の推移をみてみると，市町村ごとにかなり大き

なアンバランスが認められる。すなわち，主主も人口増加

の激しいのはそF稲町で35年当時と比べて約4，600人増え

32.7%の機加となっており，ついで札幌市が17.3%の増

-74 -

第4表調査i地域におlずる人口の推移

資料tll所 北海道「住民主ま録人口異動報告」

キミ

38/30 

143.4 

172.1 

111.1 

96.2 

149.1 
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工業イヒと労働力移動

第 5事長
ci主的ここでは省略したが，戦煎における札幌市の工業?と皮心銀特に

ついてはつぎのものが参考とiよる。林茂司「キL樽地阪工業発遂

の震史J(，ヰu等地区工業地帯調資報告議j所収〕
製造語塁ま!

(1) 事業所新設の概況

さきに述べたように，札幌市の工業化を幕戦とした本

地域の変貌は近'if'.かなり顕務となりつつあるが，ここで

は労働省の調室長資料た用いて，昭和35年7月以降に新設

された:事業所の状況をみてみよう。常用労働者10人以上

を雇用する民間事業所を対象とした調査結果によると，

本地域の新設事業所の総数l主339事業所となってL、るο

これを市町村別にみると，札幌市299，手稲百T27，潔縫

旧J8，広島村3，石狩町2となη ており，現在までのと

ころ新設事業所の大半は札幌市内に立地してL、ることが

判かる。つぎに長主主主別の内訳をみると， 製法楽 159，卸

売業小売主主62，サ F ピλ業58，遂事ili通信楽49，金融保険

業11の )1原となり，使".i'~ミが新設事業再ifの47%の比再ざと占

めている 1 ここでは、校;ttしておきたいことは，立'Dツi;業'j、

，f己業およびサービス業卒業所の内総である J 卸売業小売

業といってもその大部分は卸売業で，小売業に隠するも

のはごく少数であった。また，サービス業でも自動卒整

備~，その他の修現業にそのほとんどが集中し，それ以

外の栄積は緩めて少なかった。したがって，新設事業所

のなかで第3次淀業の比i設が50%を超えているとして

も，物的'EfÍf]こ院接的には問 )~fーしたH向災二必要依存高1;門

ヵ:地方1Iしているのではたく， 'l.バf 占有効に r~l述する j点っと m;

門が工*イヒに誘浴されてi衿JJIJしているのである さらに

製造業事業所の地域別分布をみると， 札幌市 158，子稲

町14，必庭向 5，'1てiNI立J2で，工業新

設の中心も中u線市であることを示して
いる。(第5表〉

これらの工場の新設伽i所には共通の

大きな特色が認められるコその特色と

は本地域内合通っている 3本の l級国

返の沿線Hこ新設工場が集中している

ということである j 札幌市の場合，新

設[場の集中地区は 3カ所あっ-c， 1 

つは努似発寒地区の l級国道5…号線i年j

近，その2つは向石地区の国道12号線

沿線，その3は月

沿線となっている。そうして手稲刈「に

おいては琴似発寒地区に隣擬する束手

稲地区に新設工場が集中しているが，

これは札機市内に隠する琴似発寒地区

の工業化の延長，外延的拡大とみてよ
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調 査地域

札幌市

手稲荷J

J~ お付

行ね酢J

依出J

新設企業の増加と立地の動機2 

L 、。また;~き;延町における新設工場の立地も，国滋36 号

線の沿線における札幌市の工業化の影響と考えられる J

L主席3凶)以1:述へた事実は新設工場の集中地区をフlロ

ットした次の悶をみることによって羽瞭となろう υ 上記

の工場集中地区では工場のみて:'fJ:く，従業員住宅も建設

され，よれにともなって生産関連部門および消費関連部

門の第3次産業も活綴化しており，新しい市街地が形成

されつつjうる t

ところで，以上挙げた339の新設事業所のうち実際に

調夜できたのは 304事業所であるが，その調主主結果を)到

し、て木地域に新設された'jf.業所の性格を検討してみよ

うο ますよ級以'組織についてみると，ほとんど会社組織で

その数は287'1f.染月ifに述しているc これに対して斜人経

のものは15事業所， ;殺級主針i合経，};討:のものは 2 ヰ楽{f~梁粂所で徹め

て少ない こdの〕ようにi析再而j設世γ1事事業所の大

のてであfう》るノが〉メ'.そのうち人ー規模事3住所の放は余り多くな

いo-ttJ:わち， 'fi:業所の従業員規伎をみると，新設事業
Jifrの滋半数は規模2ヲ人以ドの小規棋のものからなってお
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の側面からいうと， これらの事業所の新設は地場資本の

カによるところが大きいということである。本外!から進

出してきた事業所は全部で27事業所にすぎず，全体の l

害Ijにも達しないのである。新設卒業所の過半数は企業レ

ベノレでみても全くの新設で，今回の事業所設霊互によって

始めて食業としての経済活動を開始したのであるしさら

に，設段時期によって事業所新設の状況をみると，新設

事業所数は昭和35~-27. 362f-69. 37年70.38年93と年を
おって増加してきたが.3ヲ年に五るとのとi援に減少傾向

に転じている。(第6表，第7重苦，第8表)

さきに述べたように，新設事業所のなかで最も多いの

は製造業であるが，これらの製造業事業所は単に量的比

重Zばかりではなく，工業化を推進するキイ産業として質

的な{創立証でも重要視される必婆がある。ここで本地域内

に新設された製造業事業所の内容をみてみると，その内

訳は軽工業が事業所数80.重工業が47.化学工業がおと

なっており，結局，軽工業が全体の54%と過半数を押え

ている。さらに業種別にみてみると，家具31.金属27.

食料品20.機械16.出版印刷116などがその主なものであ

る。このうち家具，金属および機械の3業務が多くなっ

ているのは，最近，国道H}線の琴似発寒地区Jこ木工お

よび鉄工団地が形成されたことが影響していると恩われ

るσ 以上要するに，本地域における新設工業は札幌市を

中心とした慈大な消費人口を背景とした消費指向型工業

の比東が商くなっているが~長溺機械などの~工業も活

凝イヒの兆しをみせているといえよう。

教育学部紀要第 11号

n 討の数字が第5表と一致しないのは.調査指否，移転先不紛ふ
どのJ1ll.aJで潟支できなかったそ許令所のあるためであるa

資料出所薦表と同じ。

事業所士見様本所支所別新設事業所数第 6a長

5吉年

5

m
山

5

4

設置時期別新設事業所数

13 

15 

6 

5 

第 7表

巡愉jjJjf;;'Xi

ナーピス)l'~

出身地別進出事業所数

資料IH所 i1'H 4'毛とi悶じ。
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12) 新設の立地裏図

企業が新たに卒業所を設霞する場合には，その動機と

してき当該地域の立地条件が決定的役割を演ずるといわれ

ている。ここではこれまでみてきた新設事業所がし、かな

る動機によって設立されたかを検討してみよう。

立地動機のなかでー喬多かったのは.1用地がf与やすし、

から」で，全体の半数を超える 162事業所がこのまft![討を

挙げている。これについで約40%の123好業所が f市場

を紘大するためjを挙げ，つづいて約35%の107事業所

が「総送に便利だから」を挙げている。これらの次に多

いのは「その他」を挙げる卒業所である。その数は104

卒業所に及んでいるが，その大部分は「土地があったか

らJ. I前の会社を引き継いだからJ. あるいは「本所が

狭くなったからJなどが理由となっている。立地条件と

して通常，用地と並んで'立主要祝されるのは「用水が得や

すいから」とL、う動機であるが，これな挙げる事業所は

意外に少なく，約5%の16毒事業所にすぎない。そのほか，

「原料が得やすいからJ.I労働力が得やすし、からJ.I金
融が得やすし、からJなどの立地動機が挙げられている

“ 76明

都

岡

町

岡

県

岡

町

山

別

府

県

り，規模30~9ヲ人の中規模事業所を含めると金 't~~業所の

90%以上に迷する。それ故，規模100人以上の大波模事

業所は l割以下にすぎず，新設卒業所はほとんど中小規

模のものだということになる。尤も，これを事業所規模

でなく，食業規模でみてみると，規模100人以上の大規

模のものがかなり増加し，全体の約19%の比率を占める

ようになる。以上の傾向は産業別にみても余り変らない

が，ただ製造業と運輸通信業で、は業穆:の性務上，大規模

事業所の比iJlが多少高くなる傾向をみせているι

本所，支所別にみると，これらの事業所の74%が本所

となっているが，このことはその大部分が他に事業所を

もたない中小企業である事実を反映したものである。別

市

消

千

神

崎

比

京

大

資料If¥J肝第5衣と!1i?1じ。



第s事長 立地の動機別事業所数

工業化と労働力移動

ぷ十

二十 I 304 

製造

非製造

;主 1事業所で2つ以上の劾絡があるので総数と

資料11¥所努15]iとおlじ。

が，いずれも全体のラ ~7%の事業所に絞られている。

(第9表〕

このように本地域における企業立地の動機としては，

用地，販売市場，輸送などの関子の影響が大きくなって

おり，用水，労働力などの関子は副次約役割しか果して

いない。用定問題が余り重要視されていないのは，水が

決定的な立地因子である室長援性工業が本地域内に新設さ

れていないためと思われるが，労働力被保の容易なこと

を動機とする事業所が少なかったことは法自される三事実

である。労働力という立地図予が高u次的地位にとどまっ

たのは，これが立地区!子として副次的であるためではな

く，本地域の労働力需給関係の現状からみて，r労働力が
得やすし、から」といえなかったためであろう。事実，札

幌地域の労働力需給関係は北海道内では最もアンバラン

スな地域となっており，道内企業によって設置された大

部分の新設企業にとっては労働力確保の附難性というの

が実感であろうと思われる。また，総j去の従軍IJ性ををさげ

る事業所の多いことと，新設卒業所が間道沿線上に集中

している現状とは，密接な関連があるものと忠われる。

以上述べた新設事業所において，立地の動機となった

ねらいはどの程度突現されているであろうか。 事業所伊[11

の判断によると，r全部達せられたjと終えたのは金事業
所の 59%を占める 180事業所であるが，製造業ではその

比率が幾分高く，非製造業では逆に幾分{尽くなってい

る。また，r一部達せられたjと2事えたのは349るにあたる
102卒業所で， この場合は製造業では若子比率が{尽く，

非製造業では逆に高くなっている。そうして，r迷せられ
なかった」と答えた事業所は，全体の2%以下の事業所

にすぎなかったυ

第10表 立地の動機となったねらし、の法成状況

資料出1fT 第5表と1U1じ。

3 工業の発展と新王業地区の形成

加工業の発展と構造変化

本地域の工業が大編な伸びを示し始めるのは，先に述

べたように工場新設が盛んとなった昭和35年以降のこと

である。 35年以前にま品、ても札幌市を中心として工業の

られたが，当特，本地域の~業発展の主

流をたしていたのは，工業というより，むしろ第3次産

業と建設業であった。すなわち，国勢調査によって製造

業就業者の全体に占める比黍をみても，昭和25年7.0%，

均年8.0%，35年7.7%となっており，製造業の発展が第

3次部門および建設業部門の急速な発展に及ばなかった

ことを示している。札幌市のごときは，昭和25年以降の

10年間に製造業就業者数は約1万3千人も増加している

にもかかわらず，その就業人口比はかえってし7ポイン

ト減少しているのである。このような状況は， 35年を境

とした工場新設の動きにともなって変化を示すようにな

る。〔第11表)

第11表全就業者中に占める製造業就業者の比窓

北iI正;Itt

丘l也l者 7.0 8.0 7.7 

礼申完了F 15.5 13.8 13.8 

千筋肉 9.5 8. 11. 1¥ 

広 fi!i 村 2.9 2.8 2.3 

:f; j':f i町 3.5 2.0 1.6 

攻、応 Ylr 五.8 3.6 2.9 

資料IIiWi 総潔!存時勢調設tJ

工業統計調査によって木地域工業の推移なみると，事

業所数，従業者数および出荷額のいずれの指襟をとって

みても， 35主「み以降願者な伸びを示している。まず，卒業

所数についてみると， 規模4人以上のこ事業所は32年の

862から34年e888，36年1，102， 38年1，459と一葉した伸び

をみせているつこれにともなって従業者数も32年22，655

人， 34年22，752人， 36年32，456人， 38王子37，ヲ07人と急、j;告s

し， 38年における従業者数は32~34年当待より 65%以上

の増加となっている。 また，出荷額も 32年約346{!.E7千

万円， 34年397f1t¥t1千万円とし、う水準から38年には853億

3千万円となり 2倍以上の伸びを示している。このた

め， 本j也滅工業の北海道全体におめるi七震は， 事業所

数，従業者数および出荷額のいずれにおいても 2ポイン

ト程度上昇し，事業所数および就業者数では約17%，出

荷額で司は14%の対会:遂比を示している。このような本地

域工業の発展は，事業所新設の影響ばかりでなく，既存

事業所の拡大による影饗も少なくなかった。すなわち，

nrz‘
 
勺，.



殺予言学部紀要減 11); 

前述した労働省調査によると，調交対象となった283の 域の一環として急速な変貌を遂げつつある。手稲向ほど

既存事業所のうち， 35年7月以降従業員の増加した卒業 そのテンポは激しくないが，これに次ぐのは恵庭町であ

所数は 162に及び，これに対して減少したのは僅か36事: るo r河町の従業者数は34年当特の280人から522人に増加

業所にすぎず，残りは人員数不変のもので、あった。すな し，まずこ出術額も 2位、ヲ，772万円から 9億3，807万円に土器

わち， 35年以降の既存事業所の動きは，生産活動の拡大 加しているc これに対して広島村および石狩町では工業

による人員増加が茶調となっていたのであるら 化の髭uきは活後ではなかった。札幌市の工業は依然とし

本土i主滅工;;(eは以l二のように35i['以降から明らかに折、大 てノド地域仁王ちの〉なかで、 J王将~的地位を保ってし、るが， Aえ近

傾向に転じているが，ょこれを池j域内の市町村別にみる におけるt1U多をみると， )持辺の子稲illJ，ぷ医長IIIJ，とくに

と，その発展テンポにはかなりの違いが認められるっと 手稲田Iのr卒業発展のテンポが念、迷なため，地域内におけ
くに蒋しい伸びをみせているのはす三橋町であるにすなわ る比.u:，主低下気味である。このことは筏述する札幌市1:
ち， 34年と38年の状況を実数によって比較してみると， プ誌の苦11心?じから郊外部への移動という動IIi]と常接な関連

事業所数は10から23，従業者数は257人から2.340人. I士i をもっている このように，事業所の新設によって十五I~I 

j資額は2億7.638万円から54{M.470万円と尽党しい拡大 をかけられた本地域工の予言i長は，周辺氏村郊の工業化

ぶりを示し，この期間の伸び*，主事業所数で2.3倍，1i主 主ど強Jjに推進することによって， J自主主の分布構造を後手:

染者数で9.げにそうして/:ll荷額で19.8倍となっているけ Lつつある左いってよい

この結果，従来は農村池域だったずー稲ff1Jは，新興工業地

第12表 市町村別年次;JIJ[う誌の推移(従業fH人以1'.)

;~q 子 i血 I当

札幌 nI
F 言問I

}品十I

I.i n 回J

資料If¥fii 通産省 rr:i'!#e" 1.競売j

ところで，このような発展によって本地域工業の業穂

別構造は，どのような推移を示しているであろうか。前

述したように， 34年から38年にし、たる4年間の増加数は

事業所571，従業者約l万5千人，出荷額約456億円とな

っているが，ここでは主として従業者数についてみてみ

よう。 まず，この期間における増加従業者数に対する寄

与率の高い業種をみると，出版印刷が最高で域加数の

22.0%を数え，次いで食料品21.39る，家具10.6%，金属

4製品10.5%，機械8.3%，パノレプ紙6.6%，窯業土石5.1

%などが主なものとなっている。以上の傾向は事業所数

および出荷額の溜からみてもほとんど変らない。このよ

うに，本地域工業の発展は，出版印刷，食料品，家具な

ど消費指向型工業の拡大に依存するところが大きく，こ

のため消費指向型工業に中心をおく姦本的性格に変化は

みられない。(第13表)

しかし，さらに検討を加えてみると，業穣間発展の不

均等性によって，工業内部の業種別構造には一定の変化

が;i~，められる。すなわち， 1司じがj!{1t指I，.J裂工業のなかで

も第 i伎を点める食料品のウエイトが若r.低下し，これ
に代って出版印刷，家共，窯業土あーなどの比重が高まっ

ている。なかでも出紋印刷の伸びは著しいが，これは殺

近における販売競争の激化や観光宣伝の強化などによる

需要増加が主な発展姿図とみられる。さらに， il: 12され

るのは，河じ業種のなかでも工場新設の結果，従米余り

みられなかった新製品の生EIiが行なわれてし、ることであ

る。たとえば，食料品では溶涼飲料，綾具ではプレハ

プ，三奈業では主主コンなどがその一例である。他方，金属

製品，機械などの金燐機械工業はこの期間における発展

によって地域工業全体における比主設な者二子高めている。

金潟製品および機械の伸びネは，地滅工業のなかで最も

高いグループに隠していた。要するに， 35年以降の工業

化の進展は，本地域工業を発展させただけで、はなく，地

域内分布，業種別分布の側聞における構造変化をもたら

しているのである。

時 78由



工業化と労働力移動

産業中分類JJIj工業の推移(従業者4人以上)第13署長
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(2) 新工業地区の形成と中小企業の築間化 あり，さらに隣地との同士tB獲得PD刻印、ら拡張できず，し

札幌市の都心部に所在する仁j必は，札I幌市の急激な発 たがって，公震の問題，内問的には受注廷の駒大，作業

燥のためI'Ji3の工場数j也に隣接して他のI場や住宅など 熊本の改専が押し進められず，宅地化の影響から月1):むの

が建ち並んで、いる処が多く，狭滋な工場周敷地問題や騒 依.1.りがIJJLち，代終池の獲得，建物その他設備授の'(f

f'i， 1;ltt燃などの公害関題に'I'BIんで、いる。キu協商工会議所 金不足を訴える戸が多し、Jと淡ベ，I市中心点官にある工場

が昭和J39:ff5月末に実施した調査結果によると，調査対 は守主観状況からして，近い将来は郊外或は他地区へ代務

象 109工場のうち， 81工場が立地務条件の怒化を訴えて 地を求めて移転をj迫Gられている。oJと給:議論信命1づけている〈σ7)人つ
いるが， な泊か、でも周地守事j

多かつたo Iド向i弓5調支交をはこれに関述して，Ii市傍街fJ均也化の古前Ij進に 郊カか、ら夫郊i目1外A苅部i日:変あjるいは河辺i町t町汀j村fト付Lぷ寸;]'への移動が;活舌j綴後化してい

より，既にt住作主甘，七商3梁笑i地也j域或となつているため，主建E築1紛近限が る O 工工.~業裳統計調査によって札線市内の工場数の撚移をみ

第14表札幌市における地区別工業の推移

7.1 
8.3 
6.6 

12.4 
10.5 
10.1 

日
0.0 よL

5.6 
5.1 
5.8 

o 
0.1 
0.1 

ム

耳目 ま戸 38 年 38-3oil 

事業所数 従完，/i欽 出荷額 長所数 従議室持i数 11¥6:j額 守数 従業計数 11¥ {，江主百

，1" 中路 1.444 32.056 58.314，992 1， 751 五5.748 79，564.960 5日7 3，692 21.249.958 

。 地 [手 221 6.486 11.449，666 310 呂，631 19.373，58日 89 2.1&5 7.923，914 

iId. ;0 地ドー 74 2，829 5，310，272 116 4.107 9.155る540 42 1，278 3.845.258 

1:1 イ; 地 I/': s7 2.503 4.520.735 ぺ2.913 '7.407，99日 34 410 2.887，254 

JJ 情r子、t ll!! iメ 80 1，154 1，618.658 93 1 l，sll 2.810.050 n 457 1， 191. 392 

q〆ヴ，‘

資料lHi9f)理rm翁、 r:ζ業統計調査」
i主 1. *"線市発;去の概数なので主将13;之の数字とづセしな¥'0
2. (]石地院は液札幌1.1¥後日rrを含む。
5. 月2草地区はIIeI星空'JZUlJ分である。
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ても，最近;矯加の激しい地区は都心部でなく郊外郊であ 結局，袋路化の日的は，都心部における立地条件態化

り，とくに新設工場集中地区である芳似発祭地区，肉石 の状況に対応するとともに，他方では協主主化，専門化を

地区およびバ栄一地区の増加が I~ 立っている。すなわち， 通じて中小企業の近代化，合瑛化を促進することにねら

36年から38"1てにかけての動きをみると，上記3地区のオし いがおかれている。まず札幌鉄工問地についてみると，こ

幌市仁業に対する精力n寄与ネは，従業員数では58%. 71¥ のl初邸主主として札幌m内の家兵，建具業者マヒ組合員と
ラ住所数および!日前flfiでは30%台に速している。(第14表) ずる協同組合札貌木工セγターが事業主体となり.36王子

この結果，来似危うぷ. l"l行および月寒の 3地IKでは工場 !支から造成を始めたもので、ある。 問地調績は約5Ti坪，

の進Hi，~修転tこともなって新しいr:業地i哀が形成されつ 工場の%rr鳩設にともなって現在までに移転を完了したイI'.

つある， 1スi二の3地j乏のうち現ヂl'のところ絞もi党撲の大 業数は33事業所，その従業:段数は約T‘人となっている。
きいのは.jL1tt問，@:5刀線附近の努似発寒地12<:である 木工問地は北海道内で iカ所しか造成されないため，胞

が，段近におし、ては企業立地の小心は71~i‘小牧，筑間へ IÎ.J JIIH)， 小待iliなどの他地域からも企業の進出，移i伝がれも

う同道36~;-線治線の刀米J也ßへ移行する傾向をみ仕てい なわれている。この間地では共同施設として共同乾燥工

る。このような国道36号線沿線への工場の集中化現象 場，プレハプ内装工場，共同加工場などが設けられてL、

は，:1E:業側!が今後における北海道開発の段京点地域たる るほか，共同購入'Jr.業が始められている。 また，共同給
;'t;街地域との関{系を考民主したためと思われる。 食施設，日用品販売施設，浴場ならびに従業長住d七など

ところで，以上のような郊外部における新工業地i乏の も共同すf業として行われている。つぎに鉄工1¥11地につい

形成にともなって，木地域の工業には新Lい動きがみら てみると，この同地は昭和37年度から札線市内の中小鉄

れる η そ;/Li主禄似発寒地l乏でJ与、られる中小企業mu也の重1J 工業者が主体となってお1]11，した札税総合鉄工|沼地協向組
きである。 rl~:I也氏内では況ず'1=. ，]t小企業主長開化事業の補 合の手で造成卒業が所i始され，新設予定の 50[:1必のう

助金の交付をうけて，木;におよび鉄工の2同地が造成さ ち，すでに43工場が同地内に転入を完了している ω 鉄工

れている。これらの団地造成の[1的を同地協向組合の1ft FJUlliの滋1翌fi土木工団地よりかなり大きく，その同被もD)J
料によってみると，次のごとくである。 成指定用地17万8千坪に達している。さらに，この周辺

まず，木工問地の場合には，集団イヒの目指'Jは.1家具， には30万坪以上の市有地カ'1'k1迷産業用地として配寵され

述共工場の多くは市街の発展に伴なって住宅地;肱商業 ている。鉄]二団地内の業務は機械.IF柄，鋳物， ~縁切，

地域内に分散される結来となり， JTJJ也鉱張設備のPl;光に 鍛造，鉄r~l'サッ、ン，製fをおよび特殊の 8 部門に分れる

(む1]約を受けているばかりでなく. 1~~煤，そう資，火災等 が，そのうち機械，鉄'11'サツ、ン，特殊などの工場がj七絞

の公待問題も発生L，企業ムの発展合Jlj!化に務しく附対l~ 的多い。 3ヲfド10月末現在の従業員数は約2，800人で，今

米たしている状態である。よってここに新たにJtl地念総 後の進出予定な入れると総人員は 3.000人を 1:["1ること

似した工場の集i沼化な行ない共同施設の利用によって経 になる。この同地では40年皮から共詞受ilゐと共同購入'Jf

況の合深化，設備の近代化， i~j~体制の確なにより品質 粂を始める予定て、rl下，il'ifJljを1'1'成中の段階である。(第15

の向上"コストの低下を関り，併せて従業員のための宿 表)

合及び布i利厚生施設を務総して待巡改幸容にすfし，中小企 以上のような集問化の結果，岡地内筋工場の生J!ff新は

梁の振興を!濁ると共に地域開発の越同に沿って本道の発 向問地とも開地化以lIIjのi時抑iの2倍以とにJ:，外してい

侠に寄与ぜんとするものである。ρ〉とされている。また， る。このヨミな要i潟としては，団地内へ進出する際に合烈

鉄工団地の場合には，仁札幌市内の鉄工業界が築問fヒし， 化がなされたこと，さらに進出後においては企業開の生

波正な工場地'治へ遂次中小工場を築間的に移動させ，生 産性向上競争が活発化したことが指摘されている。しか

政機積53IJグループf互に中心工場を支柱として，作業安専守 し，順調に推移しているごとくみえる団地化事業にもい

門化し品質精
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第15事長中小企業団地の概況

才; 称

tL桜木]'， 111 1批
オト iセYター

干し椛絞台j();T，1J1J世
キし校総合主

l品liT.t品IriJ組会

資料;llf~i FlIJuI協同事t1'I資料

t)， 1沼地内名:企業が;J;Nl~を揃えて全体としての発肢を関

ることを資金Tiiiから大きく制約している。問題の第2Ll: 

協業化，専門イヒについてである。すでにみてきたよう

に，集団化の~!l~ 、として反裂なのは弁企業が協力して'{:，

yì~過釈の合的1とを図り， -is; 産体lþlj主:lì{ÜLすることであ

るのたとえば，鉄工111地では，生康1機額別tこ工場を分

け，小心工場を??J市111として作業をきH"i1とすることをfI燃

としている。しかし， この場合に開控室ーとなるのは，問i地也

i内勾のf各号1工);場易カが;r開巧一:企i余伝:梁采の傘
く，守門化されたものも少ないというす市Iであるυ この

ため小心仁場合求めるといっても， Jル|たでは機械工場と

して小限に属するす企業の 1[場しか見当らない状態で

ある。ところが，問地内企業の業穏は多岐にわたってお

り，数移類の中心工場を設ける必要性に迫られている。こ

のような関難な事態が生じたのは，問地へ移転した大多

数の企業が11剣に導門化について3考えられなかったため

と思われるω 千号企7長からの聴きとり調布のがi楽によって

も，移転の主な動機となっているのは，都心部における

3L地支史料τの恋化と工場Jt夜助成金0)交付である【3 同地 '~i

f約二文Jずる期待としては， J~I日j総設の平Ij j:ちにとどまり，

各企業が協)J して体~君主ど改;守し， í'F'í長の f!i r~1じさと進める

ことまて、考えている貧モ業は現在のところごく一部にすぎ

たい。このように染者自体の怠欲のfft2:も族同化の前進

さどさまたげている。

しかし， tわ小企業の集団化は大企業に対抗Lて小小i0:

1iやが生き残るためには級めて意欲的な方策で‘あるため，

ぶ地域では…日己の21引地以外にも団地づくりが進行して

いる。その iつは札幌市内の鉄rfj.，機械染者をτl'心とし

た鉄:玄関J阪であり，他の lつは札幌，小伶の木村染者をど

'1'心とした木材工業問地である。前者は札幌市内の1王手K

地区に建設，ttであり，後者は石狩町花畔地区に建設予定
である Q 以上のような中小企業開地の形成は，ヌド地域I[t

小企業:の体質改惑に大きな役割を果すものと忠、われる

が，ここでは工業化の進展が木地域rlt小ゴ失業にとって析

しい存荘形態を生み出していることに1tねしたいり

ぐn7) 1L>持~jjlîJ:会ぷfìi 1':1:1号立地条件に段]'j'る態調結束紙 40

if2月。 p.10 

01
'
， l'iJ 締役およ乙総事1:.11菌

Cit 8)協f，iJキH.'(t札悦ぶ C+，:yク…「札幌仁川11JuIU)あらましj札駁説、
鋭、 cfヨ11也協j，iJ;ll[{rrUI鳩山統訪u

4 第 3次産業の発展と零細自営業の成立

工業化の彩稼はネ;地域の第3次産業tこも大きな彩?開Jを

及ぼしている。まず35{!'7月以降3年/illの政Iきを事業所

統計調去によってみてみると，この期郊における非 1次

産業のJi将司事業所数は 7，078であるが，このう、わお3次

政J誌に属する事業所のJ:illJJfI数は6，243を数えJi1JJIl数の90

%近くの比率に;1ーしている。さらにその内訳てとなると，
卸売業小売業が 2， 999 で:1~ 1仇， Iうくし、で不動戸在来および

サ…ピス染力1これに続いている。このように， ;%131大熊

~のなかでは卸売業小~，f[l)たの比屯がおいが，これに次い

で不動産業の増加の著しいことが波凶される。不動産事

業所の激増傾向は，他地域でも認められる現象である

が，ヌド地域の場合には土認知数 1，700を越え，ヌド地域だけ

で北海道全体の地加数の4割以 i二を市めている。このよ

うに不動産業が激地主f示したミtt，仁袈|ム!としては，工場の
:i'fr増設にともなう l初出flM~嬰，人口用力mこともなう'七地化

の進展などが挙げられよう。したがって，不動産業の活

滋イヒは， 本地域f:.業化の波及効:決と考えられる。 しか

L，これらの4Jd要取もと見越して不動産業事業所が然常に
j竹大し，これらが競って土地投機を行なったため，木地

域の地fffliを高騰させる結巣となっている。このため後で

みるように，札税jli周辺のj也fiUiの騰加工裂しく，今{をに

おける1:場の新設地区と考えられている 1i制球道沿線1‘

ではとくに奥常な高騰を示している。このことは今僚の

工業開発のみならず，民主さ開発の部でも大きな11司腐な投

げかけている。(第16表)

つまに，二本地域の[f~3次ili't:1iの主流宅どなす向業につい

てみよう。本地域の正主主主は工業化のテンポが激しくなる

以ii肋冶ら活i後な動きを示してきた。すなわち，本地域で

商業活動がi号機化したのは301F頃からで，これは販売岩手j

の繋綴j，拡大てと什的とした道外卸売m主主f:の進It¥による彩
手撃が大きい。さらに，数{r白なまで激しかった小伶Iむから
札線市への事業所移転も本地域磁業の発展を促進したも

のと恩われるのこのような発展の推移を商業統計調査に

よってみると， 33"子から35王子にいたる2年間に，尚一応数

1
 

0
0
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第16表明和35~381fにおける1糊口事業所数

鉱 設建設議 巡業主11小売業 品加

J七 jll} 正i 18，180 63 1，694 1，170 8，71A 484 3，893 ム 1，207 133 

，;11，1 出こ j出 t" 7，078 ム 23 572 2町l 2，999 105 1，731 213 44 1，151 

十L 車詰 0，579 ム 20 560 2G1 2，858 89 1，504 188 41 1.038 

T lA 日j 124 ム 1 10 13 66 2 23 

U、 主十 2おム 1 3 10 。 2 1 I 11 

].J 同j ム 2(; ム 12 (] 

入江 泌 出J 365 77 14 I 161 I 12 I 3 I 85 

貸料lli泌 総m:n:Jn玉栄泌総司利光j
a 38'1'分はm主定数で九円く減数をJiJいている。

では24.6%，従業者数では36.9%，"!'，間Wi)~額では76.2 等しくみられる傾向である。この'1¥づ:は，これらの周辺

%の伸びを示している。その後， :l1'1JJf1趨勢はすを 1"の蕊え IIIJ干すで、は生鮮食料品，雑貨などの日用11i"'-a:除くと， j自7む

をみせているが，351，r以降2ヵ年間における精力11'k ~l( 燐売:JJの大半をセ γター都市て、ある札幌市に奪われてい
はt rr石川数で 8.9%，従業者数で 20.5%，{r'問販売額で ることを物語るものである。備業統計調子Eによって小売

43.2%となり，必ずしも低いとlれ、えない。さきに述べ 業における札幌市の発展テンポをみてもこのことは線認

たように，このような商業の発展がすべて木地域の工業 されよう。このように商業においては小売業も含めて，

fヒの彩撃手によるものとはいえない。札幌市都心部にある センター都市への求心化，集中化傾向が強くみられる。

卸売業事業所の初当数は，北海道全体を活動範測として Cz-t117)1，会)

いるので，地域工業化の彩?警は余り大きくないと足、われ しかしながら，以 i二の事実をもって，工業化の外延的似

る。尤も，同じ札幌市内の卸売業も工業化の進膝してい 大の商業活動への影響は，セγタ一部分への波及効来の

る周辺部にあるものは，木地域の工業生産活動と関係の みであると速断してはなならない。つぎにみる札幌市内

深いものが多いと思われる O の新工業地区の場合には，工業の集積と平行して商業を

っき、に市町村別に商業活動の推移をみてみよう。本地 合む第3次産業部門の築frtもかなり活畿となっている。

域の工業発展の場合には，工業化の外延的鉱大という形 すでに切らかにしたように，札幌市ーでは都心部の.¥7.:!lli 

で周辺11汀みれこおける発際傾向を;認めることができたが， 条件の怒化につれて工場の郊外移転がrL¥之っているが，
商業の場合には以上の{I;iHtiJはほとんどみられない。たと この車内，*，市の郊外部には新しい仁染地区が形成されつ

えば，手稲mJについてみると， 33{F，以降における商業主主 つある。これらの工業地況では工場労働者の通勤の使:1'1:

業者の:J:f~JJrIは 100人以下にとどまり，工業における2， 000 と工場の原材料，製品の輸送などの必要七 j道路，交通

人以 i二の橋加とは質的に異なった動きを示している。こ 網が比絞的整備され，水道，ガスなどの生活環境施設も

のよう段状況は科!支の殺はあっても，他の周辺IIIJ村でも 次第に充実される方向にある。このため， ;j'fr工業j也Iまの

第17a築市町村万1)商業の推移

;J，~ 支庁 地 j或 8，721 10，963 11，828 52，081 71，303 89，924 

*L 
申総告主5 : 

市開キElIif -

8，209 10，222 l1，16A 50，699 69，573 84，口33
日干;今 86 107 124 205 255 302 

37 48 2由 自自 110 133 

，出{
8A 92 68 233 232 194 

11甘 306 5由4 423 854 1， 133 1，262 
;~tq "rt t血M/北海 iu

♂J ff I!h お究

キし

wf1路，1;前ザ

M11I 3 6，746 7，922 白，816 30，470 40，435 45，871 I ι265，276 6，629，387 8，766，335 

j1♂ぷF 1 
84 103 119 199 250 280 25，157 31. 870 42，617 

村iliilu j 
37 43 44 90 103 113 12，767 17，706 16，241 

呂百 日8 219 218 1ヨ4 18，67臼 28，802 31.223 
、 295 370 387 817 1，054 1，122 82，375 110，704 164，19A 

:v，I~ ~tt 地域/北海遊 12.5 13.3 14.4 16.1 18. 19.3 18.1 22.0 21.6 

資料品l所 通路符 f住吉繋統“f調査j
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周辺では宅地化が急速に進展し，これにともなって小光

臨);t;や理谷，美容，風呂 E設などの本総H3'ìl\'~長の開業が目

立ってし、る。 したがって，札幌市の場合には，新工業地

区は単に各工場の所在地で、あるばかりでなく， ['UH寺におI

たに形成された;創出衡の所雀地である処が多いのさきに

挙げた3つの新工業地区では，琴似発寒地区および白石

地IKがこれにl脅している。5j本地区の場合は，工業地区と

しての歴史が比較的新しく，ユ二場集'ft地ILを室長制!とした
新商!占衡の形成にまでいたってし、ない。このような月栄

治区の状況は， [E滋36号線の両側に浅く謝IIJ乏し、工場権と

して形成されている工業集積のあり方にもー闘がある o

事業J:ilr統，iI調査によって35年から38年にいたる 3年間
の事業所の増加数をみると，琴fb(発寒地区;では卸売小光

業事業所が 159，サービス業事業所が85J:民加しており，

また， L~:f石地区では卸売業小売事業所が 255， サーピス

楽事業所が16増加している O このように，新工業地区で

っており，地区内における小売活動の活液化を物諮って

いる。(i:f118炎，第19表)

以上のように， .J:~{じの外~ÉI~j広大にともなって，工

場袋小地区に消費関連の第3次自1ft;長が先生ずる条件

は，一定の地区内への工業築総とともに，これを契機と

して市街地が形成されるか清かにかかってし、る。したが

って，工業誘致計闘が地域の均衡ある先肢に寄与するた

めには，この点の配慮が必~となる O この点からいっ

て，故初に述べた工業ElIJ也造成計l山lは大きなな談合もつ

ものであるが，ただ遺憾なのはこれらの問地と労働者住

宅地区との関係が不問機なため第3次産業振興策が充分

J~J4:{じされていないことである。

第183長札幌市内の地区別事会所数

は地区内に集積された人口を背景として磁!ふサービス i礼 申¥u TIJ 

自営業の増加が等しいが，これらの多くはスーパーをi徐 !関係 j車広三|

くと，食料品，雑貨および日用品を販売する小売商 )~i 学似党本地は

か，あるいは対個人サービスを業務とするサーピス営業 11主主;j塩ぼ

である。商業統計調査による年・問販売額の滋移をみて |万本地 1:3:

も，上記の地区における小売業の伸び率はかなり高く危 料資11¥所総践的評議所統;11品仏」

第193受札幌市内の地区別i掃業の推移

札 線 丹1 10，222 69，573 40，837，894 

関係 Jlll I互日| 1，408 ム992 902，541 

i琴似 I出ぱ 378 1.501 218，251 

1'1 1，;地区 330 1， 196 370，372 

月寒地区 700 2，295 

資料II¥fYr 並区E省「郎君主総孔調uJ

5 農業構造の変化と適応

(1) 工業化 E酎也化と農地の減少

本J1¥1.1或の工業化とこれにともなう宅地化の進行とは，

地域fft;長の上に深刻な拶欝を及ぼしている。工業化の進

行によって，従米農業地域であった札鋭市内の郊外部は

がI工業地区として急速に編成替えされ，農地を淡して工

場や住宅が続々と建設されている。このような動きは札

幌市内の郊外部のみでなく，胤辺の子i稲荷J，泡、庭向およ

び広島村にもみられる。段業委員会の農地転用読をみて

も，農地波路のテンポは年を追って念、ピッチとなっいる

が，ここでは住宅用地と工場用地に転用されたものだけ

に限定して農地の渋溌状況をみてみよう。工業化，宅地

6，629，387 11， 164 84，033 58，494，880 8，766，335 

432，158 1， ?53 5，716 1，102，089 ?36，372 

127，803 J85 1，736 363，461 2日6，598

85，410 450 1，354 227，882 154，4百4

218，9J5 818 2，日26 51日，746 375，280 

化による段地のitkl伯爵積のH主移をみると， 11日平1134年には

1年間1，780h"であったが， 36o1ミには2，6351はと;いVJI1し，

さらに38年には4，277l1aと34王子当時の面積の2.4{fHこ述し

ている。とくに工場用地として転用されるi吉i績は3751二以

より急迷な伸びをど示し 34年当時と比べると 38年の転

用断続は6{i!i以上となっている O このような良地の泣

!怒，松井jの動きは， 34年当時にはほとんどみられなかっ

た周辺町村でも起っている。たとえば， 34iF当i時には転
用の動きが比較的活i後であったのは年間2411"の松)11の行

なわれた手稲|符だけであったが， 381子になると広J:hH62

ha，恵庭前J15haというように波及しているo 38年のJと'M
送幾業基本調査によると，本地域において過去 1年間の

うちに耕地売却を行なった農家数は645戸を数えている
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第20薮 22 地 '1氏周の政lき

札似 ili
4421l1Ml 1(1816Im12W 

FI創出j 3'{，1 1 15 6 1 497 I 18 

JJ~ ，Qrトj 日

イjn Ii汀 2 

必 i五11IJ 117 

3，548 。72rJ

29 301 9，日吉日 3，492 71 680 

自 601 20 21 

IJ 日目 20 五日

1fj 

200 

第21表決'奈の耕地先去11状況が，この数は総後家数の約8%に相当する。この状告t~ど

さらにr!ïlll J"卒、J5Jリにみると，札I~見rtïではJd去Il};~a支の割合は

全体の11，9%にのぼり，以下手稲IflJ5. 4%，広g:A12. 6 
%，石狩町，l，ぷ彪111]'1，4%となっている ο このように，

民地t~りだの絞J~が進むにつれて，関係するJ.:'f*数がWIJJII

しており，また耕地}合iII'l'iの減少も進行している。服地決

断のとくに許しい札幌市の場合につし、てみると，その耕

地雨絞は34"'1~当 Ikj に比べ約14%の減少なみせている。こ

のような耕地断続の減少にもかかわらず，民家)=i数はそ

の'，liiJに減少を示していなL、。このことは， J;!!:t也先却に当

って大部分の段家がiI':，JiJIJ也を子離してi民民{とするのでは

なく，自己の耕地の 1lil)を少しづっ切り売りしている乙

とを物訴るものである。 ，/0、1Iのi放しい札幌市において

も，大半の!史家は必要?にほ、じて民地を 3~5 反駁}丘小うど

りをしながら，よ也知lìの 11ì'~I'l:を待っている 1犬1mである。

このような工業化むよ由化による~frm;hi~増によって

本j也h去の池似iは者しく!際72しているが，この推移を泌す

全般的な資料はなし、。したがってここでーは2，3のが例

によってその状況を株主をしてみよう。湾、似発燥地区では

ぶL[-j]地および鉄工トJI:l也の造成によって地!Jlliが高騰した

といわれているが，本n、JI地の初当者の訴によると，136
ij二にj討i也 'ì'i~立した当時の会ド月j.1附は 2， 2501'Jであったが，

瓜イJ::では5倍以上のJ1f1.luliだJといわれていゐ ρ また， }ぷ

阪I!lJ内の凶道36沿線沿線上に工場を新I没した森永乳業t主

役場のあっ肢により3Mjミ当時，上F800 1 1 j.f'i\JJtでJtJJU!.~ど以

内したが，現在の地{出il土5倍以上と推定されている α 以

AIUされた北海道rnuλ;五の工場巡地調査資本'"によると，

関係rlilllJj、Jが工業問J1f1.の沼地liITi格について機定を行なっ

ている。この推定地{めは資料の悦:務上，低IHこ見紛られ
ているようであるが，この数竿をみても，キL線市とl'稲
UIJにおける工業開i哉のl削減は坪5二千円以iニのf¥{rj所が多く

なっている。このように災J長?な地価尚騰は今後の工業開

発にとって疑いもなく γ イナスであるし，また地域際業

のJe践にとって肌~条件ともなっている。

日/A

I1h'J丘地域 μi 8，126 6&5 ? ，百

tL 1伐 4，791 li70 11.9 

布] l'込 ["I78 31 [1，4 

)j、 ，1;J .11 741 19 2，6 

n 側j 8γd 12 1.4 

11IJ 1，1，12 13 1.4 

れ1l¥19r ~lt ilo滋 11Ii{f1l38!j'e塁 Iよ本調子εJ

第22a援 本地域 L楽団地の撤定地価

同
町F
/
 

μw 

必
伯父

，¥E 五時

JtlJ 
地
IJI 
長年

)1; 0) '!! 
1111 

ぬケ"'，
0) _'j{ 

畔
銭入立 l対

=十〈

3，000-9，0001'1 
2，(旧日-6，α〕日I'J
1，300-札口口01'1
1，00日-5，0001'1
1，3日0-2，0001吐
1，5ω-3，000I1J 
1，5α)-2，5C日111
1，日∞-2，000内
日開-2，000[11
700-1， ?00f'1 
1， 800l1J 
i写8001守

資料11¥1)[ 北海滋:おけぬ点 r昭府139年VLJ:J)ij;菌Hf1ilU村正協議会主主キfJ

(2) 農業構造の変化と経蛍転換

すでに述べたように，本地域では札{腕mを"1-1心として
能地法!議が激化し，耕地i制jtがかなり減少してきている

が，これに併行した民家数の減少がみられないため，ge: 
業は全体として得制化の方向にri1Jっている。このような

状況のもとでみ;地域の12菜構造、にはいかなる変化が起っ

ているであろうか。まず，昭和33{ドと38年の北海滋農業

抜本調査を}日いて12家の動きをみると，

JI与の8，578)'1から38{Fには8，126jiと約59<誌の減少をぶし

ているが， 11持層別，市町村5J1jにみるとその動きはそれぞ

れ災なっている。:jH尾市iでは 1.5 I!lJさと分岐点として上の
階層では戸数の減少を示しているのに対して，下のi縫!綬

‘では逆に噌加をみせている。これに対して手稲i耳Jでは会:

階層が等しく減少している o ところが，広島村，:[j狩IIIJ

:および蕊庭Rりでは5町以上の階障で戸数がi闘力目してお
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第23事長 経営耕地面積広狭別差是家数

泌氏地16，，1'{ 

干し 総 rli { 33 
1臼7 4自呂 564 1.0日8

38 4.791 271 日70 5臼2 1.05日

33 64'1 16 29 90 8月 105 146 
38 578 10 J5 85 79 88 131 

はぬ村{
33 789 16 16 53 56 53 16日
38 741 11 17 46 39 46 166 

33 892 10 Hi 40 4，1 57 189 
38 874 16 20 36 29 43 1¥8 

思総剖JJiii 1.122 20 36 49 01 181 
1，141 26 26 44 I 28 1日6

;it 例外燦主主の幾家があるため"1と一致しない。
資料出所 「北海道幾築基本調資j

1.144 288 

!2~) .J5 
98 3'1 

改15 120 I 
287 128 

321 
299 284 

312 
453 395 

30 
18 

2 

2 
14 

21).日開j
以上

1 

り. J迭にそれ以下の階層ではほとんど減少している。(筑 たため，宅地にi隣接するよ片地が多くなり，決議. )l~料の

23炎)以上の事実は工業化のもたらした影響の皮合が司王 使用が相当制約されている。このため，果樹の品質維持

iIlJ 村ごとにlJ~なっていることを示している。すなわら， が凶難となっている。さらに，ー郊では工場煤憾による

地域の工梁化が段主義に興えた影響が最も大きいのは手稲 影饗もみられ，これが品質低下に一役かっている。工場

11げである。手稲部jの計闘では国道5号線から l粁ほど北 煤煙による被害については琴似発燥地区の飾決地'HKでも

に寄った手稲駅北部一帯主ピ工業地区として考えている きかれた。同地区の農家は.1鉄工団地の工場煤煙がFドの

が，滋出した工場の大半は国道5号線上に立地してお 飼宵に悪影響を及ぼしているJと訴えている。 ヅj，チ

り，これに併行して宅地化も急速に進展している。地形 稲田Jや札幌市の白石地区などでは工場立地が不動産業者

iねな関係で5号線沿線を中心として渓関されていた手稲 の予を通じて慾主主的に行なわれたケースが多いため.'1L

faJの農業はこのため致命的な影饗をうけ，農業生産の全 地位，1所が散在しており，一部の地区では工場廃水がflJび

般的後迭の岐路に立たされている。(第4凶) !Jik業用水として佼われるというような用水の競合が起つ

これに対し，キu隣市段業の場合には白石，米札幌地区 ている O ホu阪市で、は現在の競合flnl所については随時 F
および怒似発案地区の一部などで大きな影響がみられる ラグラインをJH¥，、流水路の氏Lげによって解決してし・る

が，全体としてみると，まだ農薬地域がかなり洩ってお が.TlJl.良林部の見透しでも.1これ以上工場が進出したj必

り，手緩日与の場合ほど深刻で‘はない。広島村，石狩|可お 合は設業用水が深刻化し，ダムkJ!設などの抜本的な)(~波

よび必擬uげの3抑J村では滋在までのところ工業化，宅地 によらなければ解決されなしづと考えられている。ま

化の彰襲警はキ凶見市周辺および国道筋などの i泌を除くと た，宅地化の進展によって，農耕地杯i近に住宅が述ち波

余り大きくなく，今後の工業化によって影響される池域 んだところでは，近所の子供のため淡作物が荒されると

もほぼ切線化されている3 このため段業構造改一渓や機械 いった問題も起っているO さらに.}JJJJl. トマト，人参

化への強い指向性が-.f~mにみられるO などの疏菜類や;t，j¥倫，梨などの*'樹類は， HJ必伽絡が+

以上みてきたように.J冷静IJおよび札幌市の必;地iぷ 安定で，主産地形成による銘柄I邸主の努))が必止さとな

の農業は[業化，宅地化の彩響力:深刻であり，経営規絞 るり滋路交通網の発述によって余i1i.加川!などの主産j自

の縮小に文行t;した綴営形態の伝換が大きな問題となって と札悦との距離は，かなり短縮されてし、ることをJ与える
合参

いる。今後における営'良形態として1考えられているの と，札I悦社j，子稲I旬、などの経必・転換による設業Ijと肢の将

は，ビニーノレハウス，プiラス混室など，幾主主技衡を導入 米性は決して切るいとはいえない。鈴ti経営について
い小尚績でIt~ll 、生産性を上げるこL:地集約的な都市近郊 も，札11路市の発寒地区，手稲削jの新)11地区などは用地1J，i

るのしかし，このような経営 収の彬響で経営縮小を余義なくされているが，代核地主f

転換には多くの閲覧まが予想される。これらの地域では既 求めることが凶難なため酪農経営の紘大は保左手にきてい

に都市近郊型の絞蛍が行なわれてし、る地滑もみられる る。作~がおや手締官庁の淡業行政担当者も，工業開3るを主

が， これらの経営自体が工業化.e'[;地化彩襲撃をうけて滋 i以とする今後の新産業計画のなかで，地域農業をどうお五

段に支絡をきたしている処が多い。たとえばそ子稲i可の有 興すべきかということにを滋しているようである。

4名4な閥芸地，日貯子問聖野子では?宅どi地也迭}成戎がカかミなり活i綴緩に行なわれ こ工ζ場新;設没地i域或周辺のE幾差2家反H位i士一併zをと対象とし7たこ労f働劾守省雪誠至資近
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日

本

;毎

a:.、OFllは進出合業
? 

@ 

王手似発寒地区

第 4~ '1'稲UlJにおける企業進出の状況' ('F稲町役場資料)

第24章受 企業新設の民業への影響

資料出所 労働省職業;氏主UiioI労働市場総合分析調資j

の結果によると，調j主lll:俗253fコのうち過半数の154戸が

企業新設の彩懇で「不利になった」と考えている。均:波

別にみると， l/f'干IJになったj と考えているものの比盈

は，専業幾家の場合に設も尚く， ml 種兼業，第 2~重完成

業の阪で低くなっている。そうして「余り影響はない」

と考えているものの比霊は，前とtは土反対て

場合tにこ段も言溶潟3諸;く，ついで第 1種兼業，専業の)1演となって
いる。これに対して，I有利になったJと考えているもの
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は，いずれの農家}替の場合でも低く，全体の 4~6%程

度にすぎない。このような222支の判断は，工業化による

営改条件の感化を端的に示しているといってよい。(第24

炎)

(3)兼業化の進行と農民!替の対応

:本地域の農業をめぐる諸条件は以上のように厳しくな

ってきているが，じこれに対応して農業労働力の農業生産

からの離脱化傾向が顕著となっている。このような労働

力の脱汲化は， まず:tíC~笑芸是家の;橋加という 7診をとって蕊

われてし、る。 昭和33年と38年の北海道農業基本調査な用

いて以上の動きなみてみると，農家数が全体として減少

しているにもかかわらず，兼業民家数はいずれの市町村

でもかえって治加古示しているむその結果，木地域の兼

33年の27.1%から38年には38.3%とな

り， 10ポイント以上も上j干している。とくに工業化の著

しい札幌市と手稲町では上井傾向が激しく，札幌市では

14.2ポイント，手稲IHJでは1ヲ.6ポイ γ トの上主j・を示して

いるの 4このため!#業農家の比率は札幌市57.2%，手稲向島

49.5%となり， 手傾向島のごときは比率は全段家の半分以

ドにすぎなくなっている。また，札幌市でも努似発寒地

区のような工場進出地区においては，手稲向と同じく専

業農家の比率は5割をわっている。兼業農家をさらに農

業を主どずる第 1怒と淡業を従とする第2穫とに分ける

と， 38'与には第1滋兼業が全農家の23.3%，第2種兼

業が15.0%の割合を占めている。 33年以降5年間の推移

コをみると，手稲I!I]では第1穆兼業の増加が激しく，また

札幌市と広島村では第2穣兼梁の増加が激しくなってい

る。(第25t<)

ところで，工業化は農家人口の渓外流出合兼業化の進

行という形で促進しているが，これにともなって自家農

業従事者数は減少の一一途を辿ってし、る。この結果，

労働力不足は深刻化しており，この危機を打開するため，

機械化の導入と臨時艇の受入れが活溌となっている。北

海道農業基本調査によれば本地域の動力耕うん機所有法

調]'i.lihJ占

札似 111

子 HllIIIJ 

!1~ Miキf

u )'、7問J

広島工悶J

第253廷 の:兼翌日農家数の推移

資料出所 「北海滋後書きさ喜本語有望王j
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;l~l'子地域

中し燦子宮

子稲荷

広島村

;日狩~町

足立陵眠i

第263提農家の機械使用状況

資料社1河北海i邑E望書室基本調盗J

家数は昭和34年の1，026戸から38年には3，593戸と 3.5倍

以上の増加を示している。しかし，差是用トラクターにつ

いては34年の75台から38年の 110台と若干の治加を示し

ているにすぎない。(第26表〉このため，恵庭町や石狩町Jの

一部では授業構造改善事業の実施による共同化，協業化

をつうじて，トラクター，コ γパインなどの大型機械を導

入し，紋行的な機械体系の整備を図ろうとする動きがみ

られるのこのように構造改善によって農業生震の発展を

はかろうとする動きは，専業農家や第 l穣兼業幾家の一

郊のなかにみられる動向である。他方，これらと対照的

な動きも農家のなかで激しくなっている。それは第2種

兼業差是5交際に典型的にみらるように，基幹労働力は幾業

以外の他産業に流出し，農業は女子や老人に任せている

ため，組放イじの過程をたどっている動きである。この場

合には農家は自分の農地を必要に応じて切り売りしなが

ら，工業化，宅地化による土地の高騰を期待して最小限

度の農業を営んでいる。そうして，手稲隠Iや札幌市の一

音sでは土地の怒号資が審しい一方，営;是条主ド1:>，'1芸[むJ'iil

ミぎなため，本腰を入れて農業生産に従議するよりも農地

を売却したり，あるいは長基地を利用して袋地や貸家安始

めたりする方が採算がとれる処が多くなっている。しか

し，他産業を営んだり，売却資金を有利に運用すること

が不得手な農民も多いため，耕地を全音15なくして脱殻化

するものは現在のところ少数の事例にとどまっている。

農地転用の増加による土地売却の増加の影響をうけて，

手稲町や札i路市内の農協などでは撲協預金が増大してお

り，白石農協の預金額などは3億円に迷している。地元

農業の生産活動の粗放化に対応して，農協の仕事の中心

も生産活動から離れた信用事業に漸次移行している。

ところで，農家子弟の長室外就職の増加傾向は，高校進

学選手を高める作用を架している。また，農家自体も幾多震

は自分一代限りと考えているj習が多いから，他産業就職

の体制づくりとして子弟の進学には熱心である。このた

め農家子弟の高校進学率はかなワ言語まっている。ただ問

題なのは農業後継者対策である。ヌド地区の農家のなかに
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は税E主化傾向が強いが，一方では構造改善によって農業
近代化に意慾的な農家!習も少たくない。これらの農家燃

にとっては，近代的な農業技術と農業経営を身につけた

後継者の主主成が急務となっている。ところが，本地域内

にはこの姿請に応えるべき農業教育機関は遊説定時制高

校が lつ設鐙されているだけである《ヲこのことは農業高

校を設鐙しでも希主患者が少ないという事僚があるためと

思われるが，際業構造の近代化を推進する立場で考える

と，中学校における進路指導の改訴と併行して解決され

なければならない問題と思われる。

以上みてきたように，本地域の農業は工業化にともな

う滋外就職者の増加，兼幾化の進行を契機として脱殻化

を指向する農民憶が増大してきている。しかし，他方で

は機械化，協業化によって農業構造の近代化を意図する

動きも活淡となっているοヱド:地域の農業は以上の二つの

方向に問機分解する傾向なみせている。

B 工業化と人口流動の激化

以上述べたような工業化の進燥にとも伝って，ヰ;地域

では他地域との人口流動が激しくなっている。住民登録

人口異動調査によってその推移をみても，人口の転出入

数はともに犠加を示し他地域との経済活動の活液化を

物言語っている。すなわち，転入人1_1は昭和36与の約67j

7'1二人から 38年には9万9千人に;増加しているが

Jj，転出人口も3Mドの約3万人から38年には4756子、人

に増加しているつこのように流出および流入人口はとも

に増加傾向をみ、せているが，流入人 1=1は流出入 i二I~とつね

に大巾に上IQJっており，このため相当数のお:会1詩人口が

地域内に堆積される結果となっている。このような人口

流動は札幌市を中心として行なわれてし、るが，妓近では

周辺町村の一部でも活t習をな裁!きがみられ，るようにiなって

いる。たとえば工業化のお‘しい手稲JBJでは，転入人口は

36年の2，600人弱から38年には4，400人弱に，また，転Iil 

人1=1はわずか133人からし600人弱に伸びている。 36{r，
37年と人口の社会、減傾向を示していた広島村も38{toには

わずかながら社会増加に転じている。(第27炎〕

ところで，以 i二のような流入人 1) の鳩方nはいかなる~

I}:Iにもとづくものであろうか。昭和36年と38年の流入人

第27~愛人口流動の jfiI移

キL 際 i1i 12，837 28，792 

ヲ三 h員 IltJ 2，手ら2 133 1，242 

rt ，fiu 宇I 480 5!i刀、 14ii 

'j:f 
担世

干1 319 33 1，6， 166 I 

ずしず。 3，OJ4 1，091 

資料出所 住民主主録人口異動調

日の前住地那人員合比較してみると，増加した流入人口

のなかで最も大きな比援をど占めるのは空気i炭鉱地幣から

の流入者数である。すなわち， J:脅加した3万2千人のう

も，約 l万人は美岐市，夕張市などをはじめとする空知

炭鉱7rおの増加分であり， これにさ主主日支庁の土防日数約3

千人を加えると，士制口流入人1)の40%は空知炭鉱地帯か

らの流入者によって占められていることになる。この事

実は，勿論，石炭産業の合理化による影響な示すもので

あるが，流入者のなかには炭鉱縦職者とその家族だけで

なく，炭鉱不況によって常業持統が困難となった産炭;地

の陶工業者も含まれている。札幌市に流入した炭鉱組織

者の総数は3千人を越えるといわれているから，家族を

含めると l万5千人ほどの流入者が織を求めて札幌市に

集まったことになる。これらの炭鉱離職者は中高年令慰

が多いため，その職業転換には多くの図難をともないが

もであるが，今図の調宝受給巣でi労らかになったように，

38 il 

幸三 入 松 lli 社会 Wi

99，4A4 45，708 53，736 

65，821 I 32，414 33，40'， 90，020 40，204 49，816 

九196 1，317 1，8'7百 4，366 L5!i2 2，814 

[178 728 1，6， 150 627 

39日 刊ム 1り8 [)21 16 33 

2.619 3.073 ム 454 3，943 2，0む1 1 1，042 

その lðî)は新設T場に雇用され，またー泌は退戦{lZ~ども

とに硲協会開業している。このように本地域の(仁業化と

その波及効果によって，炭鉱地帯からの流入者な吸収

し，現在，北海道における?難問題の lつといわれている

炭鉱失業問題の解消に貢献している事尖は注刊に佃i¥，、ず

る。さらに流入者の増加で;一七日される点は，東京都， f布

袋JII燥など関東地方からの流入者!のJ約加が肖森l氏秋山

県など東北地方からのj:詩加数をt:1~11わって伸びているj誌

である。このことは本地域の中心である札幌市がjさ外漁

業の支!占，出張所。，工場などの所在地であるため，見東〈リ~

地方より関東地1方jとの関{係不がより1街管接でで、ある乙と宅をどぷず
ものでで、ある o (第28表)

ところで，本地域への流入人口は以上あげたものばか

りではない。それは他地域から通勤，通学する昼間人口

の動きである。昭和35年の国勢調査によると，札幌市の

場合，このような昼間人口の人数は14，321人にのぼって

-88 -



第28表前住地別転入人口の推移

工業化と労働力移動

第30表札幌市の地区別人口の推移

;;1 I 67，制 99，44，1 32，087 100.0 

1. 註内部古1; 23，706 31，百27 8，221 25.6 

IW 支 11' 4，727 7，679 2，952 9.2 

2 内 ifj 29，13A 46，845 17，711 55.2 

安匁lUミ{頭部 ilr 7，291 17，164 9，873 30.8 

3. ;口外 l(.f if? 14，517 20，672 6，155 19.2 

j七 五百27 5，203 1，276 4.0 

|対 6，063 8，816 2，753 8.6 

て 点) !出 ，1，527 6，653 2，126 6.6 

ち 存予 |認 266 498 232 0.7 

知l 3，14 528 184 。‘6
ノ-，¥ ド主 ，190 896 4日5 1.3 

資料fHl好 俊民な録人r::Jy~護b;安

第293受札幌市への昼間人口の流入状況

芸界

二子総IlIJ

広ぬ村

手ig守防
忠臣三間j

.J、平等叶i

f工:5U討f
F議fIj
その他

をすれl弘防 総玉里1!Jr昭和35{下関勢J常任J

いる。このうち通勤者数は11，569人であるが，そのなか

には手稲l句の2，610人をはじめ本地域内町村からの流入

者が3，127人会まれているから，それを除くと8，442人が

通勤による他地域からの流入人口となるひこれらの他地

域からの流入人口のなかで比重の高いのは，通勤時間 i

時間前後の処に所夜ずる小隊市および江別市からの通勤

者であるの、このような通勤人"がその後どのような推移

なたどっているかな実証する資料はないが，札幌市の工

業{ヒにともなって増大していることだけは断言できると

J記、われる。(第29'1<)

以tのように札幌市の人口は年々増加する流入人口の

堆績の結果，その総人口は昭和39年6月1日現在で72万

4千ー人に迭している。このため市内の都心部を始めとす

るIFliti内では人口集中が激しく，騒音，煤燦，交通ラッ

シュ，住℃過~誌など，大都市特有の生活潔境の劣悪化に

悩まされている。この影響もあって数年以前より都心部

から郊外部への人1::1移動が日立っている。とくに，道

路，交通機関および生活環境施設なと、が整4治される方向

にある新工業地区ーでは転入名Aの増;/Juが著L¥，、。札幌市の

資料によって昭和36年10月から3ヲ年6月までの人口増加

の推移をみても，東札幌，白石，琴似および月寒などの

月怒 76，168 I 86，626 I 111，818 I 146.8 

立主 1. 中L際市羽
2 月空事lま比較の関係上!日差是平町広域とした。

地区では人口増加のテンポが激しく，札幌市全体の人口

の伸び率が19.3%であるのに，これらの地区の伸び率の

低いところでも36，8%とかなり高い増加を示している。

(第30表〉

ところでこのような札悦市内における人口の郊外移動

の動きに平行して，キu協市内から周辺町村への移動もみ
られるようになっている。現在のところ，周辺町村とい

っても札幌市への通勤条件に窓まれている手稲町への移

動がほとんどである。このため手稲荷了は札幌市との人口

交流商では流入人口が流出人口を上回り，昭和38年にお

いては1.059人の流入超過となっている。

以上述べたように，本地域の工業化にともなってセγ

ターである札幌市に他地域から流入人口が築:令している

が，他方では過筏都市特有の問題が発生しているため，

市内人口の郊外部および周辺町村への移動という分散現

象が起っている。 (~31表〕

第31表札幌市との人口交流

そF局総町

広島村

イ1狩吐J

;'l!陵町

資料llJ所 住民受章ま人口災動調

第2輩 自営業者層の階層間移動と

賃労働力化の進展

1 工業化と藷層開移動

(1) 兼業農家の増加と階層間移動

前述したように，本地域では工業化にともなって，脱

炭化が兼業農家の増加という7診をとって進行しつつある

が，この事実は差是民殿内部における階線開移動が激化し

円可
J
O
O
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第5図 第l種兼業への移行のプロセス

ていることを示すものである。ここでは，階層間移動の

プロセスを労働者調査を用いて液業化の側i函から検討を

加えてみよう。

まず，専業農家の第 i穏兼業への移行についてみる

と，その実態はつぎのようになっている。 調査対委員とな

った第 1種兼業農家72投機のうち， 351f.当時に王寺:業差是家

であったものは，過半数の42世帯にのぼっている。 37年

には，このうち111佐橋が専業から第 l滋兼業へ移行して

いるが，なお31i:i世帯が専業農家として留まっている。綴

まった31佼帯は37年8月以降になって第1種兼業へ移行

していることになる。(第5劉〉このようなの:業E芸家の第

l穂兼業への移行姿閣を調べてみると，放も多いのは学

校を卒業した新規学卒l止借員の他産業:への;jtt織である。

さきに挙げた専業農家421丘病のうち， 31¥11件トまでが新卒

|投手持主主のj後外就職によって2fi1穏兼業へ移行している O

残りの11世:千替の移行要問も，そのうち81出社までが農業

従事世帯員の銭外就職である。したがって，専業農家か

ら第 1穣兼業へ移行したI立:椛の 9'JlU以 iニは， 1立徽員の法

外就職を契機として兼業化したことになる。 この!おj，災

l工，本地域における第 i種兼業i妥当誌の土勢力日援協が工業化

による労働力後要の増加を背渋とした農家出:干名:員の箆外

就職塁手の上外にあることを明らかにしている。

つぎに，第2種兼業への移行の実態をみてみよう。調

交対象となった第2穣兼業農家541止得のうち 35年当

時，専業後家であったものが15t1t信i，第 i種兼業農家で

あったものが13世，浴存在する。したがって，過半数の28

1仕様・が35年以降に他の階!脅から移行してきたことにな

る。ところが， 37年7月までに10tl土橋が第2稜線業へ移

行しており，残りの18限後もそれ以降になって，専業あ

るいは第 1種兼業から第2稜兼業へ移行してし、るo(第6

図〕さき程の第 i穣兼業の場合には， t蛇1脊員の幾外就職

が移行の主要な裂回となっているが， ~2 種兼業の場合

には役，冷主の職業移動が移行を決定的とするようであ

る。さきに挙げた28世骨子のうも16肢帯までが， この期間

中にtJt帯主の他産業への移動が行なわれている。残りの

12t世帯のうち4i立:帯は35年当時，位帯主三がすでに{也波業

へ移動している世帯である。このように，第2穣兼業幾

家では世帯主が農業に従事している事例は機めて少な

90 

35年 37年 39年

π: 
専業

言語 l穣穀業

主f¥2極兼業

(1) 35年当符記事業後家だったもの

35-'1' 39年

!去(に
日一一寸パ

(2) 35'1'当時!i'11宇ifU在ゑE建造〈だったもの

第s図 tfi2種兼業への移行のプロセス

く， このよ!耳変では541自:械のうち441ま，!??のi1':'~告主:が)~0長以

外の織j誌についている。その内択をみると， fむの !J~;長所

に勤務する雇用労働者ーが30人で，残りの 14人はアパー

ト，借家，商!占およびこと残業など，他産業を長I/~~してい

る。この自営業の開業は，自己の所有する農地の売去11金を

資本として始められるケースが多く，経常規模縮小によ

って減少した農業収入を補うのが111めとなっている。こ

こで， ~~ 2穆兼業への移行i'jli!¥釈について詳しくみてみる

と， I1士千百'主の職業移動が他産梁をど自営するという形で行

なわれる場合には，それで第2種兼業への移行は完了す

るが，緩}苦労働者として勤めに出るという形で行なわれ

る場合には，l1t借主の賃金だけでは農業所得の:Jjがまだ

多いため，第 i磯兼業の段階にとどまることがある。こ

の場合は， 1世帯主だけでなく， '1立構員の殻外就絡が加わ

って始めて第2種兼業への移行が完了することになる。

勿論，後者の場合でも， lil:'沿員の12外就織は第2磁兼業

へ移行する際の絶対的な愛国ではない。とL、うよりも，

H士借主主の農外就職は第 1種兼業への移行姿闘として，tX~ 

2種兼業への移行の場合には，すでに前提条件となって

いるのである。したがって，第2積兼業への移行にとっ

て重要なのは，基幹労働力であるi止僚主ュがt霊祭会離脱し

て織業転換を行なうということである。以上の分析から

切らかなように，録。2種兼業農家のI持)JQ要悶も工;約七の

進展によって増大する性質のものである。すなわち， Iil:

帯主の隠周労働力化という要闘は，工業化による藤沼市

場の拡大によって激しくなるものであるし，また， t仕帝
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tの他産業自営も工業化による農地転用の増加と宅地化
に比例して感んとなる性質のものである。

以上，地域の工業化が差是業内部における階層間移動を

いかに促進しているかを兼業化の{期間から検討な加えて

きた。兼業化による脱殻化の進展は，いうまでもなく，

農家人口の労働市場への包摂一一一賃労働力化となって現

われるが，この点については後で改めて検討することに

したい。

(2) 第 3次重量業自営業の発生と指揮書簡移動

工業化の外延的拡大による新工業地区および新市街地

の形成にともなって，これらの地区には消費需要に関連

した商業，サービス業を自営する零細業者が発生する。

そうして，これらの業者は以上aみたような地区ばかりで

なく，工場事rr設のテンポがもっと緩慢な処でも僅かなが
ら域JJIlしている。工業化にともなって，新たに発生した

ti'O次成業'零細87冷業者関の形成過綜を検討するのがこ
こでの主要な狙いである。

前述した労働省識をて、は， J:二記の新工玄業iJ:地也区を始めと

し7たこ工場新設地i区玄で

ているド防j:イf若fを1亦対;j象として弱斎を5突尽筋したO この調査結楽

によると，卸売業小売業t!t帯の調査対象25lt!ti喰のうち，
82世帯は35年ー7月以降になって新規に開業したもので，

その比率は全役待の35%を占めてし・る。これらの82役帯

の大部分は35年7月以降に他地域から現住所へ転入した

ものであるが，ここで税目されるのは彼らの職業経歴で

ある。すなわち， 82!U:'，'l'iの1Jj:帯類型合みると，最も多い

のは立II燃が労働者役，H1'のもので58担:惨を数え，全体の7

;引がこれに隠する。この事実は，零細卸売業小売業!替の

主要な給源が労働者!習で、あり，その形成に殺も大きな役

割合来していることを示すものである。したがって，卸

売業小売業自営業者層の性務を切らかにするためには，

これらの労働者としての前際をもっ流入者の性絡を検討

設
世
帯
、
乏
が
家
業
従
事

第7限労働者世帯から流入した
鈎小売業世帯の構成

することが必要となる。

労働者i貨幣から流入した58世幣の内訳をみると，世帯

主が男子のもの531世帯，女子のもの 5t佐橋となるが，男

子lJj:千告はさらに，世帯主が家主義に従事しているものの段

借，他産業に従事しているもの10投手管となる。(第7図)

したがって，労働者履からの流入世帯のなかで中心をな

すのは，努子役帯主が家業に従事しているの1投手管であ
る。ところで，世子告の性格を謀本的に規定するブアクタ

ーは，基幹労働力である倒:帯主の性格であると思われ

る。そこで，最も重姿な属性である年齢についての人の

内訳をみてみると， 20歳代が11人， 30歳代が11人， 40歳

代が9人， 50歳以みが12人となっている。このなかで，

性格のはっきりしているのは50歳以i二のものであるo い

うまでもなく，彼等の大半は労働市場から引退を余儀な

くされた退職者である。これらの年齢層のものは一般約

にいって労働市場への復帰が困難なため，退職金を資本

として今後の生計維持を目的として開業したと考えられ

る。この年齢騰の性格に近いのは40歳代である。世帯主

43人の前織をみた場合 5人までが炭鉱離職者であるこ

とは注目すべき特徴であるが，そのうち4人までが40歳

代に属する。このため40歳代の半数近くが炭鉱離職者と

いうことになる。 40歳代にはこれ以外にも離職解麗者が

存在すると恩われるから， 40歳代の性格は基本的には50

歳以上層と余り差異がないと考えられる。したがって，離

職あるいは定年退職を契機として半強制的に開業の道を

選んだと恩われるものは，全体の 4~5 割程度存在する

とみられる。これらの位:待の営業内容は，食料品，ある

いは臼用雑貨阪売のものが多いの

これに対して， 20歳代のものに多くみられるのは，一

人前になった級人隠の自立というケースである。すなわ

ち，I他の同様の広でτ働いていたJが，1一人前になって独

立したjのである。 20歳代に属する11人のうち4人まで

がこのケースのものである。そうして，彼等の営業内容

は飲食1>5"，魚屋，菓子製造小売などである。これらの営

業は，程度の差はあっても職人的な熟練が必要であるた

め，依然として従弟的修業を経た磯人騒が給源の大半を

占めているようである O 尤も，食堂などの場合には，他

に実質的な業主が存在することも予想される。このよう

な性格のものは， 20歳代だけでなく， ~也の年齢層にも分

散しており，全体の2割殺度を占めていると獄定され

る。 しかし，ここでみた職人からの自立営業者層は被用

者としての経験があるとしても，それは本来，自営業予

備軍としての職人修業にすぎない。したがって，このケ

ースに隠する験人腐の移動は，自営業者層内部での再生

産とL、う性格のものである〈町Q 以上みてきたこの2つの

i
 

n
y
 



18t笠帯がこれに腐している Oしかし，労働者世帯から流入

したといっても，その内容をみると，殆んど全部が職人，

あるいは見湾として腕を磨いた職業におし、て自立開業し

たケースのものである。これらのものは，官riτ統十のベ
ースでし、えば雇用労働者にfすまれるけれども，先~;fJl も

指摘したように，本ラ米長的た蕊味

のカが:大?部1官日分と7な£つているω ここで181な般の?専業内容を具

体的にみてみると，Jljl容走行，タワーュ γグ，風呂尽J

洋服仕立および医院などで，いずれも一定の修業期簡を

必嬰とするものである。卸売業小売業JJI:帯の場合にも，

このような性格をもつものがみられたが，サー1:::'ス業Ifl:

'併の場合には等しく多くなり，本う|ミ的な~{iJ:味て、の労働，(;，

j慢の流入は殆んどみられなし、りところで，これらに次い

で多いのはJ;'J;~誌の 911叶?であるが，転職JrHW全体に山め

る刻合は卸売業小売業の場合よりかなりおくなってい

る。このE泉市としては，サービス'!t"の場合には，浴場，

アパートなど， 1史家にとって比較的転業のi:r=)f)なものが

含まれていることがやげられるリ以上述べたもの以外の

前日震をもつものは，漁業1針作 1，終業i別W1が数えた》れ

る。(祭m表)
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ところで，以上みてきた第3次産業自営業構は，工業

化による企業新設の影響をどのように受けとめているで

あろうか。まず，卸売業小売業UHiトについてみるとJ有

利になった」と答えたものは約30%，逆に，1不利になっ

たjと答えたものは約9%で，過半数のIlt;i背は「余り影

響はなし、」と答えている。つぎに，サ…ピス業1討:帝につ

いてみると，約16%のI世帯が「有利になった」と答えて

いるのに対し，過半数以上の54%のtl士f告が「不利になっ

たJと答えている。そうして，残りの約3訓は「余り影

響はないJ，rわからなしづと答えている。(第34表)以iニ
のように，卸売業小売業世帯に比ベサービスヨミ世帯の方

が企業新設の影響をより深刻に受けとめている。この理

由として考えられるのは，美幸子，潔谷，クリ…ニング，

および医院などのサービス3誌の場合には，官業主ど可能と

ス渋~-Itt'r若と/ょったもの

35年8月以前もず -1:::".Ä~会 UHWだったもの

Il 35王手7.FJW、降にずー 1"ス主主jlHWとなっfこもの

ピス業ilt幣となうたもの

，:r 

資料出所有if;&とl司じ

1. 

2 

移動タイプのいずれにもi認さない 3~4 割のものは，自

営業問主義のための経済条件を与えられた任意退職者が多

いものと恩われるo (第8図〉

さらに，労働者I生帯以外の前般のものについてみてみ

ると，農家世帯9，サービス業世幣7，および無業桜:幣

8となっている。調主主対象t!!:;M干の跨住地域は， 37年以前

には農村地域であった処が多いにもかかわらず， 1笠家か

らの転業世帯は 1割程度にすぎない。この芸評きたは，農家

が鋭農化して地元で商広を開業することがいかに関線な

ことであるかを如実に物語っている。農家の場合，この

ように，特別の知識と能力が要求される職業への転業

は，彼等のもっている素養，経験からいって関綾なこと

が多いのである。(第32表)

つぎに，サービス業世帯についてみると，調盗対象114

世帯のうち30Ut帯が35年7月以降に開業したもので，全

体の36%の比率を占めている α これらの転職世帝の前践

をみると，卸売業小売業!世帯の場合と防じく，最も多いの

は労働者役帯から流入したもので，全体の 6 jl;1j~占める

卸売業小売業t止苦手のがJft震構成
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資料出所 労苦語省職議室主否定問「労働市場総合分析議資 (札際地続分)J

第32表

35;手B月以総も卸売議小党議世帯だったもの

J十

1. 
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第34霊祭企業新設の家業への影響

114 100.0 100.0 

:tT平1)Iと 7ェ 7fj 18 30.0 15.8 

不平IJ1こ った 22 G1 8.8 53.5 

り 言撃はない 131 21 52.2 18.4 

J~ からな L、 22 14 8.8 12.3 

資料il¥1針高乙附じ

する 1軒当りの人口が商!おの場合に比べて広範囲のため

利用表の地潔約境界線が明確でなく，ややもすれば過当

競争となり易いとL、う点、で、ある。札幌市内の努似発寒地

l又のある2史料院のf;:友人はこの間の事情を次のように述
べている。 I住宅I殺を見込んで土地を買ったところが，

同業者が一軒できたりそれで、逮れたらお容がつかなくな

ると思ってすぐ開業したら，同じことを考える人が多く

ち肝も建ってしまった。 i工業化にともなって新市街が

形成されつつある地医では，このような過当競争の結

果，廃業して他への移転を余儀なくされる世帯も出てい

る。労働35調子fの実施滋綜でも，卸売業小売業主ど含めて
移転先不明の依帯がHiてきたが，大半は廃業?投手持と考え

られる。このように，第3次産業自営業者憶をめぐる階

潟荷移動は，現在. AEl当激しいテンポで進行しているの

である。

要するに.J自主主の工業化にともなって発生した卸売業

小売業，サービス業tJ:どの急fi3次産業自営業者層は，主

として，労働市場かかjlJ~した気労働者!鼠および;;p;3 

次産業自体が抱えている使用人総の2つの給源階燈によ

っておIJ出されているの食労働者からの流入熔は，定年退

職者，炭鉱離験者などの前燃が示すように，現主Eの労働

市場のなかで適職がないため第2次的な職業として開業

したものが多しとくに卸売業小売業W:帯の場合には約

半数を11'1めているのこれに対して，第3次室長業使用人燃

は飲食的，政!草寺，三た待などのように，司法人的訓練な必要

とする業種に多く，とくにこのような分野の多いサービ

ス業j託子百ーの場合には過半‘数以とがこれらの使用人隠から

の流入者である。このように，工業化の進展は，一方に

おいて中高年齢の賃労働者j習を労働市場から排除して白

常業者間へ移動させるとともに，他方では自?汚業予備軍

である使用人闘を自立イとすることによって人口再生産活

動を活発化しているのである。

Ut 9) J般人，弘子?えcどの告書3次郎内使fll人の階級的性格について11，

n:口主主ー， dl附浴「日本の干士会総成の変化についてJ(日本労働
汚協会殺ぷ.No. 22. 59?収)IこJl'Lトο

2 工業化と賃労働力化の進展

(1) 賃労働力化の進展と自営業人口

本地域では工業化による労働力需要さの増加に比例し

て，労働市場への人口流入が18ir.ーっているが，このよう

な地域人口の賃労働力化はどのような形で進侵している

のであろうか。ここでは労働省調査を用いて自営業，賃

労働者などの各階寝ごとにその実態宏明らかにしてみよ

〉
ノ。

まず，J1!k家についてその突態をみると，第 1穏兼業農

家では調査対象となった就業世帯員265人のうち 86人が

磁用労働者として勤務しているから，就業世帯良のうち

労働市場へ流入している労働力は全体の32%を占めてい

る。これに対して，第2穣兼業農家では 148人の就業日士

市長のうち75人が雇用労働者となっているから，労働市

場へ流入してし、る労働力は全体の51%におよんでいる。

しかし，男女別にみる之，かなりの相違がみられ，男子

の場合t主主主労働力化して雇用者となったものの比設が高

いが，女子の場合は農業従事者として留まっているもの

が多くなっているりしたがって，労子についてだけみる

と，第2穣兼業の場合には全体の66%が藤周労働者とし

て働いていることになる。このように，本地域における

こ工場新設地区周辺の幾家の場合には，農家人口の賃労働

力化がl胃液であり，すでtこ人口の少なからざる部分を労

働市場へ流入させてし、るの

ところで，農家tt士併によって生産される雇用労働力
は，どのような形で労働市場へ流入しているのであろう

か。このことを明らかにするために.35年三当時の労働力

状態の検討を行なってみよう。まず，第 i穣兼業後家に

つし、てみると，すでに雇用労働者となっている86人のう

ち.35'4o当時も緩用労働者であったものはお人にすぎ

ず，残りの61人は35年以降に主主労働力化したものであ

るο この61人の35年における状態をみると，主E学者が51

人，農業従事者が10人となっている。したがって，第 1

穏兼業農家の場合は賃労働力化の主体となっているのは

新城学卒者だということである。さらにここで明らかに

しておきたいのは，第 l穣兼業農家の新規学卒者は家事:

従事者を徐くと，その 9¥却lまでが賃労働力化して雇用労

働者となっており，家業である農業に従事しているもの

はi割にすぎないという事実である。すなわち.35年当

時には在学者が63人いるが，このうち6人は卒業後非労

働力として家事に携わってし、るから，これを除いた57人

のうち6人だけが農業に閣まり，残りのものは全て他産

業の雇用労働者となっている。この事実は本地域農業の

将来性という点からみると，深刻な問題を提起している

ゆ 93-
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が，他方，労働市場との関連で考えると，第l種兼業設

家の子弟は労働力給源として有望だということを意味す

るO つぎに第2種兼業農家についてみると，すでに隠用

労働者となっている75人の枇帯員のうち芳年当特も庭用

労働者であったものは34人で，残りはその後に雇用労働

者となったものである。残りの31人の35年当時における

労働力状態をみると，在学者26人，際業従事者15人とい

う内訳となっている O したがって，第2稔兼業農家の場

合には，労働市場への人口流入は新規学卒者のみなら

ず， 1.妥当主従Z存者の脱良化による職業移動によって促進さ

れている。第2穏兼業においても新規学卒者の9割以上

が雇用労働者となっており，自家差是業に従率:するものは

その 1割以下にとどまっている。したがって，新規学卒

者に関する限り，主主労働力化のテンポは第 l磯兼業との

援が余りなく，向者の違いの生ずるのは世帯主主ピ含めた

農業従事者の脱農化の進行状況の室長具に起思する。農業

従事者の雇用労働者への職業移動は工業化にともなう営

働力となっている。男女 1，第 1手援策撲の場念

郊にみてみると，間労..----.

働者の比率は男子りが i新規学卒~ r---1 

女子より幾分高く， 29%い一一J 下、I.~， _， I 
:/11還っち鯵 i

rヒ占めている。卸売業小
売業1坊の場合， 35刊 はr
i奪にi全労働力化したもの

は76人であるが， このう 2，第2務室転機の全議会

九似までは3咋当時に !新規

は在学中であったもので i学卒「¥ ; 

ある。したがって， ;1印')百

周労働力の供給は第1種

派支J農家の場合と同じ

く，新規学卒者がや心と

なっているといってよ

L 、。 35年当時の新脱会子:卒

;隣家人口 労死寺市内

第 g殴段家人[lのt，(''iI
働力{ヒ

淡条件の怒{じによって{促進されたことは疑いないが，突 ヨきのうち，家業の商業に従7おしているものは16人にすま

際にこれが可能となったのは労働力需要の増加によって ないから，卸売業小売業I1土併の新鋭学卒者の8割近くは

雇用機会が創出されたためである。しかし，その庭用内 膜府市場へ流入していることになる ω また，家業に従事

容には陪題も少なくないが，この点については後で述べ してから緩用労働者へ転職移動したケースはラ事例にす

ることにする。(第9図〉 ぎず，家業従事者の佼労働力化の動きは余り活溌とはい

つぎに卸売業小売業世帯についてみると，就業Il!:帯艮 えなレ。

560人のうち麗用労働者は138人で，全体の25%が藤周労 さらにサービス業l吐帯についてみると，就業枇祁:良

第35薮調査対象役裕の労働力構成

第1穣兼芸能燦室主 第2磁殺さ器産皇室主 卸売業小売業tl!幣 jl'--[:'スffiftt'H} 労働 Fi-[it 'fW 

五十 !J:l 女 三十 見 女 ;;t 9] 女 !J} y. fJ3 メく

51' 265 140 125 148 88 6日 560 328 232 295 148 1A7 164 121l 33 

家議従事者 178 93 85 58 15 43 417 233 184 186 97 89 

庭用者 86 46 40 75 58 17 138 94 44 1日2 46 56 163 126 37 

内戦行商等 1 1 15 15 5 4 7 5 2 1 

緩用者の比率 32% 32 32 51 日3 28 25 19 35 31 38 99 I 10日 9'7 

資料出所前表と同じ

第36表雇用者の35塁手当時における労働力状態

第1滋査長芸量産霊室定 第2凝兼業E皇家 卸売禁小売業世部 予ーピス業世帯 労働者絞殺

言十 jg 女 計 33 女 百十 Z君 f;:: ~I りJ 女 じト 男 女

計 86 46 40 75 58 17 138 94 44 1日2 46 56 163 126 37 

き支業従事者 10 8 2 15 14 1 日 4 1 呂 自 2 

緩 f丹 寺普 25 15 10 34 32 2 62 50 12 53 34 19 130 116 14 

内意義行務毒事

家事従事者 5 5 2 2 15 15 

在学者 51 23 28 26 12 14 63 37 26 47 12 35 9 百 6 

病気失室主等 一 5 ザリア 一 1 1 

資料副所前表とj司じ

-94 -



工業{とと労働力移動

295人のうち雇用労働者は102人で，全体の35%を占めて

し、る。このように，磁用労働者の比率は卸売業小売業lli:

イ甘すこ比べて約10%高くなっているが， これはi笠帯魚のな

かに住込従業員が多く含まれているためで，必ずしも卸

売業小売業世'貯に比べて他の事業所に勤めに出るものが

多いとはし、いきれない。そうして，これらの住込従業員

は本来の賃労働者というより，見習として徒弟修業をし

てし、るという自営業予備層的性絡を色濃くもっている場

合が多い。サービス業役帯のなかで35年以降に賃労働力

化したものは49人いるが，そのうち47人までが35年当時

には夜学中であったものである。したがって，サ{ビス

業世帯から労働市場へ流入するものは新規学卒者に娘ら

れているといってよい。サーピス業の場合も，その新規

学卒者の8劉までが雇用労働者となり，家業に従事する

ものは2割程度にすぎない。

ところで，以上述べたように，自営業世帯では学校を

卒業した子弟の大半は家業に留まることなく，賃労働力

化して他産業へ流出しているが，それでは自営業に携さ

わる家業従事者はどのようにして補充されているのであ

ろうか。ここでも35年当時との対比を行なってみると，

幾家の場合には労働力は家事従事者と在学者だったもの

から供給されていることが判るが，補充者の農業従事者

全体に占める割合は極めて低くなっている。これに対し

て卸売業小売業世帯やサービス業世帯の場合には.35年

以降に全体の3割近くの人数が家業従事者として補充さ

れている。まず卸売業小売業1立構についてみると， 35年

以降に家業従事者となったものは 107人であるが，その

うち60人は35年当時には雇用者であり.23人は家事従事命

者. 16人は在学者で、あっtc.o このように，新たに補充さ
れた家業従事者は男子で、は麗用労働者，女子では家事従

事者からその過半数を供給されている O 男子の場合，雇

用労働者から流入するものは，前述したように定年退職

者や炭鉱離職者などの中高年齢層のj土震が高くなってい

るG また，女子家事従事者の家業従事とし、う傾向は，子

第37a隻家業従事者の35年当時の労働力状態

伝干

支業従事者

雇用者

内股行言語等

家事従事者

荘学者

病気失業等

資料出所務'p.とi湾じ

弟の他産業流出による人i手不足に対応して生じた主婦問

の労働力化の動きと考えられるコサーどス業1U3背の場合

にも卸売業小売業il:!:'1沿と類似した傾向が認められるのす

なわち，サービス業世帯では35年以降に家業従事者とな

ったものは50人であるが，これらのものの35竿当時の状

態は，房長用労働者18人，家事従事者16人，在学者13人な

どとなっている。(第37表)Lかし，首なにもみたように，

サービス業では雇用労働者からの機充者は織人，見習な

ど，サービス業使用人の自立開業による転入のケースが

その大部分を占めている。したがって，自営業人口の内

部における予鱗家の移動という性格をもっており，一般

的な意味での賃労働者}脅からの補充とはその意味を異に

する。卸売業小売業世帯の場合にも飲食庖などではサー

ピス業と同じく，この傾向が強いが，全体としてみると

労働市場から反液された中高年齢層の比重が高いのであ

る。

以上のように，本地域では工業化にともなって自営業

惟礁から労働市場へ流入する動きが活後とな1).賃労働

力化が進行している O 農業従事者の流出の激しい第2種

兼業後家主ピ除くと，自営業世帯におし、て賃労働力化の主

体をなしているのは新規学卒者であるの自営業日士帯の新

規学卒者のうち家業に留まるものは 1~2 害uにすぎず，

8~ ヲ刻までが労働市場へ流入している。一方，第 3 次

部門ではこれと対照的に中高年齢の退職者，第3次長在業

使用人層，および主婦艇による自 I{~;業人口の繍充が行な

われてし、る。

以上で自'滋業者腐をめぐる労働力流出入の実態をみて

きたが，つぎに工場労働者i間誇を対象として主主労働力形

成のプロセスをみてみよう。労働者|士帯では就業世帯員

164人のうち， 主婦の内職者 l人を|徐き163人までが緩府

労働者となっている'，1 そこで，この 163人の 35年当時の

労働力状態安調べてみ、ると. 130人までがさ当時も雇用労

働者として働いており， 35年i二l降に食労働力化したもの

はお入、てあるι 雇用市場へ流入したわ人の35生F当時の労

働力状態の内訳は，家主葬従事者15人，夜学者9人，家業

従事者8人，病気失業等l人となっているらここて、i1目

されることは，家事従事者の占める比重が極めて高い

とである。、この事実は，工事長化にともなう労働力議姿の

拡大によって.1:婦!替の賃労働力化が進行していること

を物語っている。男女別にみると，女子の場合は35年以

降に雇用労働者となったものは24人で、あるから，その過

半数は主婦層によって供給されたことになる ρ 一方，女

子の新規学卒者による供給は6人にすぎないc また，家

業従事者からの移動者が男女あわせて8人いるが，これ

はすで

ロノny
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労働者の雇用形態別構成
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変動の波に対応させている。このような形の主婦労働力

の活用は，本地域では食料品，ゴム，窯業などを始めと

して広く各業種にみられる。(第38表)

このように，新たに賃労働力化した労働者震のうち，

新規学卒者を除いたものの就業内待はかなり問題を含ん

でいるつ彼等の流入した労働市場は一般に，新規学卒者

の流入する分野とは異なり，年齢，学歴および熟練など

の条件を余り必要としない単純労働，あるいは不熟練労

働の分野であることが多い。終業従事者や主婦腐などか

ら労働市場へ流入する人口は，工業{りこともなって今後

も絶えずI写生産されるであろうが， この場合，彼十字の流

入する労働市場が以 tの性核のものであるとすると問題

は大きいことになるつとくに，終業からの男子転職者の

場合には. '4ミ討中心者としての'~-j:;僚と，とくに深刻な意

味をもっている

資料fHi'li前衣と問じ

(:!)転職議機希望者の実態

労働省調子主の対象となった15歳以上のi立情員で就職ま

たは転職を希望しているものは全部で 187人を数え，全

日上様負の7.3%を占めている。 187人のうち7割近くの

125人は現在在学中のもので，彼等は学校卒業後，新規

雇用労働力として就織を希望侍しているわけである。在学

者に次いで、希望者の人数の多いのは雇用者で.34人が転

職を希望している c 調査対象となった磁用者の総数は

569人となっているから，約6.1%のものが転職を希望し

ていることになる。これに比べると家業従事者の場合に

は業主，家族従業者とも転織希望者が少なく，業主では

6人，家族従業者では10人となっている。そうして希望

者の比率も業主が 1%.家族従業者が1.ヲ%と極めて低

い数値を示すにすぎない。また，内戦，行言語号事の従事者

の場合は転職希望者が 1人もいない。新規就職希望者は

先きに挙げた在学者以外に，家事従事者，病気老齢失業

者などの!習に存夜すると考えられるが，今関の調査結果

によると就職希望者は家事従事者では9人，病気老齢失

業者では3人認められた。就職希望者の比率をみると，

家事従事者が2.4%.病気老齢失業者が1.9%となってい

る。したがって，家事従事者のなかには雇用者の場合に

次いで就職を希望するものが多く含まれていることにな

時 96目

以上で工業化にともなう地域人口の主主労働力化の実態

をみてきたが，つぎに，これらの食労働者の労働市場へ

の流入構造を就業内容の簡から検討を加えてみよう φ ま

ず，労働者の就業内容を緩用形態によってみてみると，

その内訳は常用のものが535人，臨時臼濯のものが34人

となっている。 したがって，臨時寺日雇として勤務してい

るものの比率は6%で，全体としてとくに高いわけで、は

ない。しかし，これを出身階!湧別にみるとその状況はか

なり奥なっており，農家jj:!:機および労働者俊市;の出身者

の場合には，続時臼躍として勤務するものの比率が大き

くなっている。このような相違を示す主な要悶は，労働

市場へ流入する人口震の構成内容のi塞いであると思われ

る。さきに述べたように，農家ut干iffおよび労働者世帯の
場合には，流入人口の主体が新規学卒者によって占めら

れる他の階震と異なって，新規学卒者以外の人口!習も労

働市場へ流入することが多い。 差是家ttl:僚においては主と

して第2種兼業の努子農業従事者層であり，また労働新

i陵情においては主婦層である。これらの人口震の存在が

臨時臼緩として勤務するものの比率をおめている茶本的

な婆悶である。

これらの世持=出身者で臨時日経のものの人数を兵体的

にみてみると，第2種兼業農家出身の男子労働者Aでは調

主主対象58人のうち8人までが臨待日泌である。さきに述

べたように，第2種兼業農家では農業従事務停が脱52化し
て転職するケースがj教えてきているが，これらの転職者

は新規学卒者と異なって年齢も商いため，臨時日艇とし

てしか入織できないことが多い。労働市場への流入に際

して燦業従事者が不遇であるという入職事情は，事業所

新設の重力きが活淡な地区でも緩和されていないようであ

る。たとえば，そ阿南開I役場の訴によると.1進出企業の設

備が高度化されているので流であればある税，新卒

以外の地元のものは雑役か臨時としてしか雇用されな

い」状態で.1比較的緩潟吸収のあるのは，労働異動の激

しい製材，ゴムなどだといわれている。第2種兼業

後家出身の男子労働者に臨時日産量のものがき長いのは， こ

のような事情によるものと思われる。

これに対して，労働者役帯の女子労働者で、は37人の調

査対象者のうち10人までが臨待日雇として勤務してい

るJ 前述したように，労働者世帯では主婦療の労働力化

の動きが活溌となっているが，これらのものは季節雇用

者，あるいはパートタイマーとして勤務することが多い

ため， 臨時日産量の比震が高くなる傾向がある。たとえ

ば， ~支援室町に新設された茶牛乳工場では，地元の自衛隊

員の主婦}習を季節約に続時工として雇用し，生産の季節

12) 賃労働者の労働市場への流入構造



るし，また農家の家族従事者の場合には，これに属する

13人のうち3人までが転職希望者である。このように全

体としては転職希望者の比率が余り高くなかった藤家の

場合でも， 15~19歳}習ではその比率が相当高くなってい

る。若年!衰の労働力流動は以上の調査結果の示すように

今後も激化するものと思われる。〔第39表)

それではこれらの就職および転職希望者たちはどのよ

うな磯業につくことを希望しているのであろうか。まず

在学者以外の一般希E護者についてみると，男子の場合調

査対象となったのは39人で、あるが，比較的希望の多かっ

た職種は自動車運転手9人，自動車修理工4人，事務員

5人，雑役夫4人などで，あとはかなりの磯種にわたっ

て分散している。しかし，大きく分けると(1)事務長，技

術者，薬剤姉などの事務的技術的機種を希望するもの，

(2)自動車整備工，機械工，自動車運転手などの筋肉労働

職穣を希望するもの， (31雑役夫， ;i雪燦番などの単純労働

機穫を希望するもの，の3つのグループに分れるようで

ある。そうして最初にあげた織穏は主として若年齢層

が，また，最後にあげた職穫は主としてや年齢勝以上が

希裂しているが，第2にあげた職穣は年齢層による傾向

が明確でなし、。この理由は，第2の職種を希議するもの

のなかに，他企業のi湾ー験穏への移動を希望する経験者

と新しくその機種へ入ろうとする未経験者とが混在して

いるためである。前者の場合にはや年齢層以上が多いが

後者の場合には若年齢震が主体となる。このため職種と

年齢との関係が不明礁となりがちになる。第2にあげた

職穏の傾向は以上のように態解するのが正しいと思われ

る。男子の場合転職希翠職種としては第2の戦穣のウエ

ヱ梁化と労働力移動

る。家事従事者のなかで就事業希望のものがとくに多いの

は労働者世帯で，この層だけについてみると，家事従事

者 108人のうち8人が就職を希望している。すでにみて

きたように本地域の労働者世帯では主綴震の労働力化が

綴箸となっているが，家事従事の主婦}脅からの労働力の

供給は今後も期待できるようである。これに対して自営

業者層からの供給は農業従事者の脱農fとがみられた第2

種兼業農家を含めて余り多くを期待できない状況にあ

る。もっともこの認交の対象となった第2種兼業差是家の

場合には，地域の工業化の影饗をうけて労働力の分解が

限界線まで進行し，これ以上離差是すると農業生産を放策

せざるを得なくなる処へ追いつめられていると考えられ

る。つまり，この数年潤のあいだに流出可能な労働力は

すでに他産業へ出てしまっているのである。しかし，本

地域の差是家全体についていうと，工業化による影饗は調

交対象農家の場合ほど著しくないと恩われるから，農業

従事者からの雇用労働力の供給量は今@の調交で示され

た数字を上回ることも予想される。

ところで，在学者を徐く一般の転職および就職希主義者

はどのような年続腐のもので占められてし、るのであろう

か。これに該当する61人についてみると，多いのは15~

19歳の13人， 20~29歳の24人， 30~39歳の 14人などで，

結局30歳未満のものが希主義者の6割を占めている。ここ

で注目されることは15~19歳の者年齢層についてみる

と，緩局者の場合でも，また，幾家の家族従業者の場合

でも転職希翠者の比率が王子均よりずっとおまるという事

実である。すなわち，緩用者の場合には15~19歳に属す

るものは106人いるが，このうち10人が転職希望者であ

ない
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就織希望者の希望級機加佐浴員数(夜学者j
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良工

っている。結局以上の両者を合わせると男子の希望織績

の8割程度を占めることになる。残りの2害!jは工員希望

がその大半を占めている。女子の場合には事務長への希

望がさらに集中し， 53人の調査対象のうち7割を超える

39人までが守f務員希望となっている。これにタイピスト

誘惑者 3人，教員2人をJJUえると，全体の8割以上を占

めることになる。以上のように在学者の希望磯穫は専務

段，技術負，教良など，般にホワイトカラーといわれ

るものに集中する傾向がみられる。そうして直接，生産

労働に従事するヅノレーカラーを希撃するものは全体の2

'，~IJ以下にすぎない。さらにj山長者1製表にいたっては女子

の場合に2人認められるだけである c このようなホワイ

トカラーへの集中化という傾向は本地域だけのものとは

忠われないが. ;;j.~地域の将来の労働力需給関係に大きな

拶斧をおよぼすことは疑いない。すなわち，事務員につ

いては労働jJが供給過剰になり，生産労働者については

労働力不足が深純化するという事態の到来が…予想される

のであるの (~Hl炎)

ところで，以上みた就職，転職希患者たちは就職先で

どの脱皮の笈金をうることを希望しているのであろう

か。その状況を次にみてみよう。まず在学者を除いた一

般男子では当然のことながら希望者の年齢によって異な

り. 15~19歳!替では 15.000門~30.000円未満. 20~29歳

23 

イトが最も蒔くなっている。さらにここで特徴的なこと

を lつだけ述べておくと，現在家業に従事中の転職希望

者は希望職積として自動車運転手を挙げるものが多かっ

たヰf突で、ある。特別の技能経験も勤務経験もない家業従

事者占にとっては自分のもつ肉動車運転免許を就織に役立

てたいと考えるのは当然といえる。つぎに女子について

みると，調査対象23人のうち司令嬰衰の多いのは事務負9

人，雑役婦 7 人の 2 つだけで、あとは希望者 1~2 人程度

で分散している。しかし大体の傾向は事務長，

どの事務的技術的機種と雑役綴，検びん;仁などの単純労

働的職種に分れる。そうして未婚者は官íj省主/~告さ塁するこ

とが多く，既婚の主婦層は後者を希主義することが多レo

kTの希壊滅積は大体以上の2つに分かれ，そのi七ネも

半々 となってし、るじ(、第40表)

以上で占般の希望者の希望職J療についてみてきたか

ら，今ぽは就職希望祐二学者の希護職穏についてみてみよ

うじまず男子て、は調査対~72人のうち日人以上がず3裂し

た職務:をあげてみると，事務長39人，教員5人，技術員

5人で，あとはし、ずれも希護者4人以下の職種であるっ

このように事務員希望が全体の過半数を占め，その他の

希察職種も教員，技術員など技術的専門的綴穫が多くな

JI 39 

'ぶ

(一般)

2 

1 

就職転職希護者の年齢層及び希望賃金階層J，J1j役帯員数
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工業化と労働力移動

層では25， 000円~35， 000円未満. 30~39歳層では30， 000

円~40， 000円未満と年齢層が高くなるにつれて高い賃金

階層に希望が集中している。ところが40~49歳!習になる

と，希望賃金はかえって30~39歳腐より下沼るものが多

くなり， 30，000円未満の賃金を希望するものが半数を占

めるの 50歳以上になると希望鐙金はさらに{尽くなってい

る。このように40歳以上になると希望賃金水準が低下を

示すのは，高い賃金を希望した場合には援用機会が与え

られないという中高年齢層の就職難を反映しているとみ

られる。女子の場合には男子と異なって年齢による差異

が余り顕著でなく，希議賃金は大体10， 000~20， 000円の

ところに大半が務惹いてし、る(第42表jつぎに在学者に

ついて希望賃金をみてみると， 努子の場合は 15，OOO~ 

19，999円の重量金階層に半数以上の希望が集中し，あとは

殆んど I段下の 10，000~14， 999円と 1段上の20，OOO~ 

24，999円の間階層に分かれている。これに対して女子の

場合は15， 000~19， 999内と 10， 000~14， 999円の 2 つの賃

金階層に希望が集中している o(第43表)したがって，女

子ゎ希望賃金は努子より低いことになるO このような在

学者の希婆賃金は今年の学卒賃金の実態からみて幾分局

自といえようが，このことは在学者たちが学卒初任給に

ついてIE磯な知識をもちそのヲl上げを希翠ーしていると考
えることもできる。学卒労働市場の鉱大と組織化の影響

により，在学者たちの職業知識は相当援寓になっている

のである。

第43~箆就職希望者の年齢階層および
希望賃金階層別世帯員数(在学者)

三1 721 58 1 14 1 53 1 49 

4，自99[11以下

5，00口-9，999 
10，000-14，999 12 11 1 21 21 

15，000-19，999 38 35 ヨ 25 23 2 

20，000-24，000 18 11 7 4 2 

25，000-29，999 4 1 5 i 1 

不 明 2 2 

資料/tI所，前表と前1じ

第3j裳 労働力不足と労骨市場の変化

と壇男子人口の増加率が31.1%であるのに，女子人口は

32.4%となり女子の方が幾分増加率が高いコこのように

生産年齢人口が3割以上の増加を示した主な婆罰は，い

うまでもなく本地域への人口流入に求められる。そこ

で，この流入人口につL、て，流入の主体をなす人口簡は

L 、かなる年齢層であったかを捻定してみようっこのこと

はヱド地域の労働力の供給構造を明らかにする上で有益と

思われるからである。推定の方法としては，生命表生残

率やセンサス生残率を用いるという傾倒jな手続きをとら

ず，昭和30年当時の n歳人口を35年の (11→5)殺人仁!

と比較するという単純な試算によったっしたかつて，そ

の結巣求められた数字は5年間の死亡数や年齢別死亡率

の差異を需要視したものである。しかし，ここでの目的は

流入人口の年齢別機造を明らかにすることにあるわけだ

から，以上の欠陥は余り問題とならなし、。この作業によ

って算出された人数は約6万4千人であるが，この期間

の生産年齢人口の死亡数が含まれていないのでこれを考会

話ますると， 30年以降の純転入人口は約7万日千人とな

る。この転入人口の年齢構成を上記の方法によって算定

した年齢分布によってみてみると，非常に特徴的な事実

が明らかとなる。すなわち，転入人口は年齢階層が法け

れば若いほど多くなる。 j設にいうと，年齢階層が高まる

につれて転入人口は減少傾向な示している。このことは

他の大都市でもみられる現象であるが，本地域の場合，
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就業人口の増加と就業構滋
↑ 
当問。

(1) 労働力人口増加の特徴 17 ??  ヤ ヂ ヤ 45 50 55 60 
本地域の15歳以上の生産年齢人口は昭和35年の濁勢調 年令+望号手手望号苦手望号

査によると，約47万7千人を数え， 30年当時と比較する 第10eさj 30~35年の 5 年間における純移
と31.7%の増加率を示している。これを男女別にみる 動人口の今ゴ齢機成

叩ヲ9-



30 年

35 年

35/30 

資料出所，総理府 re菌勢調遊」
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第44表生産年齢人口および労働力人口の推移

者年齢層への傾斜は非常に極端となっている。これを転 分潟くなっている。努女別にみると.やはり男子より女

入人口に対する比率で示すと. 15~19歳溺は38.3%. 20 子の方が伸びている。本地域の労働力率は生産年齢人口

~24歳隠は34.6%となっており. 25歳未満の若年齢層が より労働力人口の増加が若子激しかったため.0.5ポイ

全体の約73%を占めている。したがってこの比率をグラ ントほど高まっている。

ブ{じすると. 15~19歳!習をピークとし，社会減の60歳以 つぎに昭和初年からお年にかけての二本地域の就業人口

上!替をボトムとする急カーブの右下りの線が措かれる。 の動きをみてみよう。就業人口は上訟の5年間に34.4%

この事実は本地域への若年労働力の流入がかなり活殺な 増加し， 35年には28万2千人となっている。しかし，こ

ことを示すものである。しかし，以上明らかにした事実 れを従業上の地位別にわけてみると，その動きには，か

は地域全体としての動きであって，地域内の個々の市田I なり異なった傾向がみられる。すなわち就業人口のうち

村についての指摘ではない。地域内でめ市町村について 最も激しい増加テンポを示したのは民間の雇用者で，そ

鏑別的に検討してみると，地域全体の傾向にやや類似し の増加率は72.7%に達している。これに次く白のは藤用者

ているのは札幌市と手稲町だけで，他の町村ではかえっ のある業主.1.i公の援用者などであるが，その増加率は

て若年震の流出傾向が顕著である。(第10図)これらの周 20%前後で民間の麗用者に遠くおよばない。また， ii夏用

辺町村の流出者は札幌市の流入人口の一部を構成すると 衰のない業主はその増加率が7.2%で，蒸しく伸びが体

いう関係になっているから，先きに挙げた木地域の純流 滞的である。さらに家族従業者にいたっては，かえって

入人口には含まれていないことになるO しかし，すでに 人数が6%近く減少している。以とのような地位別人口

述べたように，工業化の影響は漸次これらの町村にもお の動きによって，就業人口のなかで占める民間の雇用者

よんできているから，現在ではこの様相はかなり変つて の比率は急速に高まっている。すなわち，民間の藤用者

きていると怠われる。 の比率は30年当時には就業人口の52.6%であったが， 35 

つぎに労働力人口の推移についてみると 5年間に 年には61.2%と8.6ポイ γ トも上昇している。官公の麗

32.9%の増加をみせ昭和35年には約28万6千人となって 用者を含めると，本地域の就業人口の約8割は緩用者に

いるo したがって，その増加率は生産年船人口よりも幾 よって占められることになる。このように，本地域では

第45表従業上の地位別就業人口の推移

音ト 援用者のある業主

210，062 % 3.7 
35 11' 282，376 Fぢ 3.5 

134.4 120.8 

市札事尾
五司日 年王手 184，5，D9881.2 8 。5，名6 3.8 

253 3.5 
35/30 1 125.7 

稲田手I 
5505 年王手

4，558 % 1‘B 
6.154 5ぢ 2.0 

35/30 135.0 157.5 

I村滋I、 初35 年年
3，638 

実芦百ぎ
1.6 

3，614 1.9 
35/耳目 99.3 119.0 

石狩関I
五初日 年年 4，999 

ヌ受ぎぎ
6.1 

4，662 6.8 
35/30 93.3 103.9 

町臣感室
3吉0日 年年 12，885 F百 2.7 

13，958 % 2.9 
35/30 108.6 118.8 

資料出所， r自書勢調変」
主主 分類不詳ーをのせ口、ないので各燃の合計i土100とならないことがある。

100 -

民間の緩用者

52.6 
61 2 
172.7 

57.日
64.8 
156.9 

36.5 
5日.0
184.9 

18.4 
24.0 
129.4 

25.7 
25.6 
守2.9

15.7 
20.5 
141.1 



工業化と労働力移動

今や就業人口の動きは雇用労働力の動向によって左右さ

れるようになっている。これに反して家族従業者，雇用

者のない業主などの自営業爆の比率は著しく低下してき

ている。このような自営業膚は前に述べた農民壊の分解

の事例でも明らかなように，本地域の工業化の影響をう

けて雇用労働者として働くものが多くなっている。た

だ，商業自営の場合には，緩用労働者のなかから

!欝へ移行するケースも多いので一概にその動きを断定す

るのは危険である。しかし全体としていえば. 35年当時

に比べ援用者の比率は一段と高まワ，自営業層の比率は

反対に低くなっていることは明らかである。さらに，就

業人口の動きを市町村別に検討してみると，就業人口全

体の増加テンポにはかなりの遼いが認められる。しか

し. '1:ヨ狩町を除くと，いずれの市町村においても最も伸

びの蒸しかったのは民間の緩用者であり，このことは家

族従業者の絶対的減少と並んで各市町村共通の傾向とな

っている。これに対し，麗用者のない業主は広島村，石

狩町および恵庭町などの農村地域では絶対的減少を示し

ているのに，札幌市と手稲町ではかえって増加している O

このような違いがみられるのは支として商業の動きによ

るものと態われる。札幌市と手稲町では前者に比べて扇

業の占めるj主主義が高い上に，増加も著しかったため，農

業における業主!替の減少を補う結果となったものと推測

される。尤も就業人口全体のなかで占める比率は札幌市

や手稲田了でも等しく低下しているO さらに石狩町につい

てみると，この期間に就業人口は7%ほど減少を示して

いるが，民間の雇用者数も水産加工業の不振によって同

じく減少しているため，その比率は殆んど変っていな

より広いという点である。札幌職安の広域は今回の調査

地域に含まれている 5市町村以外に，江別市，子才市，

当別町.n事田村，新篠津村など2f行 3町村を含んで、い
る。今回の調査地域の札幌職安管轄区域における比重な

みると，全就業人口ではその約33%程度であるが，手|三 l

次産業就業者では約61%を点め過半数となっている。し

たがって，援用労働力に関しては札幌職安統計は本地域

の動きをど一応代表していると考えてよいであろうっ

失業保検業務統計の被保i没者数によって耀用労働力の

動きをみてみると，札幌職安管内の被保倹者数は昭和35

年7月末の134.666人から38年7月末には211，505人とな

り3年間で5割近い伸びを示している。同じ期間におけ

る北海道全体の伸びネは37%程度であったから，札幌駿

安管i勺の雇用労働力の増加は相当顕著なものであったと

いうことができる。ところで，雇用労働力の増加が著し

かったのはし、かなる建築分野であろうか。 35年の状況は

産業別内訳が不明なので36年と38ifについて産業大分類

別にみてみると，最も増加の激しいのは卸売業小売業で

その増加率は44.6%に及び，次いでサーピス桑，建設業

などが増加率40%程度となっている。それに対して製造

業の増加率は24.8%でこの管内としては比較約低い方で

ある。しかし，北海道全体ではこの郷関に14.6%の伸び

しか示していなし、から，これと比較すると10%以上も比

率が高いことになる。さきに挙げた3つの産業の場合も

北海道全体の動きと比較すると，その伸び喜界は大穏に上

回っている。また，金融保険不動産業，運輸通信業など

もこの期間に3割以上の増加をみせている。さらに実数

でみると，最も増加数の多かったのは建設業の 16.909

い。(第45表) 人，次いで卸売業小売業の15.031人，製造業の8.136人，

12) 扇用人ロの推移と変動 サーピス業の6.367人などが挙げられる。(第46表)しか

つぎに緩湾労働力人口の動きについてみてみよう。こ しここで際慈しなければならないのは，卸売業小売業や

こでは資料の関係上機安業務統計を用いるが，一言こと サービス業の場合は，この統計に含まれていない緩用労

わっておきたいのは，札幌職安の管'絡区域との喰い違い 働力がかなりの比率に速するということである。この業

のため，職安統計の対象とする区域が労働省調査の地域 務統iltは労働者5人以上の事務所における動きしか現わ

第46表失業保険被保険者の推移

正十 製造業 卸っそ言権小光業

763，671 183，907 1百5，310 91， 382 

J53年 7月 921噌044 239.978 223，922 123喝480i 
必 38-36年 jち7，373 56，071 28，612 32司(1可8

ヨ81き8 120，6 1京J.G ¥ 1l4.s 135.1 

155，久45 32， '161 33，702 
211，505 60，829 48，733 
55，虫目。 16，百日9 8.136 15，031 

38/お 136.0 138.5 124.8 144.6 

資料出所，北海道労働部「失業保険業務統計j

よ主 掲げるの合省略したffi完ぎがあるので各織の針ほ合計とi土一致Lf;:t。

-101-

9.976 

13，123 

五，14'1

131. 5 

69，605 

t5.9日4

¥29.6 

15，639 

22，0臼B

6，36'1 

140.7 
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第41表製造業中分類別被保険者数の推移

36年7月 ヨヨ年 7月 38 36年 38/36 36 f:ド 7月 38/36 

1骨5，310 223，9ヨ2 28.612 114.6 32，769 40，897 8，128 124.8 

食 宇! A33 52，584 62，026 9，442 118.0 7，203 1日.781 5包578 149.7 

守勢 子柱 7.428 時，8害罪 ふち95 92.日 1，949 1.ち90 6 359 81.6 
ijj， 2.272 J，998 ム 274 87.号 ? 5i"3 

1 オミ +す 40，996 47，333 I 色337! J 15. 5 五，479 私344 会 135 96.1 

家 奥 ち，573 '1，175 128.7 1，509 2，181 日72 144.5 

パルプ革illi 12，司93 13，589 596 104.6 2，251 2，258 j 100.3 

出版 I'lJ 取j 10，330 12，21日 1， 88日 118.2 ι866 5，88日 1， U14 1208 

11; 司{支 7噌 '771 7，505 6 266 百6.6 ? 8う5
ヤf J入 4，938 6，979 2，041 141.3 1， 510 2，390 880 158.3 

ifi j 11.166 14，702 ヨ，536 131，7 3，042 3，846 呂04 126，4 
費時 16，110 16，498 I 3き呂 102.4 ? 211 

aそ 行71 345 6 225 60，6 ? I 32 

9:)2 ' 崎製品 5，8，11 8，040 2，190 137.6 1， 907 2，859 149.9 

機械式;ぉ 7，0342 9，197 1~ 355 117.3 2，064 2，305 241 I 111.7 
1瓦気機器: 312 374 62 I 12日.0 ? 187 

6，064 6，269 ? 352 

務僚機号器 121 145 24 1 . 119，日 ? 64 

その他 2，398 ぇ6531 255 I 110.6 ? 1，181 I 

資料出所，北海道労儀費1r失業保険業務統計J
，]: 35停の札幌聯(t(畿内の数字は資料不備のため不明数字がある。

さなし、から，個人磁陪，美容，瑳幸子所，医院などで働

く労働力は除外されることになる。この点を考慮する

と，卸売業小売業の増加数が最も多かったと考えられ

る。製造業についてさらに中分類別に増加状況をみてみ

ると，札幌職安管内で最も伸び率の高かった業種はゴム

で58.39るの増加を示し，次いで金属製品，家具，;繋業土

5などの11頴となっている o(第47表)したがって工業統計

の場合より食料品の増加が著しくなっているが，これは

対象地域が異なっているためと考えられる。逆に減少

を示した業穫は繊維，木材などである。繊維の場合は本

地域最大の工場であった帝燈繊維の工場閉鎖の影響によ

るものであるが，木材の場合は原木不足による原料高騰

のため経営関難な工場が増加したことが原因と

る。
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第11鼠 失笑保険被保険者数の月別変動

次に，緩用労働力人口が月別にどう変動しているかと

いう側面からその動きをみてみよう。失業保険被保検者

の月末人員の推移を全産業についてグラブ化すると次の

凶のように 1~2 月をボトムとし， 9~10月をピークとす

るカーブ'!J;捕かれる。昭和38年の状況について実数でみ

てみると，被保険者数は 2月の146，443人から 9}jの214，

750人にいたるまで急ピッチで増加を続け， その後11月

になって始めて減少に転じ， 12月にはさらに急激な減少

傾向をみせている。このような傾向を示す最大の婆留は，

図でも切らかにされているように建設業労働力の季節変

動に求められる 3 札幌職安管内に限らず北海道の建設業

は積雪寒冷とL、う気候条件に制約されて冬期間仕事を休

まざるを得ない実情にある。この事情は最近の建設技術

の進歩ーによって除々に解消されつつあるが，まだ冬期間

不り絡な仕事が多い状態である。このため建設業労働力

の動きを年筒通してみると，極端な季節変動が認められ

るO 札幌職安管内の場合，建設業以外の産業ではこのよ

うに激しい変動を示す例はない。たとえば製造業につい

てその変動をみても，ボトムの 2月に34，260人を数えた

被保険1者数がピーク時の8flには41， 141人となり，約23

%のJ:!;qIJI1となっているが，その主主'11/iH工綾設業に浅く及ば

!:rい〉このことは関に示された製造業被保険者の動きを

みても切らかである。(第11関)しかし，ここで注意する

必裂があるのは用いた資料の限界性についてである。失

業保険業務統計はあくまでも一般失業保険加入者を対象

としているわけだから，絞近の入手不足の影響をうけて

増加している主婦!替のパートタイマーなどの動きは示さ

ない。ところが本地域工業のなかで高い比重を占める食

ー102-
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第48表失業保険被保険者の労働異動率の推移

ゴヒ
fi 務桝許5涜B年年麓毎

60.0 58.2 118.2 

職札幌安

36是正 円0.9 48， f1 109.4 

37年 54伺8 47.4 1日2.0

38年 56.0 50.2 106.2 

資料出所司 J~海道労信号期: r失業保険業務統ロトJ

料品工業においては，このようなパートタイマーの緩用

が感んとなってきている。これらの季節的臨時工の動き

をど含めると，製造業の場合でももっと激しい季節変動の

波が1えられる答で、ある。

儀後tこ緩用労働力の流動状況についてみてみよう。年

間の一般失業保険の資格取得者数および喪失者数を7月

末の被保険者数で除して入職率，離職率を求めてみる

と，全産業における昭和38年の入職率は56.0%.離職率

は50.2%となり，これらを合計した労働異動率は 106.2

%となっている。したがって，年間の入職，離職による

異動数は7月末の被保険者数を上回っていることにな

る。しかし，これらの比率は北海道全体の数伎と対比す

るとまだ低くなっている。このことは季節雇用のため労

働力の流動性向の高い水産加工，缶詰，木材などの季節

産業のウzイトが低いためであって，決して経済活動の

不振を示すものではない。年次別の推移をみると，入職

率，離職率とも36年から37年にかけて低落しているが，

38年には再び橋高ずる傾向をみせている。製造業，非製

造業別にみると，非製造の労働力流動は製造業に比べて

かなり活発である。 38年の労働兵動率でみると，製造業

の場合には81.3%であるが，非製造業の場合にはこれをど

大きく上回る 112.2%の比率となっている。年次別の動

きは向者とも全産業の動きと同様である。〈第48表〉

(3)職安労働市場の動向と問題点

これまでは就業構造の変化を中心として本地域の労働

力の動きをみてきたが，ここでは雇用労働力をめぐる需

給関係の実態がどうなっているかをみてみよう。札線職

安の業務統計によって労働力の需給関係をみると，月間

有効求人数は昭和36年から37年にかけて急増しているの

に対して，月間有効求職者数の矯加がこれに伴伝ってい

T品、ため，求職倍率は34年の1.0倍から37年にはO.7倍と

低下し.38年にもこの比率にとどまっている。また，就

職数は場加しているけれども月筒有効求人数の急増テン

ポに追いっかないため充足率は34年の10.7%から37年に

は7.9%と低下し.38年になって者千もち直したものの

なお8.2%の比率を示すにすぎない。このように絞済活

46.4 

49日

42.2 

43.3 

42.8 89.2 64.4 632 127.6 

35伺i 84.1 64.2 日2.1 116.五

3~j. b 'li. " 57. 9 50.6 108.[) 

38 0 81.五 69.1 53.1 112.2 

;動の活緩化に伴なう求人数の増加によって，札幌職安管

内では求人難が深刻になっている。しかし，有効求職者

の就職率の推移をみると，求人難の進展にもかかわらず

求人と総合する求職者は比較的少なしこのため就職率

はかえって低下傾向を示している。(第4ヲ表)もっとも一

般労働市場の有効求職者のなかには相当数の失業保険金

受給者が含まれており，札幌職安管内の場合には，建設

業をはじめとする季節労務者のウ L イトが高いが，これ

らの季節労務者は有効求職者ではあっても12月から3月

までは就職せず失業保険金を受給することによって春ま

で待機期間として過ごすのが常である。また求人につし、

てみても，冬期筒だけしか勤めない彼らを吸収する処は

多くない。就職率の上昇をさまたげる号室2内の特殊事情と

して以上の要因が挙げられるが，しかし，これは就職率

低下の主要な要閣とはいえない。問題は求人側の希望す

る条件と求職者の希議する条約二とが結合しないことにあ

る。求人側からいえば労働力不足の影響をうけて地元で

第49~髭学卒を徐く一般労働市場の需給状況

~~ J昭和37年月平均[103.860
選i 弱 1150.8911160.71ヰ24.8661 1.0 

，昭和34年月平均115.6961 15.0141 1， 6121 1日 10.7 

中LI 35 1 18.4671 16.0711 2.叫 11・1
申皇 36 1 21.7541 25.5911 2.6331 0.9 

13.3 

10.五

要 37 1 23.7781 34.6鉱山81 0.7 7.9 

、 38 1 27.1521 36.9131 3.0361 0.7 8.2 

資料出所.;11;海道労働部「職業安定業務統計j

織自家 主F指令別職業紹介状況 (38年10月)

19歳以 F
20 -似議
25 - 29議
30 - 34滋
35 - 事事績

40 -制裁
45 - 持続
50 -制裁
55 - 59議
日日 - 64歳

年齢不r.者

1.口06
4.13号
2.640 
1.530 
1，266 

8711 1， 093 
7331 292 
7271 860 
5131 8J 
4981 

260 

資料11¥所，札幌公共機業安定所「綴業五:定業務統計J

10.3 

116 

12.1 

11.6 

11.2 
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はj屋外労働が多いという仕事の特殊性と雇用の不規別性

とによって，未経験の求職者にとってなじめない産業の

1つに属する。求職者のなかには建設業への就職を敬遠

するものも少なくない。さきに触れた求人難と就職難の

併存という矛盾した事態は，本管内の激安労働市場のな

かで、建設業が異常に高い比;震を占めていることに起因し

ている。このため就職者全体のなかで占める建設業就職

f告の比率は求人数の場合より 15%下I:9Jった59.7%にとど

まり，その充足率は25%以下にすぎない。しかし建設業

の場合には主として東北各県および道潟地方から地元就

職者を上困った人数の季節労務者を受入れることによっ

て労働力不足に対処している。

つぎに就戦者の動きをみてみると， 34年当時と比べて

伸びの大きかった産業は農業，建設業などであるが，建

設業の場合はそれでも就職者数は求人数に対して著しく

少ない比率にすぎないしまた農業の場合は34年の絶対

数が極端に少ないことが高い伸びの康問となっているο

38年の農業就戦者数は37年より下回り減少綴向に転じて

いる。これらの次に伸び率の高い産業は金融保険業およ

び遂事食通信業であるが，遂輸通信業の場合は2僚に近い

求人数の伸びと比べて就職者数の伸びは48.3%にとどま

っているため求人難が深刻となっている。電気ガス水道

業，製造業およびサーピス業などは伸びネ20%台に並ん

でいるが，製造業の場合には建設業や遂事命通信業の場合

と異なり求人数の増加とパランスがとれている。(第51

表)このため製造業の充足率は50%以上を維持し，建設

業の比本の2倍以上となっている。 38年の製造業就織者

の業種別内訳をみると家具，窯業土石が夫々18%以上を

占め，次いで、食料品が13.3%の比率を占めている。この

ような家兵の高い比率は就職者数の急速な増加が療関と

なっており， 34年当時の構成比は8.0%にすぎなかった

のである。これに対し窯業二上石，食料品などの業種は全

体に占める比率はかえって低下している。

ところで，札幌職安努内では以上述べたように主主設業

は希望する労働資質をもった求職者を見出せないという

ことであろうしまた，求職者の立場からすると求人数

は増加してし、るが希望にあった磯場条件の処はないとい

うことである。管内の労働力の需給状況は求職倍率，充

足率および就職率のいずれにおし、ても北海道全体の比率

より下回っている。このように札幌職安管内では地域経

済の発展につれて求人と求職のアンバランスがー罵激し

くなり，その結果求人難が深刻化すると同時に就職難も

ひどくなるとし、う矛盾した姿を示している。札機職安が

38年10月に行なった年令別求職，求人，就職状況調査に

よると，就職率はiヲ才未満のものでも15.0%を示すにす

ぎず， 20~24才!習で 7.8%，それ以上の年令!懇ではいす。

れも 6%以下となっている。(第50表〕

ところで，とくに36年以降急増したといわれる求人は

いかなる産業で伸びを示したのであろうか。ここでは38

年の求人数と34年当時の求人数との比較によって検討を

加えてみよう。産業大分類別にその状況をみてみると，

最も伸びの激しかったのは農業で，建設業がこれに次い

でし、る。この跨産業の求人数は341手当時の 3倍以上とな

っている。これらに統く産業は滋気ガス水道業および還

機通偉業で，いずれも求人数は34年の2倍程度となって

いる。以上挙げた産業以外では増加率は著しく減少する

が，金融保険業，サーピス業および製造業が増加率2~

3割台で、続いている。札幌管内の求人数の増加傾向はこ

のように産業別にみると極端にアγバランスな構成を示

している。 38年の求人数の度業別構成をみても，建設業

が第 1位で全求人数の74.5%を占め，第2伎の製造業は

7.5%でその l割にすぎない。建設業はその比重の高さ

と伸び率の激しさによって管内の求人動向を注右してし、

るo 38年の求人数は34年当時と比べて67，569件増加して

いるが，そのうち60，019件は建設業の求人増加なのであ

る。したがって，求人数が34空手当時の2.3{i'!v;こ増加して

いるといっても，増加した労働力需要の大部分は季節緩

用を条件とする建設業によって占められている。建設業

公務

1. 718 
1.458 

1.344 
1.275 

'18.2 
87.4 

7831 
725 

276 
213 

35.2 
29.4 

産業大分類別求人就織状況の推移第51表
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第5211畏札幌管内への労働力の流入

員十 i藍 内 i麗 外

34 年 18，017 4，047 13，970 
35 25，216 5，703 19，513 
36 24，017 11， 131 12，886 
37 41， 329 16，148 25，181 
38 58，007 21，414 36，593 

資料出iYr，札幌公共職重量7i.定所「機業安定業務統計J

などの季節産業の求人難が深刻なため，大震の求職者さと

管外から受入れている。これらの他管内から流入した労

働者数は34年の18，017人から38年には58，007人と 3倍以

上に増加している。そうして労働者の過半数は東北地方

を主とした本州出身者で， 38王手の;場合にはその64%を点

めている。しかし，流入労働者数の増加につれて本州出

身者の占める比率の低下が目立っていることは注自され

る。(第52表)

以上のように管内の職安労働市場の現状は建設業にお

ける季節労務者緩用が異常に高い比重を占めていること

が主因となり，求人難と就職難とが併存し労働力需給関

係は慈化の一途をたどっている。

性}新規学卒労働力の紋織と移動

ここでは前の考察において触れなかった新規学卒労働

力をめぐる動きについてみてみよう。まず学校基本調査

を用いて本地域の中学卒業者の産業別就職状況をみる

と，幾多薬会主とする第1次産業へ就職するものの比率が

激減し，これに代って第2次および第3次産業へ就職す

るものの比率が高まっている。すなわち，昭和36年3月

の卒業者の場合には，第 l次産業就職者は全体の13.8%

を占めていたが 3年後の39年3月卒業者の場合には全

体の 5.9%を占めるにすぎない。このように第 i次産業

就職者の比率は農家子弟の他産業就職傾向を反映して急

速な低下傾向を示している。これに反して第2次産業の

全体に占める比率は約2ポイ γ ト， i:た第3次産業の比

率は5ポイント増渇している。このように本地域では非

1次産業へ就織するものの比本が高まっており，とくに

第3次産業への流入が活溌となっている。しかし， 39年

卒就職者の構成比からみると，第2次産業は47.1%，第

3次産業は41.9%となり，第2次産業の比率が第 1位を

占めている。(第53表)つぎに高校卒業者の就職状況をみ

ると，中卒者とは反対に第2次産業への就職比率が高ま

り，第3次産業への就職比率は減少気味となっている。

第2次産業のなかでも製造業への就職者の比率がとくに

高まり， 36年卒の23.6%から39年王手の27.3%と約4ポイ

γ トの増E誌を示している。(第54表〉

ところで，以上でみた木地域の就事費者はその大部分が

地域内で就職する。昭和37年3月の卒業生を対象として

北海道が実施した「卒業者の地域別産業別就職状況調査」

によると，ヌド地域の中学および高校卒業者のうち他地域

へ就職するものは中学卒では50人程度，高校卒では300

人緩度にすぎない。したがって地域の就職者全体に占め

る地域外就職者の比率は中学卒で約 1%，高校卒で約6

習時53表中学卒業者の産業別就職状況

第 2 次産業 第 5 次産業
計 第1次産業

苦十 ラち製造業 計 うち卸j、売売業業 サーピス主義
不詳

2.008 277 912 873 740 307 276 79 

's. 2.387 204 1.131 1.085 951 43臼 342 90 

数 38 2.779 157 1.258 1.186 1.175 596 415 18自

苦9 2，840 168 1.337 1.260 1.191 451 565 144 

100.0 13.8 45.4 43.4 37.0 15.3 13.7 3.9 

比 37 100.0 日.5 47.4 39.8 18.0 14.3 3，8 

't; 38 100.0 5.7 45.2 42.6 21. 5 14.9 6.8 

5百 100.0 5.9 47.1 44.4 41. 9 15.9 19.9 5.1 

資料出!丸文部省「学校基本郷食j

第54署長 高等学校卒業者の産業別就職状況

正社 鉱業 建設業 製造業 公務 不詳

時，02弓 92 !11 242 1.18罰 1，495 555 28 311 86 428 314 234 

災計 4，918 6号 38 257 1，287 1.688 490 15 29百 日日 335 257 124 

数 38 4，863 94 30 245 1.768 1，697 456 20 298 61 344 291 149 

当9 4，747 56 41 241 1，2自B 1.361 570 20 230 40 き82 344 165 

比率 { お初年年
100.0 1.8 1.0 4.8 23.6 29.7 11. 0 0.6 5.2 1.7 8.5 6.3 4.7 

1日0.0 1.2 0.9 5.1 27.3 28.7 12.0 0.4 4.7 0.8 8.0 7.2 3.5 

資料出所，文部l省、 f学校基本淑室主J
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第55表札幌市への学卒就職者の流入状況(37年3月卒〉

ワ
ー
ス
J

U

A勾

削

別

部

町

内

5

4

1

 

2

岡

山

印

刷

弐
υ

η

4

4

1

?

"

y

n

u

 

訪

問

山

川

m

n
h
u
n
d

スリ

品
小口十 l'空知

中 校

高等学校

資料的所，北海滋 f卒業背の地域別産主義一別就職状況調ままJ

%と著しく低くなっている。 i高校卒が表子高い傾向をfみ

せるのは，一部の工業高校の道外就織が活淡なためで、あ

る。このような地域外就職者の大半は京浜地幣へ吸収さ

れているが，設近その人数t主主韓加の趨勢を示している勺

とくに，先進工業地帯からの求人の増加につれて工業高

校卒の道外就職が悶立ってきている。現在のところは全

体としてみてみると大した比率を占めていないが，今後

の本地域の工業開発言ピ考えるとこのような地域外就職者

の増加傾向は主主要な意味をもつものといえる。しかし，

学卒労働力の地域間流動という点では，本地域は労働力

の供給地域ではなく，受入地域である。さきに本地域の

地域外就職者について中学卒で、 50人，高校卒で300人と

いう数字な挙げたが，間じ時期に北海道内の他地域から

本地域のセγターである札幌市へ就職した新卒者数は，

中学卒で2，957人，高校卒で3，180人，合わせて 6千人

以上にのぼっている。つまり，地域からの流出新卒者の

17.4t告におよぶ他地域新卒者が就職のため本地域へ流入

しているのである。これらの流入就職者の出身地をみる

と，中学卒の場合には後志の農漁村地帯および空地炭鉱

地帯からの流入が多く，高校卒の場合には以上の地域と

並んで岩見沢市，小隊子行，苫小牧市および江別市など札

幌近郊の都市からの就職が?送機である。!十1学高校別にみ

た流入就職者の特徴としては， や学z卒存でで、は在郡B部のt出包身者

が7答割割u右をf占め市部は炭鋭鉱、地幣を除くと分詩散史しているが，

高校主卒存で

いことが8立つている。このように北海道の首都札幌市

を含む本地域は道内各地域からの新卒労働力の流入が激

しいが，前掲の統計ーによると北海道内で池元以外の市町

村へ就綴ーした新卒者は l万2千人となっているから，そ

の22%が札i燦市へ流入していることになる。 (~55炎)

つぎに職安業務統計をf齢、て紹栴134年以降の新卒労働

力の議姿状況をみてみよう。札幌職安管内ではCf1常卒業

者に対する求人数は3Mt'.から2、増し， 391¥，-には34:<1'当時

の2倍以上に伸びている。これに対して'+'ei士卒求職者数
は年々僅かながら変動を示しているが， 39年の5徒数は34

年当特の 1割増にとどまっている。このため，求人と求

職とのパランスは完全に崩れ，求職の求人に対する倍

ネ，すなわち，求人倍率は34{手当時のし8倍から3.6倍に

その他

720 

144 

576 

はね上っている。またこれに併行して求人充足率も急激

な低下ー傾向をど示し， 34生手当時の47.4~るから39年には20.7 

%に減少しているのこのような求人難の状況は男女別に

みると，男子の方が女子に比べてより深刻となってい

る。たとえば， 39年の充足率をみても男子が13.0%とな

っているのに，女子は26.6%でその差は開いてきてい

る。一方，札幌職安の状況を北海道全体と比較してみる

と，北海道では 39年の求人倍率は1.3倍，充足E容は68.0

%となっており，本管内に比べ労働力の需給状況にかな

りの余裕がみられる。つぎに高校卒業者についてみる

と，進学率上昇の影響をうけて求職者数は一時増加した

が，最近ではかえって減少を示し，結局39年の求職者は

34年当時より 3割を若子上回る程度となっている。これ

に対して求人数は仁科学と向じく36年頃から急増し， 39年

の求人数は34年当時の3傍近くに増加している。このた

め39年の求人倍率は2.3倍，充足本は41.4%となり，中

学卒の場合ほど著しくはないが，求人難が深刻になって

いる。北海滋全体の需給状況と比べてみても，求人倍

率，充足率のいずれにおいても本管内の方が深刻な数字

を示している。

ところで，以上述べたように札幌職安管内における39

年の求人充足率は中学では20.7%.高校では41.4%と極

めて低くなっているが，この数字はあくまでも管内の学

校を卒業した就殺者に対する管内求人の比率である。と

ころが，現実には本管内では他管内から相当数の中学，

90 
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70 
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第12殴 fj)/l足尊重安管内新士見学卒者の充足率、の推移

106 -



工業化と労働力移動

第56表新規学卒者の需給状況
，μ ， 校 l均等学校 校 AJj 等学校

I1読 ヰミ 人 事t l隙 求 I識 求 人 事t 時現 求人倍率 充足率 求人倍率 充足率

20，224 21，866 17，022 19，320 18，770 16，731 1.1 77.8 1.0 89.1 

;lt I 36 17，123 21，280 13，342 27，365 30，628 21， 538 1.2 62.7 1.1 70.3 

海苔8 19，930 25，781 16，914 27，121 32，059 23，725 1.3 65.6 1.2 74.0 

j首 39 21，672 I 2色、444 19，337 27，716 35，761 25，0'70 1.3 68.0 1.ヨ 7白棺1

39/34 107.1 129.8 113.9 143.6 189，5 149. 9 

1， 826 3，213 1，552 3，610 3，679 3，130 1.8 4'(.4 1.0 85.1 

2，166 吉宮718 1，302 5，176 9，686 3，774 1.7 35.0 1.9 39.0 

2，056 6，512 1，576 4，954 7，521 丸916 3.2 24.2 1.5 52.1 

2，016 7，339 1，520 4，807 10，837 4，483 3.6 20.7 2.3 41.4 

39/34 111.3 228.5 9弓.百 293.9 143.1 一 一
資料出街，北海道労働部「職業安定業務統計j

奇 農林漁業 1:絃

第57署長産業大分類別求人の推移(中学)
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資料出所，北海道労働者H職業安定業務統計J

潟校卒就験者の流入がみられる。職安業務統計による

と， 39年3月卒の場合，他管内からの流入就職者数は中

学ではし214人，高校では3，501人に達している Q このた

め，札幌職安管内出身の就職者は中学，高校とも全就職

者の56%程度を占めるにすぎないから，実際の求人充足

状況はさきに挙げた充足率で予想される事態より相当緩

和されたものとなっている。しかし，別の側面からみる

と，全就職者の43%が他管内流入者であるということ

は，企業にとって採用者の職場渡応や地域適応が大きな

向車富となることを意味している。(第56表，第12図〕

最後に36年以降に急増した求人の内訳をみてみよう。

中学卒の場合， 39年の求人数は34年当時にJ七べ4，126件

の増加となっているが，その内訳をみると，製造業が

し932件で第l位を占め，次いで卸売業小売業761件，建

設業639件，サービス業511件の頗となっている。このよ

うに，製造業における増加が全体の46%に達している。

したがって中学卒求人数が増加した主な婆図は製造業求

人の念、増にあると考えられる。(第57表〉一方，高校卒の

場合には， 34年当時と比べ39年の求人数は7，158件の増

加を示すが，卸売業小売業の増加が最も大きく 2，485件
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ころな教えてみると，全体の15%の事業所がこれに属し

ている。また，新設事業所では既存事業所に比べて充足

難は緩和されており，充足率90%以上のところが全事業

所の78%を占めている O さらに，このような充足難は規

懐古川、さくなるに従って深刻となっている。製造，非製

造別にみると，製造業事業所の充足難は前に述べたよう

に激ししこれに比べると洋製造業卒業所の場合は若干

ゆるやかである。以上のような新規学卒者の充足難とは

幾なって，学卒以外の，その他の者の場合には労働需給

関係のパランスがとれており，新設，既存，産業，規模

のいずれの函からみても，充足率90%以上の善事業所が9

実IJを超えてし、る。(第5ヲ表)

このように本地域の事業所では新規学卒者を中心とし

た充足難がひどくなっているが，事業所自体はこの状況

をどう判断しているであろうか。まず，新規学卒者につ

いてみると，新設卒業所では採用が「非常に困難であ

るjと答えたものが19%.1やや悶難である」と答えたも

のが21%.そうして「比絞的務占るである」と答えたもの

が31%となっており，残りの29%は回答なしのものであ

る。 一方.II走存卒業所では「非常にi忍葉重である」と答え

たものが33%.1やや困難である jと篠えたものが29%.

「比較的軍事五るであるJと答えたものが24%となり， さら

に回答なしのものが14%ほど存在する。したがって，事

業所の過半数が新規学卒者の採用についての関難性を認

めていることになる。このような事業所の情勢判断は，

先き紋の充足率の分布が示すものより，かなり深刻であ

る。この主たる要悶は，当初採用予定数と採用数との対

比とL、う充足率の算出方法にあるものと怒われる。この

調査の対象となった事業所は中小企業が大部分である

が，これらの中小食業では従業員の採用計j隔をもってい

ないところが多いが， こうし、う事業所ではさ当初採用予定

教育学部紀要第 11号

を数え，次いで製造業1.376件，サーピス業887件，金融

保険不動産業553件などが続いている。このように高校

卒の場合には中学卒の場合と呉なり，求人数の増加は第

3次産業の活発化に起因すると考えられる。しかし，求

人数の伸びでみると，卸売業小売業やサービス去をなどの

3次産業よりも製造業の方がかえって激しく.34年と

対比した39年の伸び率は4.6倍に達している。このように

札線職安管内の求人数は製造業，卸売業小売業などの求

人増の結果，急速な伸びを示している。(第57表，第58奇襲)

労働力不足と雇用事情の変化

(1) 労働力不足の実態

以上みてきたように，本地域では工業化にともなう需

要さの増加によって労働力の需給関係が極度に悪化してい

るが，このため地域労働市場においては労働力不足が深

刻となっている。ここではその突態を労働省の行なった

事業所調賓の結采を用いてやや詳しく検討してみよう。

まず，労働力不足の実態を充足率の閣からアプローチし

てみると，新規学卒者の充足が因難な毒事業所がかなり認

められる。とくに，製造業では当初採用予定数に対する

就職者の比率，すなわち充足率が50%以下の事:茶所も少

なくなし、。製造業卒業所のうち35年7月以降に建設され

た新設事業所の場合には16%の卒業所，また35年6月以

前からある既存事業所の場合には汐%の事業所が学卒充

足率50%以下となっており，これらの事業所では深刻な

学卒充足難に陵商している。さらに， このような充足難

の状況を全体的にみてみると，調査対象となった既存事

業所のなかで新規学卒者の充足率が90%以上で，大体予

定どうり採用者を確保しているのは全体の70%の事業所

である。残りの卒業所は程度の差はあっても，多かれ少

なかれ学卒充足難に苦しんでいる。充足率50%未満のと

2 

事業所規1奨学卒その他及び充足率別新設既存毒事業所数

100 
100 

100 
100 

100 
10日

第59表
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学卒，その他及び採用の難易別新設，既存事業所数

~ 

者の勉のそ者卒学士見

第60霊長
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言十

存
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製逃{壁
非製造{喜

号!

29.3 
20.7 
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40.1 
19.1 
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30.9 
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足を訴えるものが多い。また.r労働力はなんとか篠保で
きたが，震が問題だjとして労働力の質の低下を心配し

ている企業も多い。これに対して，主婦層については，

「主婦なら街頭広告でも容易に集まるj.r女の人はすぐ
見つかるが，努の人は見つけにく L、j.r女の人の出来る

仕事だから，採用はやさしかったJなどの意見にみられ

るように，むしろ賀子市場が基調のようであり，その賃

金も日給350~400円未満のものがかなりみられる。した

がって，新規学卒者以外のものの場合には需給関係は労

働力の穏類によってかなり異なっており，充足難のみら

れるのは技術者，技能者，および、若年!鞠こ限られている

といえよう。

しかし，新規学卒者，およびその他のものの一部にみ

られる充足難の状況は，本地域の場合にl土地区別にかな

りの室長異が存在するようである。たとえば，最近ょうや

く工業化の動きが活液となってきた恵庭町では，地元に

おける雇用機会が少ないので，町内へ進出した企業の中

卒者採用は容易で福あるといわれている。しかし，向じ札

幌市の周辺地区でも手稲町の場合には，キu機市への遜毅1
が使利であるという条件に制約されて，進出食業にとっ

て地元中卒者の採用はかなり難しい実状である。手稲田工

の中卒者は「地元企業へ就職ずるよりも，札1操市内へ新:

磯して東IJ戟を求めるJ傾向にあるからである。このよう

な労働力充足難の地区援は，もち論，本地域の工業化の

進展によって次第に解消される性務のものである。

以上で本地域における労働力不足の実態を従業員の充

足とL、う倶ij弱からみてきたが，つぎに企業進出が既存事

業所にどのような彩饗を及ぼしているか，事業所の回答

を中心として検討してみよう。既存事業所を対象とした

調査結果によると，企業進出の影饗として「他食業との

対抗上賃金が上‘った」と述べる事業所が最も多く，製

造，非製造とも半数を超えている。つぎに多いのは「従

業員の採用がむづかしくなったjというもので，事業所

申 109四

数といっても具体的な基準がなく回答が悶嫌であるか，

あるいは回答がなされてもその数字は信頼できないこと

が多い。このため充足率の状況によって充足難の度合い

を犯援するよりも，家系所の情勢判断による方がより笑

態に近いものと想、われる。ところで，学卒の充足に!怒っ

ている事業所はお年以降の新設事業所より既存事業所に

多いが，この事実は新設事業所では既存事業所に比べて

施設，設儀，とくに福利施設が行き履いているため，労

働力の吸引力が強いと解釈してよいのかも知れない。さ

らに製造，非製造別にみると，先き程の充足率の差と同

じく，製造業著事業所の方が採用の限難を訴えるものの比

率が高くなっている。

ところで，新卒以外の，その飽の者の場合はどうであ

ろうか。新設事業所では「赤字言に閑難であるJと述べた

ものが 17%.rややm難であるjと述べたものが39%.
f比較的容易である」と述べたものが35%.そうして残

りの10%が回答なしとなっている。これに対して既存事

業所の場合は. r非常に困難であるJと述べたものが26
%. rやや困難である」と述べたものが36%.r比較的草津
易である」と述べたものが27%で，残りの11%が回答な

しのものである。(第60J長〉以上みてきたように，新淡

学卒者の場合よりも「非常に倒難」だと答えた事業所の

割合は低いが，さき程の充足率から予i皆、されるよりずっ

と厳しい内幸子となっている。このE壁崩はその他の者とし

て一括されているもののなかに，質の兵なった各穣の労

働者層が混在しているため，質的差異を無視した充足率

においては需給のパランスがとれているけれども，質的

弱を加味すると充足できない労働力がかなり残っている

ためと思われる。そうして， この問題に関連した毒事業所

の希望をみてみると.r技能の優秀な人が欲しい。 34.5 
歳で人を使える人j.r技能をもった人が不足しているj.
「技術関係者が欲しいj.r良質の若年労働力が入手しに
くLづなど，技術者，技能者，あるいは若年労働者の不

資料出所前ri&と同じ
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第61事長企業進取が労働面に及ぼした影饗2iiJ既存事業所数

従業nω採)1]が}押向、円"，M 位日l従業uω']1判 f出企
|対象数

実 j 制場企 計 "己
440 176 "16 45 228 48 68 49 

283 110 50 26 149 2:5 48 32 

数 i非製造 157 66 26 20 79 23 20 1'i 

比
2十 100 40ふ9 11".3 10.5 51. 8 10-日 15.5 11.1 

主主 )1た1主 100 38 9 17.7 9.2 52.6 8 8 n.o 11. :3 
当1
非製造 100 42.日 16.6 12.7 50.3 12.7 10.8 

資料刷所，前去とi潟じ

の約4割がこれを挙げている。さらに，I任意滋職者が多 者は極めて少なく，新設，既存卒業所とも 2%程度の比

くなったJと指摘する卒業所がこれに次ぎ三全体の17% 率を占めるにすぎなし、。ただ，短大，大学卒の場合だけ

な占めている。以上のほか，I従業員の引き抜きが多くな は道外出身者の占める比率が割合高くなっている。した

ったJ，I労働時間等労働条件に関する従業員の不満が多 がって，採用者の98%までが北海道内から採用されてい

くなった」という悩みが全体の l溺前後の卒業所から出 ることになる o (第62表)しかし，面積の広大な北海道

されている。このように， 35年以降における工業化の高 では，府県関を往復する通勤者さえみられる本1十j都府県

まりによる企業新増設の結果，既存事業所をめぐる労働 とは事情を異にし，同じ道内採用といっても採用地域に

力のWfi給関係は大きな変貌をみせている。すなわち，労 よっては本州、!のi燐接府祭との距離をj二四る場合もある。

働力不足の深刻化は既存企業の労働条件を引上げ，労働J このため北海道の労働市場は幾つかの地方労働市場に分

異動を激しくしているのである。 れていると考える方が現実的である。ここで道内からの

(2) 採用者の構成と採用地域 採用者をさらに「管内J，I管外Jの2つに区分すること

つぎに，本地域における緩用事'陪を明らかにするため にしたい。この場合，管内というのは札繰職安管内の意

に，過去 1年間の採用者の状況を調べてみよう。労働省 味ではなく，より広い石狩支庁管内(市部を含む)の窓

調査の対象となった新設事業所は304であるが，このう 味である。こうして区分した結果によると，新設事業所

ち過去1年間に採用者のあったのは292事業所であり， の場合には管内からの採用者は道内からの係用者のうち

その採用人員は4，839人に迷ーしている。また，統存主新業 79%を[与め，殆んど8誇IJに近い。 しかし， ふれを新規学

所の場合には調査対象事業所440のうち391司事業所で採用 卒者とその他のもの別に分けてみると，その内容は呉な

者がみられ，過去1年間の採用人員は6，462人となって ってくる。すなちわ，新規学卒者の場合には，中学，高

いる。これらの新採用者の内訳をみると，新設事業所の 校，および短大，大学のいずれにおいても管内からの採用

場合には，新規学卒者1，650人，その他3，189人で，その 者が約70%，管外からの採用者が残りの約30%を占めて

他のものが採用者の過半数を占めている。新規学卒者の いる。しかし，その他のものの場合には管内からの採用者

内訳は中学卒が設も多く910人，次いで高校卒の640ん は約85%，管外からの係用者は約15%を占め，管内出身

短大，大学卒の 100人となっている心したがって，採用 者の比率がずっと高くなっている。一方，既存事業所につ

者の矯成比は中学卒19%，高校卒13%，その他66%とい いてみても，新規学卒者の場合には管内からの採用者が

う比率を示している。既存卒業所の場合にも，大体類似 約609長，管外からの採用者が約40%となり，新設事業所

した傾向を示しているが，ただその他のものの比率が63 の場合に比べると管内出身者の比率が低下してL、る。こ

%と低く，中学卒が21%と高いのが目立っている! れに対してその他のものの場合には，管内からの採用者

つぎに，採用者の出身地域についてみ、ると，道外出身 が約90%を占め，管外からの採用者は10%程度にすぎな

事務62ii長 過去 i年聞における従業員採用事業所数及び採用者数

存

市

戸

h

行

設

波

新

叫

同

新

け £ド
，その他

2，425 1，343 224 七037

1，650 由1白 640 I 100 3，189 

37.5 20，8 13. :5 3 5 62.5 

34.1 18.8 13.2 2.1 65.9 

資料出所，前議長と悶じ
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道内からの採用者の出身地別構成(%)第63表
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中心としたJ方針をとっていることになる。まず新規学

卒者についての方針をみると， 39年の;場合，r道内採用を
中心とした」ものは新設，既存とも94%に速している。

そこで，r;室内採用を中心としたJ事業所については，さ

らに「管内採用を中心とした」か，それとも「その他」

に属するかを調べて区分することにした。このほ分に従

って新規学卒者の採用方針をみてみると， 3ヲ年において

は，新設事業所では「管内採用を中心としたJものが59

%，rその他」が34%となり，また既存事業所では「管内
採用を中心とした」ものが62%，rその他」が32%となっ
ている。したがって，新設事業所の場合は，既存に比べ

「符内採用をや心とした」方針をとる事業所の割合が幾

分低くなっている。このような傾向は程度の室長はあって

も37，38年の河年においても認められる。新設事業所の

場合はそのなかに含まれている移転事業所を除くと，

般に既存事業所より管内とのつながりが浅いため，採用

地域を始めから管内に限定した場合には，従業員の採用

が閑難となる事業所もでてくることが予恕される。以 iこ

の傾向を示すのはこのような事情によるものと思われる

が，問者の速いは比率の示すとおり余り大きなものでは

ない。さらに37年以降における従業員採用方針の変化を

みてみると，該当する事業所数が毎年変動しているの

で問題はあるが，r道内採用を中心としたj方針をとって
いる事業所の比率が傑かながら低下する傾向が認められ

る。この傾向は新設，既存のJJIjなく共通しているが，こ

れはー郊の卒業所で採用地域を限定せず，広く人材を他

に求める方針に切りかえる処が出ているためである。し

かし全体の比重からみると，その変化は著しく徴弱であ

る。一方，学卒者以外のその他のものについてみても，

「道内採用右中心としたJ事業所が大半で， 39年につい

てみると，新設では96%，既存では95%の比率になって

いる。さらに「管内在中心としたj事業所は新設では62

%，既存では67%の比率をおめている。新規学卒者の場

合と比べてみると，該当事業所数がずっと多くなってい

るが，それでも「管内を中心としたj方針をとる事業所

の比率が高くなっている。このように，新規学卒者に比

べてその他のものの場合には管内中心の採用方針をとる

一111-
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い。さらに製造，非製造別にみると，高校卒採用者の採

用地域の遼いが自立っている。すなわち，製造業事業所

では新設，既存の如何を問わず，管外からの係用者の比

重が非製造業と対比してかなり高いのである。このこと

は，潟校卒を地域内で採用することが困難であるため，

管外から学卒者を吸収していることを示しているo 製造

業で規模別にみると，むしろ規模の大きな卒業所の方が

管外出身者の比重が高いのである。(第63表〕

以上述べた本地域の労働力需要さの内容は，工業化のテ

ンポがかなり急速であったがために，労働力供給側の条

件に制約されて変更を余儀なくされた簡も多い。その災

例を lつだけ挙げてみると，学卒採用者の問題がそれで

ある。さきに務らかにしたように，過去 1年間の採用者

のうち新設事業所では34%，既存事業所では38%の比率

を点めていた。しかし，新規学卒者に対する本来の労働

力需要はもっと大きかったと考えられる。統計を掲げな

いが，このことは今回の調査によって今後 1年間の採用

予定者を調べた場合に，全採用予定者に占める学卒者の

lt設が過去1年聞における比丞より15%以上も高くなっ

ている事実からも推察される。コド地域の学卒者に対する

需要さは，この数字の示すように本来は採用者の過半数を

越える上七援をもっていると忠、われる。この点に関連して

「新卒が欲しいけれども来ないのであきらめているJ事

業所も相当多いことを忘れてはならない。

(3) 治働力不足と採用方法の変化

労働力不足が激しくなるにつれて，ヌド地域の卒業所の

従業員採用方法にも一定の変化が認められるようになっ

ている。ここではまず，本地域の事業所が従業員の採用

についてし、かなる方針をもち，そうしてこの方針がどう

擬移してきたかをみてみよう。本地域の特色として第 l

に指摘できることは，採用地域を他の府県に求めている

7事業所は殆んと、見あたらないことである。今回の調主主結

果によると，新規学卒者，その他のものを関わず「道外

採用を中心としたjと答えた事業所は全体の2%にも達

していなし、。さらに「道内採用道外採用を半々としたJ

と答えた事業所も多くて 5%以上にとどまっている。し

たがって，本地域の事業所の圧倒的多数は「道内採用を
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年次，製造，非製造，学卒その他及び採用地域別楽業所数第64表
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なっているが，その後「縁故」が急速な伸びを示し， 39 

3ゃには遂に「学校J，1織安Jを追い越して第 1伎を占め

るようになった。このように 労働力不足の深刻化とと

もに採用経路のウェイトのおき方も変化をみせており，

設lR点経路としては「学校jが，また補助的な経路とし

ては「縁故Jが君主婆祝されるようになってきた。新設事

業所の場合にも，このような新規学卒者の採用経路の変

化は河様の動きを示している。尤も，新設事業所の場合

は，事業所の新設によって調査対象事業所の絶対数が土持

力11しているため，1学校Jを最重点とする事業所数はむし

ろ;場加しているが， 37年当時には第2位だった「産業安」

がその後急増したため，これに追い越されて第2位に務

ちた形となっている。このように，1験安」や「縁故jが

主主要観されるようになったことは，従来， t采用者を地域

内の新規学卒者に限定していた事業所が給源の拡大によ

って労働力不足を解決しようとしていることを示すもの

で、ある。

つぎに，新規学卒者を徐くその他のものについてみる

と， 37年当時には最主主点経路として挙げられているのは

「縁故j，1広告j，1職安」などであり，そのうち「縁故J

が第 l伎を点めている。この傾向は新設，既存の事業所

の穏類の別なく認められる。しかし， 39年にいたると既

存率‘業所の場合には「広告」が「縁故jを追い越して!;fi

l位を占めるようになるO これに対して，新設卒業所の

場合には39年にいたっても「縁故Jが{患を引き離してト

ップに交っている。さらに，卒業所が重点経路と併用し

た絞路をみると，この場合は既存，新設とも「縁故lが

3年間にわたって第 i伎を占めている。〔第65炎)

ところで，以上みてきたように，新鋭学卒者に関して

は「月銭安jの機能を通じて労働力を俄保しようとする期

待が高まってきているが，このことは「職安」機能の現

状について必ずしも卒業所{泌が満足していることを示す

ものではない。この点に関する事業所の意見をここで紹
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事業所が多い。この事実は新規学卒者とその他のものと

の，労働需給関係の違いを反映していると忠、われる。

さらに製造，非製造別にみてみると，製造業事業所の

場合には緩めて注目すべき動きが認められる。すなわ

ち，製造業の新設事業所では新規学卒者について「管内

採用を中心とした」方針をとるものの比率は39年以降年

々減少をつづけ， 39年においては全体の50%を占めるに

すぎなくなっている。これに反して「その他jの方針を

とるものの比率は土問i認を示し， 39年には46%を占めるよ

うになっている。これ程ドラスチックではないが製造業

においては既存事業所の新規学卒者及びその他のえきにお

いても同様の動きが認められる。これに対して非製造業

事業所の場合には，既存の新規学卒者を徐くと「管内採

用をや心とした」方針をとる事長男ITの比取が高くなる傾

向を示している。このJJtフミは製造業事業所の場合には，

工業化の進展にともなう労働力需要の拡大によって従来

の管内中心の採用方針が維持できなくなってきているこ

とを示すものと恩われる。そうして工場労働者を希望す

る新規学卒者は本;地域の場合すでに述べた在学者の希望

職穣の事例jでも明らかなように減少する I可能性はあって

も，その伸びを期待することは隠難であるO このため本

地域の製造業本条:所は係用地域の拡大をはからざるを得

なくなっているのである。

以上，従業員の採用地域の変化をみてきたが，つぎに

従楽員の採用経路の変化を新規学卒者，その他の別にみ

てみよう。まず，新規学卒者の採用経路の変化をみる

と，既存事業所の場合には37年当時における最重点経路

は「学校jで，次いで「公共機業安定方ITj，1縁故」の順

となっていた。ところが，第 1伎を占めていた「学校」

は38，39年と漸減し， 3少年にいたっては第2伎の「職安J

と全く同じウェイトを占めるようになっている。また，

議重点経路と併行して利用された採用緩路をみると， 37 

守当時においては「学校J，1I織安j，1縁故jの)1阪で多く
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第65表年次，学卒，その他，最重点経路，

その他及び採用経路別事業所数

37 37 19 27 32 
78 75 31 38 54 

41 37 24 28 31 
94 9喧 32 42 50 

日J 告 i 議 15 8 9 11 
42 I 45 44 21 31 33 

長ま 放 J 31 1 33 33 12 15 22 
ワ医 80 82 44 55 69 

2 2 1 5 2 
10 9 7 4 ヨ

39 41 40 15 25 筑}
88 86 92 43 55 66 
1 1 2 5 4 
11 11 11 4 6 10 

61 66 67 26 34 43 
102 97 91 39 55 66 

68 70 66 44 58 69 
132 129 126 71 87 109 

10 日 7 10 11 12 
39 45 40 26 i 29 33 

資料出所 在在警護とhlJじ

介してみると，l'安定所は役に立たなし、。人をくれないJ，

「職安は不親切だ。もっと中小企業に親切にして欲し

いJ，l'職安からは失業保険協当ての人が来る。職安から

は本当に働く人が欲しし、」など，紹介機能の弱さを指摘

するものが多しさらには「職安は大企業のための安定

所であって，中小企業のためのものではないように思

う」という極論すら出ている。たしかに，札線機安の実

態をみると，官官にも述べたように，季節労務者の需給調

整および失業保険業務に追われ，一般労務者の需給事務

にまで手が関わらないとし、う傾向が存在する。しかし，

これらの批判をよくみてゆくと事業所の一部に験安の機

能に対する護大な誤解があるように怠われる。職安の機

能はいうまでもなく，労働力の需給と供給とを円滑に結

合することである。求人者と求織者のうち一方の希望だ

けをとり上げ，他を無視することは許されない。したが

って，求人事業所の労働条件が社会的にみて妥当なもの

でなければ，求綴i者は就験を希望しないし，また，験安

の機能も果せないことになる。新規学卒者に関しては労

働力不足の結果，全国的にみると初任給の規模別格差は

殆んどなくなり，今や中小企業でも大食業波みで初任給

を払うのが普通となってきてし、る。織安は大企業のため

だけのものではないが，何時に中小企業のためだけのも

のでもない。それは求人傑ijである企業と求職側である就

職希望者全部のものであるo 職安機能の充実を問題とす

る繰り，以上述べたことが前提となる。現体制の下で中

小食業は色々な聞で大企業のしわ寄せを受けているのは

事実であろうが，それをさらに求職する労働者に転嫁し

ては職安の機能は果せないのである。この点に関連して

問題なのは，新規学卒者でなく，その他のものを対象と

しているのであろうが， l'職安紹介の賃金は高すぎるJ，

「高給を要求されるJ，l'低賃金のため職安より縁故j と

いう事業所が存在することである。このような形の職安

批判は勿論，正しいことtまいえないが，労働力不足の現

局簡において「縁故jを遜じて低賃金労働力が依然とし

て再生産されている事実は注目されてよい。さきにみた

ように，労働力不足といってもその実態は新規学卒者と

熟練労働力不足が基調となっており，主綴層や中高年齢

燃の相対的i遇策lは続いてし、るのである。したがって，学

本以外のその他のものの採用経路において「縁故Jが最

夜点となっている意味についてはもっと検討が加えられ

てよいと思われる。

第4章むすび

以上，工業化の進展によって地域の社会構造および労

働市場構造がどのように変化してきたかを労働移動の側

閣から検討を加えてきた。{殴別的な産業や階層における

変化の実態についてはすでに朔らかにしているので，こ

こでは繰り返さないが，ただ本研究を通じて明らかとな

ったと思われる特徴的な事実を 2，3点だけ指織してお

きたい。

; エ第
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第13図工業化による産業発展のプロセス
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その第1は工業化と第3次部門との関係に関するもの

である。これをシェーマ化すると，つぎのような関が治

かれる。まず，工場が農村地域へ進出することによって

工業が発展を遂げるようになるが，続いてこのような工

業部門発展の波及効果によって運輸，扇動車整備，修恕，

卸売など， 一般に生産関連1tfi3次部門といわれるものが

地域へ進出し，発展するようになる。また，企業進出に

ともなって従業員の決村地域への移動も行なわれ定

数の労働者tH~;摂が地域内に定着するようになる。

ところで，工業と生産関連第3次産去さの発展は，道路，

交通機関，沼気，ガス，水道施設などに対する社会資本

の投下を活後化し，農村地域の生活環境の都市イとを促進

する。-方，従来は地域における主望号産業で、あった農業

は，生産手段と労働力の陶磁から工業化の影響をうけて

脱良化が進行し，所有農地の売却が感んになる。このた

め宅地化が促進され，進出企業とは無関係な人口熔の流

入も激しくなる。そうして，これらの流入人ねによる地

域人口の一定地区への集積な契機として，食料品，雑貨

および飲食応などの小売業や浬容，笑平手およびクリーニ

ングなどのサービス業，すなわち，一般に消費|対述第3

次部門といわれる業種が発!長ずるο つまり，工業化の外

延的拡大過程はその発展の一定段階において新しい荷応

衡を生み出すのである。地域の工業化は以上のようなプ

戸セスで進行すると恕われる。このような新商広衝の形

成によって当該地域の工業化はその発展の第 l段階を終

って，さらに高次の発膝段階へ移行ーすると考えられる。

ここで注意すべきことは次の点である。すでにtu1 ß~ 

でも指摘しているように，工業化の進展が消費関迷第3

次部門に波及し，業i街i苫絡が形成されるためには lつの

前提条件がみたされる必要がある。その前提条{牛とは，工

業化の出発点をなす進出工場が地域内の一定地125)こ集r:J~1

して立地されるということである。このような一定地阪

への工場の築績がなければ消費関連第3次部門の発践は

難しし、。何故ならば，広い地域内に分散して工場進出が

行なわれた場合には，住宅地区の形成が阻害され，人口

の集積度は低くなる。そのため消費需姿を対象とした第

3次ffi¥門の発展を自ら制約されることになる。この事実

は今後における工業開発の進め方に lつの問題を提起す

るものだと考えられる。すでに明らかにしたように，ヌド

地域では幾つかの工業団地造成計闘があるが，現状では

これを単なる工場誘致計画として絞り扱い，工業団地の

造成を慈執とした地域社会の変化として抱える姿勢が余

りにも弱ν、。とくに，農村地域への工場進出が各所に点

在した;診で行なわれている現状においては，工業化を地

域社会の変化として抱えることは。熔重要な意味をもっ

ものと思われる。

第2に明らかにしたい点は，兼業化の進行にともなう

農民!替の社会的地位の変化である。工業化の進展につれ

て農民務内部で‘は専業から第 l種兼業へ，さらに第2種

兼業へと階層間移動が激しくなる。そうして，このよう

な階際関移動は第 l穏兼業への移行の場合には新規学卒

子弟の他産業就職を契機とするが，第2穣兼業への移行

の滋合には新規学卒子ffiのみならず，男子農業従事者層

の他産業就職の形をとる。このような農業からの際家人

口の移動の結果，農民!習は新しく地域に形成された主主労

働関係に大きく包摂され，その社会的地伎は変化を余儀

なくされる。この関係をシェーマ化したのがつぎに示す

関である。すなわち，長室民}脅の新規学卒子弟は依然とし

て専業に留まる一部のものを除き，その大半が他産業へ

就職する。そうして，これらの子弟は地元の進出企業へは

余り就職せず，大部分がより工業化された地域の中心部

に所在する食業へ就殺する傾向がある。一方，新規学卒

者以外のIDtft霊化した良=業従事者の移動先は，賃労働従事

の場合には進出企業の臨時工，あるいは雑役など，一般に

不熟練単純労働といわれる分野が多く，また他産業自覚

の場合にもその日時業する業種は下宿屋，アパート，および

風呂屋など，比較的経験や技能を必婆としない第3次産

業部門の一部に自主られることが多し、。地域の工業化にと

もなって増大する進出企業の従業員のうち，常用工以上

の従業員腐の大半は当該農村地域ではなく，より工業化

された他地域から供給される。すなわち，管理織および

総員!閉ま他地域に所夜する本社および同一企業の卒業所

から転勤によって地域内へ流入するし，また常用工は一

定数の転勤者と他企業からの経験工引抜きによる採用者

によって構成されている。常用工にはこの外，新線学卒

者からの流入部分があるが，地元子弟の就職数は少ない

ので，その大部分は他地域からの流入者である。さらに

工業化の連関効来として発生する第3次自営業も，サー

ビス業の一部を徐きその大半は地元農村地域以外からの

流入者によって占められる。

開
業

第141Al 労働移動からみた差是民腐と地域社会
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以上みてきたように，工業化にともなう兼業化の進行

ということは，農民層の大部分にとって当該地域社会で

労働能力を発揮する機会を狭められることを言意味する。

彼らの地域社会における地位も図が示しているように，

進出企業を基軸とした分野の発展と対比すると少なくと

も相対的には低下せざるを得ないことが明らかである。

すなわち，賃労働分野についてみると常用工以上の部分

は工業化の進展につれて他地域から絶えず供給される

が，新規学卒者以外の農民!習にとっては階層構造からい

って常用工の下に位援する不熟練単純労働分野しか流入

が許されていなし、からである。以上述べた事実は自己の

所有する農地売却によって，農民層が一時的には経済条

件ーにi留まれたとしても本質的には変わらない。

しかし，農業からの転職者の流入分野が不熟練単純労

働部門しか悌かれていないとL、う流入構造は，工業化に

ともなって地域の均衡ある発渓を蔑む立場からみると大

きな問題である。現状のまま放匿すれば，地域の工業化

は一方で、近代的技術者および技能者を増加しつつも，他

方では転職農民層を給源とした不熟練単純労働者の堆積

が進行するからである。ここで考えられることは，農業

からの転職者層を対象とした転職訓練を強化して，彼等

を技能者として常用工労働市場に送り込むことである。

工業化によって必然化する産業構造と階層構造の変動

は，このような転職訓練対策の強化，充実を絶えず要議

しているのである。

第3の問題は，地域の工業化にともなう人口集中を契

機として発生する消費関連の第3次自営業者慢の性格で

ある。ここで注意する必要のある点は，これらの零細段

常業者層はその給源階層の構成からみても明らかなごと

く，単一のものではないということであるO 零細自営業

者にはまず第 lに，常用工労働市場から反i獲された中高

年齢の退職者層の流入によって形成される分野がある。

それは食料品，日用雑貨小売など特殊技能を要求されな

い自営業の分野である。この分野へ流入した中高年総の

退職者層は家族労働を主体として自己の'話'業を営み，生

計維持に努力する。しかし，これらの自営業者層の新規

学卒子弟はその大学が他産業へ就職し，家族労働といっ

ても自営業に従事するのは中高年齢の送職者夫婦しか残

されていないことが多い。つまり，これらの釘営業者層

と労働市場との関係は，一二ぢでは定年退職，解穏などに

よって中高年齢腐を労働市場から自営業人口へ送り込む

とともに，他方では就職によって新規学卒子弟を自営業

から労働市場へ吸引するという形となっている。換言す

れば，傘総自営業は資本の労働需要にとって不要となっ

た中高年齢の労働力を受入れ，必喜きとなった若年齢の労

働力を供給させられてし、るといってもよい。本紙自 dは7長

が資本の集中，主長'*が進行するなかで存立を許されてい

る理由の iつはここにある。尤も，存立を許されている

といっても，これらの自常業者腐の大部分はその子弟を

労働市場へ流入させているわけだから，世代間の再生産

は殆んど不可能に近く，存立が許されているのはせいぜ

い送験者夫婦の退職後の短い生活期間にすぎ、なし、。

ところで，自営業には以上述べた分野と然なり，ある

程度の特殊技能を必要とする第2の分野が存夜する。そ

れは商業で、は飲食応，サーピス業ではl.ttl二容，~草寺， クリ

ーユングなどの分野である。この分野では自営業者層へ

の流入はまとして同一業務の使用人層に限られている。

これらの業種では一定期間の職人的修業による技能修得

が隠業の前提条件となる。つまり，この分野Pではクラブ

ト的な技能修得を基盤として一定の技能修得期i簡を終了

した使用人!替の自'IL潟業が行なわれているのである。こ

れらの業種は郊に述べた食料品などの菜穂のように家族

労働が主体をなすのではなく，熟練労働力である業主主ピ

中心とし，住込のJi習がこれを補助するという形のもの

が多し、。そうして，この見習労働は笈労働というより，

従弟修業とL寸性格を色濃く帯びている。これらの使用

人隠の自営業者としての自立は，学い場合には20代で行

なわれる。しかし，開題なのはこの自立の意味と内容で

ある。この点についての追求は遺憾ながら本研究ではな

し得なかったが，自立した使用人!替の織歴，出身階層，

技能修得状況などの街から今後アプローチしてゆきたい

と主考えている。

この外，前にも若F触れたが，自営業への流入はアパ
ト，下宿および風呂屋などの分野への一部農民腐の移

動という形でも行なわれている。しかし，このケースは

流入内容からみてその本質は第一分野の性格と類似して

いると考えられるのここでは詳しく述べなし、。とに角，

工業化の進展によって地域人口の賃労働力化が進行する

なかで，このような第3次臼滋業者!替の再生産が行なわ

れている事実は十分注目に値いする。工業化と労働移動

との関係、は以上切らかにしたように，そのなかに零細自

営業者層の絶えざる再生産主ピ含むところの地域人口の賃

労働力化の進行過程として抱えるべきであって，決して

一方交通の主幹線的な進行過程で、はない。

第4の問題は地域人口の主主労働力化のもつ意味であ

る。すでにみてきたように，工業化の進践は長苦笑，サー

ピス業，および幾業などの地域内自営業者層を分解さ

せ，あとつぎを含む新燦学卒者一子弟を地域労働市場に流

入させているが，さらに第2種兼業農家総からは男子主主

幹労働力を，また労働者世帯からは主婦隠さピ食労働力化
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して労働市場に送り込んでいる。そうして，これらの動

きと併行して他方では，他地域の労働力人pの吸引が事rr
規学卒者の充足，炭鉱離職者の流入などの7援をとって進

行している。このようにして地域労働市場には広汎な労

働力が供給されているが，ここでは注目すべき点は，こ

れらの労働力は新規学卒者，熟練工などを除くと一般に

供給過剰のものが多いという事実である。

ところで，工業化の進展とともに労働過駁の機械化が

進行し，この結*不熟練労働力を使用する分野は絶えず

弘大する。 たとえば，量産体制jへの移行を~っている容

似発寒地区の木工団地では!日来の職人隠からなる熟練労

働力と主婦，炭鉱離職者などの不熟練労働力を併用して

いるが，機械化が可能な分野では熟練労働力の不熟練労

働力による代替が行なわれている。他産業からの転職者

層，主婦層などの相対的に供給過剰な人口燃は，大部分

このような不熟練単純労働分野へ流入する。 したがっ

て，これらの人口!習の賃労働力化は不熟練労働力の f!}~t

皮という意味をもっO そうして，これらの人口勝が一般

に供給過剰だということは， J::記の分野へ流入した不熟

練労働力の笠金が低水準のものであるというお伴?と結び

ついている。つまり，地域の工業化は-)jでは機械化，

合法化によって不熟練労働分野な拡大するとともに，他

方では地域人口をど主主労働力化して相対的に過剰な不熟練

労働力を絶えず千等生産する。そうして， このような不熟

練労働力の再生産は，新規学卒者，熟練工不足の深刻化

という状況を内在しつつも，労働力の全体としての供給

過剰を維持する機能を栄している。

設後に述べておきたし、のは政策的従楽である。その i

つは札幌職安労働l市場にみられる求人難と求職員ii:の併存

とL寸矛盾の解消についてである。このような現象の生

じた理由の 1つは，新規学卒者の場合を徐き本地域の職

安労働市場では求人，コR織，および就職の数字にも万とさ

れているように，建設業の比重が奥様許におく，実質的に

は季節綾業労働力の需給活動しか行なっていなし、ことに

ある。もっと端的にいえば，失業保険業務合主体とした

季節産業労働力のサービス機関としての役割が職安の主

な機能となっている。しかし，最近における本土色域の工

業化にともなう労働力需要の治大によって，職安の潟給

活動の大半を従来のように，季節産業労働力の需給にお

くことは許されなくなっている。本地域の企業では本研

究によって明らかなように，職安の労働力組織化機能を

通じて労働力給源の拡大をほ!ろうとする気がまえのとこ

ろが多くなっている。したがって，このような本地域の

仁業変化に対応して要議されることは，職安機能の強化

とfljゐ編成ということである。このような職安の充実がな

されないとしたら，今後の地域開発に関連して強調され

ている緩用計溺や産業教育計隔は実現の必殺を欠なうこ

とになろう。

その 2 は福利!写生縮設にI~lするものである。ヱドl也域で

は工業化にともなって他地域からの労働力流入が今後ま

すます活発化することが予想、されるが，これにともなっ

て住宅，寄宿舎などをはじめとする福利厚生施設の充災

が;1[:1ドとも必要となる。とくに流入労働力のなかで重要

な地位を占める新規学卒者は，総業経験も地域内で、のとt
活経験も持たないわけだから，適切な生活指導と生活環

境を保障しなければ労働力としての定着化も悶難とな

る。新滋学Z手不足のおまりとともに福利}学生産百の強化に

努力する:企業も多くなっているが，中小1企業では用地取

得の閤難性，資金難に制約されて，適切な内容の施設を

作ることがlAl難な場合も予想される。したがって，燈お

よび地方公共間体がこの点について支援することが必要

と考えられる。

追書吉 本;研究i主将{脊'学泌訂版本一イ対えをrlr心としたiiJl

ヲピグノレーブの[地域開発と J(在業教育」に関する研究

!来泉の…公11である。 本研究の共同研究おーとしては|司

教綬の外，教育学総助教J愛布施鉄治， I，;J助手小池t与

{て， 1日j大学院本野|盗光，および1立が参加1している。共

同研究者の方々 から....:Jjならぬ協力主とうけたのでこ

こで謝怒合哀しておきたL、。
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